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第 1章 

ふれあいあふれる協働のまちづくり 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KGI指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 

 
第 1節 協働のまちづくり 
1 町民参画の推進 

2 地域力を高めるまちづくりの推進 

3 多様性と包摂性を尊重する社会の実現 

4 産学官連携の推進 

 

 

■SDGsの関連するゴール 

 

  

住民自治と協働をより深化させる取組の充実、男女共同参画社会や人権啓

発の推進等、互いに尊重し合える多様性と包摂性のある共生社会を実現する

まちづくりに取り組みます。 

資料2 
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第 1節 協働のまちづくり 

1 町民参画の推進 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町民討議会に参加している若者の割合 25 （％） ↗ 

町民活動センターに登録している市民活動団体数 112（団体） ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●地域が抱える課題や町民ニーズの多様化により、町民と行政が相互理解のもとで目的意識を共有し、

地域の課題を解決していく協働を深化させ、地域力を高めるまちづくりが求められています。 

●町では、町民活動センターを拠点として市民活動を支援しています。また、協働の担い手が自らの手で

協働の場を管理・運営していく協働のまちづくり運営委員会の運営を支援しています。 

●地域づくり会議を町内 11 地区で組織し、自分たちの住んでいる地域をよくする方策を話し合い、地域

で解決するために町に予算要望する地域予算制度を導入しています。 

●まちづくりに関する様々なテーマについて、興味を持った人々が集まって話し合い、町に提言する町民

討議会を年 2 回開催し、町政への町民参加と自治意識の向上、地域リーダーの育成に取り組んでいま

す。 

●人生 100年時代を迎え、学習するだけではなく、学んだ知識や成果を地域やまちづくりに活かし、様々

なかたちで社会参画や社会貢献につなぐ取組を進めています。 

 

課題 

●町政運営に、より多くの町民の声を反映する仕組みを通して、町民が町政を知り、関心を高めていくこ

とが重要です。 

●協働の担い手である町民、地域コミュニティ、ＮＰＯ法人、事業体等と行政が、その垣根を越えて、それぞ

れの立場を尊重し、対等な立場でまちづくりを提案できる機会づくりが必要です。 

●町民討議会の参加者の中からリーダー的な人材が育ち、中心的役割を果たし、町民討議会が様々な場

面で自発的に開催されることが、全町的な自治意識の向上のために必要となっています。 

●生涯学習活動を支える指導者の育成・支援を計画的に進めるとともに、町民がボランティアとして活動

に参加できる環境づくりが必要です。 

地域づくりに参加する仕組みを通して住民自治が浸透し、様々な世代が活躍できる地域力の

高いまちづくりが進んでいます。 
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●生涯学習を通して、地域で活躍できる人材を育成し、学んだ知識や成果を地域やまちづくりに活かせる

仕組みづくりが求められています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○各種計画を策定する際に積極的に委員を公募することで、町民が政策決定過程に参画できる機会を確

保します。 

〇町民の参画意識を高めるとともに、協働の指針に基づき、町民と協力して地域課題の解決や支援に取

り組みます。 

○町民も公共の担い手であるという基本認識のもと、町民一人一人が自分の住むまちを考え、住みやす

いまちのために行動できるよう後押しし、支える仕組みをつくります。 

〇顔が見える関係づくりに向け、多世代が交流する機会や場を提供します。 

○学んだ知識や成果を地域やまちづくりに活かせる仕組みをつくり、地域のリーダーとして活躍できる人

材を育成します。 

 

 

○委員公募への応募を通したまちづくりへの積極的な参画が期待されます。 

○町民が地域課題の解決に向け、市民活動に積極的に参画することが期待されます。 

〇町民同士の交流の機会や場を積極的に活用し、支えあい・助けあいの輪が広がることが期待され

ます。 

○生涯学習講座等を受講することで、町の現状や未来等について学び、当事者意識を持ち、行動していく

ことが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－1111 様々な声が届く町民参加の仕組みづくり 

◇審議会等に広く町民の意見を反映させるため、専門的な知識を持つ委員だけではなく、公募の委員を

積極的に登用します。 

◇地域の課題等について地域住民が主体的に解決に導く地域予算制度について、地域力の向上のため、

制度を充実させます。 

主な事業 委員公募制度、地域予算制度 

●取組の成果● 

町の政策決定過程や地域課題の解決に町民が参加し、町民の意見や提言がまちづくりに反映されていま

す。 

 

取組②－1112 地域で活躍する人材の育成 

◇町民討議会の運営を、リーダーとなる人材を中心とした実行委員会形式に移行し、様々なテーマ・場面

での自発的な開催を促進し、全町的な自治意識の向上につなげます。 

◇町民活動センターの利便性と機能向上を図り、講座や研修等の機会を充実させます。 

◇若い世代の町民を対象に、町の現状や課題、未来等について考える「あみ未来塾」を開催し、地域のリー

ダーとして活躍する人材を育成します。 

主な事業 町民討議会、町民活動センター事業、あみ未来塾 

●取組の成果● 

町民を主体とした活動が促進され、多様な主体が手を携えながら地域で活躍しています。 
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第 1節 協働のまちづくり 

2 地域力を高めるまちづくりの推進 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

ふれあい地区館事業の参加人数 7,732（人） ↗ 

まい・あみ・まつりの満足度 －（％） ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●高齢化が進んでいる地域では、家族や家庭環境の変化に伴い、従来からの地域のつながりや相互扶助

の力が弱まり、行政区の果たす役割はますます重要になってきています。その一方で、行政区への加入

率は減少傾向にあり、2019年以降は 8割を切っている状況です。 

●地域コミュニティ活動の拠点となる集会施設の建設や修理等の費用を支援しています。 

●「町民同士のふれあいの輪を広める交流の場づくり・潤いと活力のあるまちづくり」を目標に掲げた「ま

い・あみ・まつり」は、本町最大のイベントとして発展・定着しています。 

●町内7か所にある公民館等は、地域の社会教育の拠点施設として、人づくり・地域づくりのための「つど

う」「まなぶ」「むすぶ」場を提供しています。 

●ふれあい地区館活動は八つの地区に社会教育指導員を配置し、地域に根ざした支援・助言を行うこと

で、地域住民が主体的に運営しています。また、各地区館では、部会ごとに地域の特色に応じた魅力的

な出前講座やイベントを開催しています。 

 

課題 

●地域住民や転入者等に対し、地域コミュニティ活動の重要性や利点等についての情報を発信し、行政区

への加入を促進する必要があります。 

●団塊の世代の高齢化や 60代から 70代の就業率の増加により、世代のばらつきの幅が広い行政区で

は、特定の人々が活動を担い続けています。良好なコミュニティ活動を継続・維持していくためには、地

域で活躍する担い手に、新たな世代を取り込んでいくことが必要です。 

●高齢化が進んでいる地域では、社会的に弱い立場にある人の孤立対策、医療機関等へのアクセスの確

保、防災・防犯体制等、住み慣れた地域で住み続けられる仕組みづくりが必要です。 

●新型コロナウイルス感染症の流行の経験、社会環境の変化や町民のニーズに合わせ、世代を問わず町民

コミュニティ活動やイベントへの参加を通した多世代交流が活発化し、良好なコミュニティ

が形成されています。 



6 

が楽しめるまい・あみ・まつりとなるよう、企画・運営の見直しが必要です。 

●ふれあい地区館事業は、社会環境や町民のライフスタイルの変化に合わせ、地域の実情に合った運営と

なるよう、見直しが必要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○社会環境の変化等に適合した地域コミュニティの活性化に向けて、行政区と連携し、地域の課題解決の

ための支援や協力、情報提供等を行うとともに、区長会等と連携し行政区への加入を促進します。 

〇社会環境の変化や町民ニーズを踏まえ、多くの町民が楽しみ、交流する機会の場となるまい・あみ・まつ

りを開催します。 

○町民の交流を促進するため、交流の機会や場の充実を図るとともに、誰もが参加してみたくなるような

イベントやニーズを踏まえた多様な講座を提供します。 

 

 

○町民一人一人が地域コミュニティの重要性・有効性を認識し、地域づくりに関心を持ってコミュニティ活

動に参加することで、お互いに助けあえる友人や知人を増やすことが期待されます。 

〇地域コミュニティの中心である行政区の役割を理解し、積極的に加入することが期待されます。 

○まい・あみ・まつりをはじめとした各種交流イベントへの参加を通して、触れあいの輪をつなげていくこ

とが期待されます。 

〇自身のニーズに合ったふれあい地区館活動へ、参加することが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－1121 地域コミュニティへの参加促進 

◇地域住民や転入者等に対し、地域コミュニティ活動の重要性や利点等について積極的にＰＲして理解を

深めるとともに、区長会等と連携して行政区への加入を促進します。 

主な事業 自治振興事業 

●取組の成果● 

主体的に地域コミュニティ活動に参加する町民が増え、地域での交流が活性化しています。 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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取組②－1122 多世代交流の推進 

◇まい・あみ・まつりに、より多くの町民が参加することで、触れあいの輪を広め、うるおいと活力のあるま

ちを創出します。 

◇様々なニーズを積極的に取り入れた満足度の高いイベントを開催できるよう、まい・あみ・まつり実行委

員会を支援します。 

◇地域の実情・ニーズに合わせた集いや学びができるよう、各ふれあい地区館において、公会堂や自治会

館等で活動を行う出前講座を実施します。また、特色ある事業やイベントを通した絆づくり、地域づくり

を促進します。 

主な事業 まい・あみ・まつり事業、ふれあい地区館活動事業 

●取組の成果● 

町民同士の触れあいの輪を広める交流の機会づくり、生涯学習を通したコミュニティ活動や仲間づくりが

進んでいます。 
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第 1節 協働のまちづくり 

3 多様性と包摂性を尊重する社会の実現 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

男女共同参画社会講演会・講座への参加人数 1,052 (人) ↗ 

審議会等における女性委員比率 32.6 (%) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●共生社会とは、障害がある、ないに関わらず、女性も男性も、高齢者も子どもも、すべての人がお互い

の人権や尊厳を大切にし、支えあい、誰もが生き生きとした人生を送ることができる社会のことです。 

●2023 年に町第 4 次男女共同参画プランを策定し、男女間の差別のない社会づくりの実現に向け、総

合的な取組を推進しています。 

●人権が尊重される社会をつくるため、広報活動や街頭啓発、人権相談を継続的に実施するとともに、教

育、福祉をはじめあらゆる分野において、国籍や性別、年齢、障害の有無等に関わらず、お互いを尊重し

多様性を認めあう意識の醸成に取り組んでいます。 

●ロシアのウクライナ侵攻は、戦争の悲惨さ、平和とはなにかという現実を全世界に突きつけました。本町

は、1986 年に「阿見町非核平和都市宣言」を行い、生命の尊さや平和の大切さを考えてもらうための

取組を実施しています。 

●予科練平和記念館は、予科練に関する貴重な資料や本町の戦史の記録を展示し、生命の大切さや戦争

の悲惨さ・平和の意義を正しく継承する平和教育の拠点として多くの方が訪れています。2023 年 4

月には累計来館者数が 60万人を超えました。 

●町内に在住する外国籍町民は、年々増加傾向にあります。本町では、町国際交流協会が中心となって、

外国籍町民との交流の場の提供や中国語会話教室、英語会話教室に加え、生活相談、日本語教室等に

取り組んでいます。また、姉妹都市であるアメリカ合衆国スーペリア市や友好都市である中国柳州市へ

の中学生や町民の派遣や受け入れ等を通して国際都市間交流を継続しています。 

 

課題 

●固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に向け、性の多様性

を認識し、理解を深めるための取組が必要です。また、ワークライフバランスに配慮した、家庭における

一人一人が個性を認め合い、互いを尊重し合える共生社会が実現し、町には平和を希求する

機運が醸成されています。 
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男女の役割分担や、働きやすい職場環境づくりの推進が必要です。 

●ＤＶ等の、あらゆる暴力の防止・早期発見・早期対応を図るとともに、被害者の安全・自立に向けた支援

が必要です。 

●人権を尊重し多様性を認めあう共生社会の実現に向け、国や県と連携しながら人権啓発に取り組むと

ともに相談体制を充実させる必要があります。 

●予科練平和記念館は、展示内容をさらに充実させるとともに、近隣の戦跡等も含めたネットワークづく

りを進め、来館者を増やす必要があります。 

●外国籍の町民が地域の中で安心して暮らしていけるよう、支援を行っていくことが必要です。また、小・

中学校では日々の授業や学校生活において日本語の個別支援が必要な外国籍の児童生徒が増加して

おり、その対応が求められています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○関係機関や団体と連携・協働し、様々な場や機会において、人権を尊重し多様性を認めあう啓発活動に

取り組みます。 

○政策決定に女性の意見を反映させるため、審議会等への女性委員の登用を推進します。 

○関係機関との連携を強化し、ＤＶ等被害者への適切な相談・保護・自立支援を切れ目なく総合的に実施

します。 

○差別のない地域社会をつくるため、人権尊重の理念の普及や人権意識の向上を図ります。 

○予科練平和記念館を平和教育の拠点とし、平和、生命、人権を尊重する教育を推進します。 

○姉妹都市・友好都市との交流を継続し、子ども同士の交流等により、異文化への理解を促進します。 

〇多文化共生社会の実現に向けて、町国際交流協会が中心となり、外国籍の町民が安心して暮らせるよ

う支援します。 

 

 

○講演会等に積極的に参加するとともに、地域や家庭において男女共同参画や人権について話し合い理

解を深めることが期待されます。 

○予科練の歴史や本町の戦史を理解し、命の尊さと平和の大切さを考え、市民意識として共有することが

期待されます。 

○町国際交流協会の活動に積極的に参加することが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－1131 性別に関わりなく活躍できる社会の実現に向けた取組の強化 

◇社会状況の変化等に対応しながら、男女共同参画社会の実現に向けた取組をさらに強化・発展させてい

くため、町第 4次男女共同参画プランの施策を推進します。 

◇男女共同参画に関する学習の場の提供及び啓発活動を行うとともに、男女共同参画社会づくりに取り

組む団体やグループに活動の場所や機会等を提供することで、活動が充実し交流が促進するように支

援します。 

◇政策形成に関わる審議会等への委員として、女性の参画を推進します。 

主な事業 男女共同参画推進事業、男女共同参画センター事業 

●取組の成果● 

男女共同参画社会の実現に向けた啓発や支援が進み、誰もが社会の対等な構成員として、あらゆる活動

に参画する機会が確保されています。 

 

取組②－1132 すべての人の尊厳が守られる社会の実現に向けた意識啓発活動の充実 

◇人権を尊重し、多様性と包摂性のある社会をつくるため、様々な機会を捉えて人権啓発を実施し、人権

意識の向上を図ります。 

◇国や県と連携し、人権に関する講演会や研修会、人権相談を実施します。 

◇人権問題や人権教育に関する職員研修会に参加し、職員の意識の向上を図ります。 

主な事業 人権問題啓発事業 

●取組の成果● 

町民の人権尊重の理念が普及し、多様性と包摂性のある社会が実現しています。 

 

取組③－1133 平和行政の推進 

◇様々な人に自ら命の尊さと平和の大切さを考えてもらうため、予科練平和記念館を拠点に、企画展や講

演会等、予科練の歴史や戦史に関する学習の機会を提供します。 

◇中学生を広島や長崎の平和記念式典に派遣し、原爆で亡くなられた方々への追悼の意を表すとともに、

その体験を各校の生徒へ発表する場を設けるなど、戦争の悲惨さ・平和の意義を正しく継承する人材を

育成します。 

◇予科練平和記念館の展示内容を充実させるとともに、企画展等を通して、メディアへの発信を積極的に

行うことで、認知度の向上と来館者の増加を図ります。 

主な事業 教育普及事業、平和記念式典派遣事業、予科練平和記念館事業 

●取組の成果● 

予科練平和記念館を平和教育の拠点として、予科練の歴史や本町の戦史が様々な人に正確に伝承され、

平和を希求する機運が醸成されています。また、教育を通して平和の意義が正しく継承されています。 
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取組④－1134 多文化共生の意識が根付く社会の実現 

◇町国際交流協会と連携して、国際交流の推進を通して多文化共生社会を実現します。 

◇外国籍の町民が安心して暮らせるよう、相談や意見等を把握する機会を設け、生活に係る多様な支援や

町民の国際理解を深める取組を推進します。 

◇姉妹都市であるアメリカ合衆国スーペリア市と友好都市である中国柳州市へ隔年で中学生を派遣し、ホ

ームステイを実施します。また、本町の特徴を活かした交流テーマを設け、交流を深めます。 

主な事業 国際交流推進事業、中学生海外派遣事業 

●取組の成果● 

多文化共生の理念が浸透し、外国籍の町民が暮らしやすく、交流が盛んなまちになっています。 
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第 1節 協働のまちづくり 

4 産学官連携の推進 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

大学や研究機関等が身近にあることで住み良く

なっていると回答した町民の割合 
－(％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町には、国立大学法人茨城大学や茨城県立医療大学、学校法人東京医科大学霞ヶ浦看護専門学校、

学校法人霞ヶ浦高等学校等の教育機関、学校法人東京医科大学茨城医療センターや茨城県立医療大学

付属病院等の医療機関が立地しています。また、福田工業団地、筑波南第一工業団地、阿見東部工業団

地の三つの工業団地をはじめ町内には様々な企業・研究機関が立地し、本町の大きな特徴であるとと

もに貴重な財産となっています。 

●これまでに国立大学法人茨城大学や茨城県立医療大学、学校法人霞ヶ浦高等学校、学校法人東京医科

大学茨城医療センター、学校法人東京農業大学等の町内外の大学や高校と地域連携協定を結び、それ

ぞれが持つ専門的な知識やノウハウを活用した連携事業を実施しています。 

●地域の課題解決や活性化に将来を担う若い世代の意見を活かすため、学生と町長の語る会等の学生が

参画する取組を推進しています。 

●町内外の企業との連携では、商工会や工業団地に立地する企業等と意見交換の場を設けるほか、株式

会社鹿島アントラーズＦＣや日本郵便株式会社、大塚製薬株式会社と地域連携協定を結び、地域振興及

び地域活性化に取り組んでいます。 

 

課題 

●地方分権や地方創生が進む中、行政ニーズの高度化や多様化によって変化する行政課題に対応してい

くため、連携事業・連携体制の一層の充実が求められています。そのためには、大学や企業等と相互に

課題を共有するなどの取組によって、新たな連携の芽を積極的に見つけていく仕組みと体制の検討が

必要です。 

●農業や教育、福祉、商業、観光等、多くの分野で実施している連携事業の実績や成果を地域の魅力とし

て町民に理解してもらうことが重要です。また、産学官の連携をより効果的に進めていくために、連携

の主体への町民参加について調査研究する必要があります。 

大学、企業、研究機関等と連携したまちづくりが行われ、その成果が地域の問題解決や活性

化に役立ち、地域の魅力として町民に理解されています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○行政課題を解決するために積極的に大学や研究機関等と連携します。 

○行政課題の解決に資する新たな連携分野・主体を見いだす仕組みを検討します。 

○連携事業により得られた成果を、本町の魅力として発信します。 

 

 

○大学、企業、研究機関等と町民が積極的に交流し、主体的に関わっていくことが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－1141 連携事業の推進と展開 

◇大学や企業、研究機関等との連携協定に基づき、地域の課題解決や活性化に向けた取組を推進します。 

◇町や地域が抱える行政課題を積極的に提示し、事業の企画立案段階から大学や企業、研究機関等の知

見を活かせる仕組みを構築するなど、新たな連携分野を見いだすための仕組みを検討します。 

◇産学官連携に町民が主体的に関わることにより地域の課題を解決していく仕組みを調査研究します。 

◇産学官連携により得られた成果を広報等で広く町民に発信します。 

主な事業 大学研究機関等連携事業 

●取組の成果● 

大学や企業、研究機関等との連携により、町民がより質の高い行政サービスを受けています。 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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第 2章 
人に寄り添うまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＫＧＩ指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 
第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 
1 安心して暮らすための健康づくり 

2 社会保障制度の適正な運営 

3 地域共生・地域福祉を推進するまちづくり 

4 地域に根ざした高齢者福祉の推進 

5 地域共生社会実現に向けた障害者福祉の推進 

 

第 2節 未来を担う若者を支援するまちづくり 

1 次世代育成支援の充実 

2 子育て世帯への経済的支援 

 

 

■SDGsの関連するゴール 

  

町民の健康づくりの推進と社会保障制度の安定した運営、町民・地域・行政

で支える地域福祉の推進等、高齢者や障害者、子育て世代が心豊かに住み慣

れた地域で暮らせるまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 

1 安心して暮らすための健康づくり 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

フレイル予防の普及啓発活動の実施回数 ― (回) ↗ 

健診事後相談・事後指導実施延人数 87(人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●「さわやか阿見 健康長寿の町づくり」を基本理念とする「あみ健康づくりプラン 21」に基づき、健康づ

くり事業を推進しています。2023 年度より、高齢者の保健事業と介護予防等の一体的事業を実施し

ています。 

●健康づくりの普及活動として、町民ボランティアと協働し、食生活改善推進事業や健康運動普及事業の

地域展開を継続しています。 

●自身の体の状態を知り、疾病等の早期発見につなげるため、健康診査や各種がん検診を実施するとと

もに、生活習慣病予防に関する知識の普及や健診受診後の保健指導の充実に努めています。 

●国民健康保険加入者の健康保持増進のための町国民健康保険データヘルス計画に基づき、生活習慣病

の発症や重症化予防等の保健事業を実施しています。 

●予防接種については、国の定期接種に加え、おたふくかぜや小児インフルエンザについて本町独自で予

防接種費用の助成を行っています。定期予防接種は、乳幼児は高い接種率が維持できていますが、小

学生以上は、乳幼児に比べると低い傾向があります。 

●感染症対策については、町新型インフルエンザ等対策行動計画を作成し、感染症発生時には、県や稲敷

医師会と連携し速やかに対応できる体制を整えています。 

 

課題 

●健康寿命の延伸のため、高齢者の特性に応じた効果的な取組を実施する必要があります。 

●健康づくりに関するボランティアとして活動する食生活改善推進員、運動普及推進員等の会員や参加

者の高齢化が進んでおり、活動を継続していくための新たな担い手の確保が必要です。 

●新型コロナウイルス感染症の影響により減少した健診受診者数・健康相談実施者数等を回復させるた

すべての町民が安心して医療を受けられる環境のもと、町民一人一人が自身の健康に目を向け、

積極的に健康づくりに取り組んでいます。 
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め、受診しやすい環境づくりと周知啓発に取り組む必要があります。 

●定期予防接種については、未接種者を把握し、効果的な時期に個別通知を行うことにより、更なる接種

率の向上を図る必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○健康づくりや生活習慣病予防、健康意識を高める取組を進めるとともに、健康づくりに関するボランテ

ィアを育成し、その活動を支援します。 

○疾病の早期発見のため、健康診査や各種がん検診の必要性の周知を図るとともに、受診しやすい体制

づくりに努めます。 

〇健康寿命を延ばし、本人の生活の質（ＱＯＬ）を確保するため、住まい、生活支援、医療、介護、予防を一

体的に提供できる体制づくりを推進します。 

〇生活習慣病に着目した特定健康診査や特定保健指導、医療機関と連携した糖尿病性腎症重症化予防事

業等の充実を図ります。 

○感染症のまん延を防止するため、予防接種や感染予防対策の周知を図り、関係機関と連携して、具体的

な対策を検討します。 

 

 

○健康に関心を持ち、健康診査を受診し、疾病の早期発見に努めるとともに、健康づくりのための各種教

室への参加を通して、生活習慣病予防のための健康管理を積極的に行うことが期待されます。 

○感染症の発症予防や重症化防止のため、予防接種を積極的に受けるとともに、手洗い、うがい、咳エチ

ケット等の感染対策を日常生活の習慣として取り入れることが期待されます。 

〇健診結果により発見された未病又は疾病を放置せずに定期的に再検査を行うとともに、特定保健指導

等を積極的に受け、重症化のリスクを減らすよう行動することが望まれます。 

 

 

 

 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－2111 ライフステージに対応した健康づくり 

◇生活習慣病予防のため食事・運動・睡眠・口腔に関する健康づくり教室を開催します。こころの健康に関

しては個別相談の実施、ホームページでストレス状態のセルフチェックを促します。 

◇食生活改善推進員や運動普及推進員等と協働し、生活習慣病予防や健康づくりを推進します。また、ボ

ランティアの養成を行い、団体の活動を支援します。 

◇県後期高齢医療広域連合と連携し、地域の特性や健康問題、高齢者一人一人の状況の把握に努め、健康

の維持・増進に取り組みます。 

主な事業 あみ健康づくりプラン21推進事業、健康づくり事業、高齢者の保健事業と介護予防等の一体的事業 

●取組の成果● 

町民が自身の健康に関心を持ち、主体的に健康づくりに取り組みながら、元気に生き甲斐を持って暮らし

ています。 

 

取組②－2112 健康長寿の取組推進 

◇疾病の早期発見の重要性を周知するとともに、健康診査や各種がん検診について町民が受診しやすい

体制づくりを進めます。 

◇生活習慣病やその重症化を予防するため、健診結果を基に、個別に特定保健指導、健診異常値放置者対

策、未受診者対策、糖尿病性腎症重症化予防事業を重点的に実施します。 

◇高齢者の健康に対する自己管理意識の啓発に努めます。 

◇県後期高齢者医療広域連合と連携し、高齢者健診の受診率向上に努めます。 

主な事業 健康診査事業、健康相談事業、特定健康診査等事業、疾病予防事業、特定保健指導事業 

●取組の成果● 

健康診査等を受診しやすい体制が構築され、町民が自身の健康状態を把握し、健康保持や疾病予防に取

り組んでいます。 

 

取組③－2113 感染症対策の充実 

◇予防接種法で定められた定期予防接種対象者への接種勧奨を行い、接種率の向上を図ります。 

◇広報紙やホームページ等を活用し、感染症予防の正しい知識の普及啓発に努めます。 

◇新型インフルエンザ等の感染症発生時に有効な防疫活動ができるよう、具体的な対応策を検討するとと

もに、消毒薬、衛生物品等を確保・備蓄します。 

主な事業 予防接種事業、感染症予防事業 

●取組の成果● 

感染症予防の知識が浸透し、予防接種率が向上するとともに、感染症発生初期に適切な対策を講じること

で、まん延防止が図られています。 
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第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 

2 社会保障制度の適正な運営 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

国民健康保険税収納率 92.7 (％) ↗ 

30日以内の介護認定決定率 41(％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●全国的に高齢化が急速に進む中、本町においても 2025年には 65歳以上人口が占める割合が 3割

を超えると推計される一方、社会保障制度を支える現役世代の人口の減少が見込まれています。 

●健康保険制度の重要性について、広報紙やパンフレットの配布、ホームページ等により啓発に取り組む

とともに、未納者に対する短期被保険者証の発行、滞納整理等を実施しながら収納率向上に取り組ん

でいます。 

●国民健康保険税の賦課限度額は、2023年度に104万円に達し年々上昇しています。所得に占める保

険料の割合も上昇傾向にあり、負担感の増大が収納率低下の要因ともなっています。 

●本町の医療費については、脳血管疾患・心疾患・糖尿病等の循環器系疾患の治療費が占める割合が高

く、生活習慣病患者の増加等により、医療費が年々増加している状況です。 

●高齢化の進展に伴う後期高齢者医療制度の被保険者の増加により、医療給付費は増大しています。国

では、2022年度より窓口負担を 2割に引き上げ、制度維持を図っています。 

●介護給付費は 2019年度から 2020年度が 2.8％の増、2020年度から 2021年度は 3.9％増と

なっており、年々増加しています。 

●国民年金制度については、広報紙やホームページ等において周知することで年金受給権の確保に取り

組んでいます。 

 

課題 

●団塊の世代が 75歳以上となる 2025年に向けて、更なる医療費の増大が見込まれており、健康寿命

の延伸により医療費の抑制を図るなど、安定した社会保障制度運営に向けた取組が必要となっていま

す。 

町民の社会保障制度への理解が深まり、必要な時に安心して医療と介護を受けることができる

まちになっています。 
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●医療技術の高度化等により、一人当たりの医療費は近年特に増加しており、国民健康保険制度や後期

高齢者医療保険制度を安定的に運営できるよう効率化を図るとともに、ジェネリック医薬品の利用を

促進するなど医療費の適正化を図る必要があります。 

●団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年に向け、総人口及び現役世代人口が減少する中で、高

齢者人口がピークを迎えるとともに、介護ニーズの高い 85 歳以上人口が急速に増加することが見込

まれます。 

●少子高齢化の進展により、制度の担い手世代と年金受給者のアンバランスが生じたことで公的年金の

運営状況が悪化しています。制度の正しい理解を深めるための広報活動や相談体制の充実を図る必要

があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇国民健康保険に関して理解が得られるよう、分かりやすい広報活動とともに、健康診断や保健指導体制

の充実を図ります。 

〇頻回受診の抑制やジェネリック医薬品の推奨等に取り組み、医療費の適正化を図ります。 

〇県後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、後期高齢者医療制度の周知・啓発や収納対策に引き

続き取り組みます。 

○介護保険制度の健全な運営のため、適切な保険料の設定、給付の適正化、介護予防を推進し、安定した

制度運営を強化します。 

〇国民年金の制度や加入の重要性について正しく理解できるよう啓発を図ります。 

 

 

〇社会保障制度の重要性や保険税や料の使途に関心を持ち、制度への正しい理解を深めることが期待さ

れます。 

〇日頃から健康に関心を持ち、健康を維持するため、食生活の改善や適度な運動に取り組むことが期待

されます。 

○高齢者やその家族が、介護サービスに対する理解を深め、適切なサービスを利用することが期待されま

す。 

〇若年層のうちから年金の重要性を認識し、積極的に国民年金制度に対する理解を深めることが期待さ

れます。 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－2121 国民健康保険制度の健全運営 

◇保険税負担に対する理解を得るため、広報紙やパンフレットの配布、ホームページ等により制度の重要

性について引き続き啓発するとともに相談体制の充実に取り組みます。 

◇レセプト点検等による過誤請求の発見、頻回受診の抑制やジェネリック医薬品の推奨等に取り組み、医

療費の適正化に努めます。 

◇短期被保険者証等の発行や滞納対策を強化し、収納率向上に取り組みます。 

◇医療費の抑制や公平公正な賦課に基づき、保険税率の維持を図ります。 

主な事業 国保税賦課事業、滞納対策事業 

●取組の成果● 

町民の理解のもと、国民健康保険制度の適正かつ健全な運営が図られ、必要な人に適切な医療が提供さ

れています。 

 

取組②－2122 後期高齢者医療制度の健全運営 

◇保険料負担に対する理解を得るため、県後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、広報紙やパンフ

レットの配布、ホームページ等により制度の重要性について引き続き啓発するとともに相談体制の充実

に取り組みます。 

◇医療費の抑制や公平公正な賦課に基づき、保険料率の維持を図ります。 

主な事業 後期高齢者保険料賦課徴収事業 

●取組の成果● 

町民の理解のもと、後期高齢者医療制度の適正かつ健全な運営が図られ、必要な人に適切な医療が提供

されています。 

 

取組③－2123 介護保険制度の健全運営 

◇介護認定及び給付等の適正化を図り、介護保険制度を健全に運営します。 

◇介護認定業務の効率化を図り、申請から認定結果の通知までの期間の短縮化を図ります。 

主な事業 介護給付等費用適正化事業、介護認定事務事業 

●取組の成果● 

町民の理解のもと、介護保険制度の適正かつ健全な運営が図られ、必要な人に適切な介護サービスが提

供されています。 
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取組④－2124 国民年金制度の健全運営 

◇広報紙やパンフレットの配布、ホームページ等により、老後の安定した生活基盤を築くため年金が重要

であることの周知・啓発を積極的に行い、受給権の確保を支援します。 

◇制度への理解や収納率を高めるため、年金相談等について、積極的に取り組みます。 

主な事業 国民年金啓発事業 

●取組の成果● 

国民年金制度に対する理解が深まるとともに、受給者の安定した生計基盤が維持されています。 
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第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 

3 地域共生・地域福祉を推進するまちづくり 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

子ども食堂設置運営数 4 (か所) ↗ 

避難行動要支援者登録制度登録者数 1,849 (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●住み慣れた地域で住み続けられるまちを目指し、地域に関わる住民・団体・事業者等と行政が連携して

福祉サービスの提供体制の充実に取り組んでいます。 

●社会環境の変化と多様化する福祉ニーズに対応していくためには、地域の課題を地域の力により支え

あう地域福祉の重要性がますます高まっています。 

●各行政区では、様々な見守り活動や防犯・防災活動が行われ、地域の安全・安心の向上に効果を上げて

います。 

●子ども食堂の運営に取り組む団体が複数生まれ、多世代交流の場ともなっています。また、地域でのふ

れあいサロン等も増えつつあります。 

●町社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会等の各種団体の活動を支援しています。 

●近年、自然災害が多発化・激甚化する中にあって、誰一人取り残さないための地域の連携体制の構築が

ますます重要となっています。 

 

課題 

●少子高齢化の進展により、核家族化が進み、一人暮らしや高齢者のみの世帯が増加しています。こうし

た社会環境の変化等により地域のつながりの希薄化が進んでいます。 

●子ども、高齢者、障害者といった対象者に応じて提供される福祉サービスだけではなく、福祉・保健・医

療やその他の生活関連分野全般にわたる総合的な取組が求められており、公的サービスだけでなく、民

間によるサービスも含めて十分に連携を取りながら、総合的にサービスを提供していくことが求められ

ています。 

●単身高齢者や障害者等、ごみ出しが困難な人への支援が必要となっています。 

すべての人が地域の中で安心して暮らすことができる、いたわりと支えあいの心であふれたま

ちになっています。 
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●子ども食堂の重要性が認識されており、町内全域で子ども食堂が開設されることが求められています。

また、子ども食堂の運営に必要な資金、食材とその保管場所の確保等の支援が必要です。 

●民生委員・児童委員の活動内容の多様化等により委員の負担が増加しており、なり手不足解消に向け

た取組が必要です。 

●高齢者等の避難行動要支援者を確実に把握し、災害時において円滑かつ迅速に避難できる組織体制づ

くりが必要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○地域の福祉ネットワークづくりが促進されるよう、地域住民やボランティア団体の活動を支援します。 

〇判断能力が十分でない認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等が、自ら希望する自立した日常生活

を安心して暮らせるように相談体制を強化します。 

〇地域福祉に対する町民の理解と関心を高めるための広報・啓発を行います。 

〇民生委員・児童委員のなり手不足の解消を図ります。 

○高齢者等の避難行動要支援者に対する避難・支援体制の充実を図ります。 

 

 

〇子どもの居場所づくりとして、地域で子ども食堂の開設・運営を行うことが期待されます。 

〇地域における民生委員・児童委員の活動を理解し、協力することが期待されます。 

〇日常生活の中で地域福祉への関心を高め、隣近所での支えあい・助けあいを心がけ、地域のつながりや

見守り力を高めることが期待されます。 

〇地域福祉活動の担い手となれるよう、福祉ボランティア活動や講座等への積極的な参加が期待されま

す。 

○災害時の地域のつながりやお互いの助けあいの大切さを認識し、地域で話し合い、助けあいの仕組み

づくりに取り組むことが期待されます。 

 

 

 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－2131 必要な支援を届ける仕組みづくりの推進 

◇地域の福祉ネットワークづくりを推進します。 

◇関係機関と連携し、地域福祉活動の担い手の育成に向け、福祉やボランティアに関する啓発と活動支援

を行います。 

◇単身高齢者や障害者等、ごみ出しが困難な人へ支援を行います。 

◇小学校区単位（旧実穀小学校、旧吉原小学校区を含む。）での子ども食堂の開設を目指します。また、運

営者の運営資金、食材の調達と保管場所の確保等を支援します。 

◇成年後見制度に関する相談や制度の利用を支援する成年後見サポートセンターの設置を検討します。 

主な事業 地域福祉推進事業、ごみ出し支援事業、子ども食堂事業 

●取組の成果● 

地域の福祉ネットワークが構築され、町民がお互いに連携して助けあっています。 

 

取組②－2132 多様な主体が協働する仕組みづくりの推進 

◇福祉に関する講座、研修会等の学習機会を充実し、民生委員・児童委員の活動を支援します。 

◇町全体の福祉意識の高揚を図り、活発な活動となるよう、町社会福祉協議会、ボランティア、関係機関等

との連携を強化し、民生委員・児童委員が担う役割を明確にし、地域福祉を推進します。 

主な事業 民生委員児童委員協議会事業、社会福祉協議会助成事業 

●取組の成果● 

町社会福祉協議会と連携した福祉体制が充実するとともに、民生委員・児童委員が地域福祉の担い手とし

て生き生きと活躍し、誰もが安心して暮らしています。 

 

取組③－2133 災害弱者を支える仕組みづくりの推進 

◇避難行動要支援者の情報を正確に把握し、民生委員・児童委員や行政区・自主防災組織等と共有するこ

とにより、災害時の避難支援に活用します。 

◇要支援者一人一人に対し、必要な支援が実施できる体制を整えます。 

主な事業 要援護事業 

●取組の成果● 

災害時に避難行動要支援者が円滑かつ迅速に避難できる体制が構築されています。 
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第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 

4 地域に根ざした高齢者福祉の推進 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

介護保険サービス利用率 89.3(％) ↗ 

認知症サポーターの養成者数 218 (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●2023年 5月現在の高齢者人口は 13,769人、高齢化率は 27.97％で、約 4人に 1人が 65歳以

上の高齢者となっています。高齢化の進展に伴い、要介護認定者は年々増加しています。認知症高齢者

の推移も増加を続けており、2019 年は 1,541 人で、高齢者人口の約 1 割、要支援・要介護認定者の

約 7割に達しています。また、単身高齢者世帯と高齢者夫婦のみの世帯も年々増加しています。 

●単身高齢者等が安全で安心できる生活環境を確保するため、緊急通報装置の貸与やエアコンのない世

帯への購入補助を実施しています。 

●レクリエーション活動等の交流の機会づくりを支援し、高齢者の健康づくりや生き甲斐づくりに取り組

んでいます。 

●移動手段が無い等、日常的に買い物が困難な高齢者を支援するため、町内事業者協力のもと移動販売

を 2020年 2月より実施しています。2023年 4月現在、移動販売車 2台により 42行政区 75か

所で実施しています。 

●地域が一体となり高齢者一人一人が健康で、生き甲斐を感じ、楽しく、可能な限り住み慣れた地域で暮

らせるように、住まい、生活支援、医療、介護、予防のサービスを一体的に提供し、日常生活の支援が包

括的に確保される地域包括ケアシステムの構築を推進しています。 

●2023年 3月現在の高齢者の介護保険サービス利用率は 89.3％となっており 2018年から 3.7％

の増となっています。 

 

課題 

●単身高齢者世帯、高齢者のみ世帯、認知症等様々な状態にある高齢者が、住み慣れた地域で暮らし続け

られるよう、関係機関や地域住民の協力による見守り支援体制を充実させる必要があります。 

すべての高齢者が住み慣れた地域で、健康で心豊かに暮らすことができるまちになっています。 
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●高齢者の尊厳が守られ、地域で安心して暮らすことができるように高齢者虐待を早期に発見し、早期に

対応するための体制の強化、介護者等の負担軽減による発生防止に取り組む必要があります。 

●増加する認知症高齢者等の支援のため、成年後見制度の利用促進等の支援に取り組む必要がありま

す。 

●高齢者が生き甲斐を持って生活できるよう、ハローワーク、町シルバー人材センター等と連携し、就労

支援に取り組む必要があります。 

●高齢者自身が見守り等の生活支援の担い手となり、生き甲斐と役割づくりによる互助を推進すること

が介護予防の観点からも重要となっています。 

●健康寿命の延伸のために、フレイル対策等の介護予防と生活習慣病等の疾病予防・重症化予防を一体

的に実施することが重要です。 

●住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療と介護サービスを

一体的に提供するための体制構築等を、稲敷医師会と多職種協働で取り組む必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○地域の高齢者の実態把握と相談体制を充実させ、介護保険サービス等の利用促進及び地域支援事業の

充実を図ります。 

○高齢者虐待を早期に発見し、高齢者の安全と人権の確保を図ります。 

○地域活動や就労活動等の高齢者の社会参加を促進し、生き生きと活動できる地域づくりに取り組みま

す。 

○高齢者が住み慣れた地域において日常生活を継続できるよう、介護サービスの利用を促進し、家族の

介護負担の軽減を図ります。 

○介護予防及び生活支援のための地域における人材育成に取り組みます。 

 

 

○高齢者は、家に引きこもることなく、社会参加を継続することが期待されます。 

○介護予防の取組や健康的な生活習慣の実践を積極的に行い、自ら健康の保持に取り組むことが期待さ

れます。 

○介護が必要な状態となっても、適切に介護サービスを受けることにより、自立と悪化防止に努めていく

ことが期待されます。 

行政の役割 

町民等の役割 
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〇地域ぐるみで高齢者を虐待から守る機運の醸成と、未然防止や早期発見につなげる行動が期待されま

す。 

 

■個別施策の展開 

取組①－2141 高齢者の⽣活⽀援の推進 

◇高齢者が生活支援サービスについて理解を深め、適切な支援サービスを選択できるよう、広報紙等によ

り町民にわかりやすく周知するとともに相談体制の充実に取り組みます。 

◇単身高齢者等の急病時等に、迅速かつ適切な対応がとれるよう、緊急通報装置及びペンダント型無線発

信機を貸与します。 

◇判断能力が十分でない認知症高齢者を支援するため、成年後見制度の利用促進を図ります。 

◇高齢者虐待を早期発見・早期対応するための体制づくりを進めるとともに、介護サービスの利用促進等

により、介護者等の負担軽減と高齢者虐待の発生防止を図ります。 

◇高齢者の熱中症等の健康被害を防止するため、エアコンのない住宅に居住する住民税非課税の高齢者

世帯に対し、エアコンの購入及び設置に要した費用の一部を補助します。 

◇買い物や公共交通の利便性が低い地域に対する移動販売車による買い物支援を継続するとともに、定

期的に地区の要望を把握し、運行ルート等の見直しを行います。 

主な事業 緊急通報システム整備事業、成年後見制度利用支援事業、高齢者世帯エアコン購入費等補助事業、生

活環境づくり支援事業 

●取組の成果● 

高齢者が生活に必要なサービスを受けることができ、住み慣れた地域で安心して生活を送っています。 

 

取組②－2142 生き甲斐づくりの推進 

◇シルバークラブの組織づくりと活性化を支援し、高齢者の活動の機会づくりを推進します。 

◇老人福祉センター「まほろば」の快適な利用環境を確保します。また、利用実態を踏まえた将来的な施設

の在り方の検討を行います。 

◇豊かな経験と知識を持った高齢者と人手不足の悩みを抱える企業等とのマッチング機能を果たす場を

ハローワークと共催で提供します。 

主な事業 福祉センター運営事業、シルバー世代の就労拡充事業 

●取組の成果● 

高齢者が社会参加や地域活動を通して、生き甲斐を感じながら自立した生活を送っています。 
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取組③－2143 安心して暮らせる地域づくり 

◇地域の医療・介護の関係者が連携し、包括的、継続的に在宅医療と介護を一体的に提供するための地域

包括ケアシステムの推進に取り組みます。 

◇地域の医療機関や介護事業所等の情報収集に努めるとともに、多職種連携による地域において顔の見

える関係を構築します。 

◇地域ケア会議を開催し、高齢者の課題解決、介護支援専門員の実践力向上、地域支援体制の構築を図り

ます。 

◇認知症初期集中支援チームにより、認知症又は認知症が疑われる人やその家族に対し、早期診断・早期

対応を支援します。 

◇認知症地域推進員を配置し、認知症の人やその家族を支援する体制を構築します。 

◇認知症の人とその家族、地域住民、専門職が集い、認知症の人を支えるつながりを支援する認知症カフ

ェを開催します。 

◇認知症の正しい知識の普及啓発、認知症サポーターの育成に取り組み、認知症になっても安心して暮ら

せる地域づくりを推進します。 

主な事業 在宅医療・介護連携推進事業、地域ケア推進事業、認知症総合支援事業 

●取組の成果● 

高齢者が住み慣れた地域で様々な人に見守られながら健康で安心した生活を送っています。 

 

取組④－2144 介護保険サービスの充実 

◇65 歳到達者に対し、丁寧に制度説明を行い、介護保険制度の正しい理解を深め、適切なサービスの利

用を促進します。 

◇3 年ごとに策定する町介護保険事業計画に基づき、多様化する支援ニーズに即した質の高い介護サー

ビスを提供します。 

主な事業 介護保険事務事業、介護サービス給付事業 

●取組の成果● 

要支援、要介護認定を受けた高齢者が、必要な時に適切なサービスを受け、安心して日常生活を送ってい

ます。 
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取組⑤－2145 介護予防事業の推進 

◇高齢者の介護予防を促進するため、生活機能の維持・向上を目的とした訪問型サービス事業及び通所型

サービス事業に取り組みます。 

◇要支援者等の多様なニーズに対応するため、専門的なサービスに加え、町民主体の支援等を含めた多様

なサービスを総合的に提供します。 

◇転倒・認知症予防教室を開催し、知識の普及を図ります。 

◇シルバーリハビリ体操指導士会等のボランティアによる介護予防教室を支援します。 

◇介護予防や生活支援のボランティアを行うための知識を有し、地域のボランティアリーダーとして活躍

する人材を育成し、その活動を支援します。 

主な事業 介護予防・生活支援サービス事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業 

●取組の成果● 

自発的な介護予防が地域の活動として浸透し、高齢者が生き生きとした生活を送っています。 
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第 1節 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくり 

5 
地域共生社会実現に向けた障害者福祉の推

進 
 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

相談支援件数 5,690 (件) ↗ 

就労訓練支援サービス利用者数 263 (人/月) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●日本は、2014 年に障害者権利条約を批准しました。障害者総合支援法の施行及び児童福祉法の改正

により、障害者・児支援のニーズの多様化に対応するための支援の充実を図るなどの法的整備が進ん

でいます。 

●障害者の福祉に関する様々な問題について、障害者や家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障

害福祉サービスの利用支援等を行うほか、権利擁護のための必要な援助を行っています。 

●町障害福祉計画・町障害児福祉計画に基づき、福祉施設入所者の地域生活への移行、精神障害にも対

応した地域包括ケアシステムの充実等、七つの成果目標を設定し、安定的な障害福祉サービスの提供を

推進しています。 

●障害者の社会参加の拡充等を図るため、障害者優先調達推進法に基づく優先調達に取り組んでいま

す。 

 

課題 

●相談支援事業を効果的に実施するために、地域自立支援協議会を活用し、中立・公平な相談支援事業の

実施や地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善の推進が必要です。 

●地域における中核的な療育支援施設として、児童発達支援を行うほか、専門性を活かし、障害児やその

家族への相談、障害児を預かる施設への援助・助言等を行う児童発達支援センターの設置が求められ

ています。 

●身体障害、知的障害、精神障害、難病・発達障害等、障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・

専門的な相談支援を行う基幹相談支援センターを中核として、相談支援体制の強化を図る必要が

あります。 

すべての障害者が、地域の一員として社会参加をすることにより、住み慣れた地域の中で安心し

て生活しています。 
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●障害者や家族の高齢化が進み、これからは十分な支援を受けることが困難な障害者が増えることが見

込まれます。自立生活のための訓練の場の提供等により障害者が地域で安心して暮らせる環境づくり

が必要です。 

●障害者の地域社会への参加を促進するため、雇用・就労支援の拡充が求められています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇障害者に対する相談支援体制の充実を図るとともに、保健・医療、学校、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等と

協力してネットワークを構築し、障害の特性に応じた相談、サービス、介護者への支援体制の充実を図り

ます。 

○障害者雇用と就労の支援を図るとともに、障害者就労施設等の受注機会の拡大を図るための措置を講

じます。 

○障害や障害者への理解等を深めるための啓発活動等を通して、障害者を地域で支援する意識を高めま

す。 

〇障害者が地域社会の一員として自立した生活が送れるよう、地域全体で障害者を支える体制づくりを

進めます。 

 

 

〇障害者を支援するネットワーク活動等に積極的に参加することが期待されます。 

○障害や障害者への理解を深め、障害者が暮らしやすい環境づくりを地域全体で協力して推進すること

が期待されます。 

○障害者福祉に関する専門的サービスを提供できる社会福祉法人やＮＰＯ法人が、積極的なＰＲを行い、

継続的な知識・技術向上を図ることが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－2151 多様なニーズに対応した生活の支援 

◇地域自立支援協議会や関係機関と連携し、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するために

必要とされる福祉サービスの量の確保と質の向上に努めます。 

◇各種医療費等の助成を行い、障害者及び介助者の経済的負担の軽減に努めます。 

◇障害者の社会生活上必要不可欠な外出、余暇活動等の社会参加を促進するための支援体制の充実を図

ります。 

◇様々な課題を抱え支援を必要とする障害児への対応を行う児童発達支援センターの設置を検討しま

す。 

◇基幹相談センターを中核とした総合的・専門的な相談支援体制を確立します。 

◇各医療機関の協力を得ながら医療福祉制度の情報提供・相談の場を増やすとともに、引き続き広報紙

やホームページ等により制度の周知・啓発に取り組みます。 

主な事業 地域生活支援事業、自立支援医療給付事業、移動支援事業、医療福祉費助成事業 

●取組の成果● 

障害者が必要な支援やサービスを受けながら、社会参加が促進され、地域の中で安心して生活していま

す。 

 

取組②－2152 地域で暮らし続ける仕組みづくりの推進 

◇障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく各種地域生活支援を充実させ、住み慣れた地域で安心して

住み続けられるよう支援します。 

◇事業所における障害者雇用の促進、農福連携等の地域資源を活用した福祉的就労の場の拡充を目指し

ます。 

◇障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等から優先的・積極的に物品等の調達を行い、障害者

の経済面の自立を進めるための取組を推進します。 

◇聴覚や発話等の障害により、音声での緊急通報が困難な方向けのサービスである「Net119」の周知・啓

発に取り組みます。 

主な事業 障害者介護給付事業、障害者訓練等給付事業 

●取組の成果● 

障害者が地域社会の一員として自立した生活を送っています。 
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第 2節 未来を担う若者を支援するまちづくり 

1 次世代育成支援の充実 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

待機児童数 0 (人) → 

すくすく広場・育児講座・講習会等の利用者数 2,938 (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●「こどもまんなか社会」の実現に向け、こどもの権利を保障し、こどもを誰一人取り残さず、健やかな成

長を社会全体で後押しするため、2023年 4月にこども家庭庁が設立されました。 

●町子ども・子育て支援事業計画に基づき、地域の実情に応じた教育、保育及び地域子ども・子育て支援

事業が効率的かつ効果的に提供されるよう、様々な施策を計画的・総合的に推進しています。 

●近年の保育ニーズの増加に対応するため、町有地を活用して民間保育施設を誘致し、2022 年 4 月に

150 人定員の私立保育園を開設しました。これにより、待機児童 0 人を達成しましたが、働く女性の増

加や子育て世代の転入増加等により保育需要の増加は続いています。 

●保護者の就労形態の多様化等に対応するため、従来からの一時保育、延長保育、病後児保育等に加え、

2021 年 4 月より学校法人東京医科大学茨城医療センター内に病児保育を実施する「たんぽぽ保育

室」が開設されました。 

●子育て世代包括支援センターでは、妊娠届出時に専門職による全数面談を行うなど、妊娠期から顔の

見える関係を構築し、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援を実施しています。 

●2022 年 4 月に設置した子ども家庭総合支援拠点では、専門職を配置し、子育て世代包括支援センタ

ーや関係機関と連携して、特に要支援児童及び要保護児童等への支援を行っています。 

●児童虐待等の相談件数は年々増加しており内容も複雑化・多様化しています。児童相談所等関係機関

と連携を密にし、情報共有を図るとともに、研修への参加等、職員のスキルアップに取り組んでいます。 

 

課題 

●宅地開発が進む荒川本郷地区では、今後も子育て世帯の転入等が見込まれています。増加する保育需

要に対応できる受入枠を確保し、子育て環境の充実を図るため、保育士の確保、既存保育施設の定員

枠の拡大、新たな保育施設の開設の検討が必要となっています。 

妊娠・出産から子育てまで切れ目のない支援により安心して子育てできる環境づくりが進めら

れ、子育て世代から選ばれるまちになっています。 
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●中郷保育所敷地内にある「地域子育て支援センター」は、利用者の増加により手狭となっています。 

●保育に加えて看護が必要な児童が増えており、地域子ども・子育て支援事業による保育サービスを提供

するためには、通常保育に当たる保育士のほか、対応する保育士の確保が必要です。新たに事業を実施

する施設の増加等、多様な保育ニーズに対応するため、事業の更なる充実を図る必要があります。 

●児童虐待等の相談内容が年々複雑化・多様化しており、関係機関との連携を強化し、より包括的な支援

を行う必要があります。子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の機能を統合した「こ

ども家庭センター」を設置し、支援体制を強化する必要があります。 

●本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話等を日常的に行っている「ヤングケアラー」を把握

し、支援する体制を構築する必要があります。 

●子育て世帯の多様なニーズに対応し、更なる子育て支援施策の充実を図るための体制づくりと拠点と

なる施設整備が必要となっています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇保育需要、多様化する保育ニーズに対応した、利用しやすい保育サービスを提供します。 

〇町子ども・子育て支援事業計画に基づき、関係機関と連携しながら、子ども・子育てのための支援を計

画的・総合的に推進します。 

〇「子どもを持つハードル」を高いと感じさせないような安心感が持てる取組を推進します。 

○保護者が安心して働ける環境づくりに向け、企業理解の促進や雰囲気の醸成に取り組みます。 

〇児童虐待、生活困窮、ヤングケアラー等子どもに関わる様々な相談に対応できる体制を構築し、関係機

関と連携しながら、児童福祉の健全化を図ります。 

○妊娠期から子育て期にわたり必要とされるサービスが切れ目なく提供できるよう、支援と体制の充実

を図ります。 

 

 

○町が取り組む子育て支援体制づくりに協力するとともに、ボランティアとして子育て支援に参加するこ

とが期待されます。 

○地域ぐるみで子育て世代を応援し、子育てへの理解と協力が期待されます。 

〇児童虐待等、子どもの健康・安全そして人権に関わる問題を、身近な問題として認識し、地域ぐるみで

子どもを守る機運の醸成と、未然防止や早期発見につなげる行動が期待されます。 

行政の役割 

町民等の役割 
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〇子育てサークル等の活動に積極的に参加し、交流の輪を広げることが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－2211 安心して預けられる保育施設やサービスの充実 

◇待機児童ゼロを維持するため、保育需要に合わせた民間保育施設の誘致等を検討します。 

◇保育士の離職防止と人材確保のための処遇改善等に努めます。 

◇多様な保育需要に対応するため、各種保育サービスの充実を図るとともに、子育て世帯が安心して働け

る環境づくりを推進します。 

主な事業 保育施設入所事業、一時保育事業、延長保育事業、障害児保育事業、病児保育事業 

●取組の成果● 

保育を必要とする保護者が安心して子どもを預けることができ、仕事と子育てが両立した生活が送れて

います。 

 

取組②－2212 ニーズに対応する支援体制の充実 

◇子育て世代が気軽に集い、交流・相談できる施設として、（仮称）子育て支援総合センターを整備し、妊産

婦や乳幼児の保護者、育児の悩みを抱えた保護者等を、こども家庭センターと連携して支援します。 

◇育児中の親子や新しく転入してきた親子が交流・相談ができる「すくすく広場」の充実を図ります。 

◇すべての子どもが心身ともに健やかに育つよう、行政、関係機関、地域が一体となって子育て世帯をサ

ポートするネットワークづくりを促進します。 

◇児童館サークル活動の充実とともに、「うごく児童館」について、地区公民館等を中心とした活動を充実

させます。 

主な事業 子育て支援総合センター建設事業、地域子育て支援センター事業、児童館施設運営費 

●取組の成果● 

（仮称）子育て支援総合センターを中心とした包括支援体制が構築され、子育て世帯への情報提供や交流・

相談できる場が充実しています。 
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取組③－2213 子どもを守る取組の推進 

◇多様化、複雑化する相談内容に対して、きめ細やかな支援ができるよう、児童相談所との連携を密にし、

情報を共有するとともに、研修への参加等、職員のスキルアップに取り組みます。 

◇こども家庭センターを設置し、すべての妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的な相談・支援体制の強化

を図ります。 

◇児童虐待を未然に防止するとともに、関係機関、地域と一体となって、児童虐待、生活困窮等の早期発

見と早期対応に努めます。 

主な事業 要保護児童対策事業 

●取組の成果● 

すべての子どもが地域の中で見守られ、心身ともに健やかに育っています。 

 

取組④－2214 妊娠期から支援する取組の推進 

◇地域の関係機関と連携しながら、母子保健サービスの充実と包括的な支援体制の強化を図ります。 

◇乳幼児健診や相談支援事業を通して、一人一人に寄り添った支援を行い、親子が健やかに過ごせるよう

支援します。 

◇母子保健法に基づき、健やかな妊娠期・出産・子育て期を過ごせるよう、切れ目のない支援を行います。 

◇子育て支援アプリを導入し、健康管理に役立つ情報や子育てに役立つ情報を随時配信します。 

◇安心して出産・育児ができるよう、産後ケア等の必要に応じた支援の充実を図ります。 

主な事業 母子保健事業、子育て世代包括支援センター事業 

●取組の成果● 

妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援によって、母子ともに健康な生活を送っています。 
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第 2節 未来を担う若者を支援するまちづくり 

2 子育て世帯への経済的支援 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

医療福祉費制度の周知の種類 3 (件) ↗ 

ランドセルの無料配布率 95.71 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●コロナ禍がもたらした経済へのダメージや近年の物価高騰により、子育て世帯の経済的負担が増加し

ています。 

●厚生労働省の発表では、7 人に 1 人の子どもが貧困状態にあるといわれています。家庭の事情により

成長に必要な生活環境や教育の機会が十分に得られない子どもたちへの支援が求められています。 

●子育て世帯の経済的負担を軽減するため、給食費の第 3子無償化を実施するとともに、第 3子以降の

新生児を持つ世帯に 20万円の出産祝金を支給しています。 

●小児に関わる医療費の家計負担を軽減するため、医療費無料化の対象年齢を、2018年 10月より 18

歳にまで拡大しています。 

●医療福祉制度に該当となるすべての人が医療費の助成を受けられるよう、広報紙やホームページ等を

活用し、制度の周知や啓発に取り組んでいます。 

 

課題 

●生まれ育った家庭の経済状況等に関わらず、健やかな成長に必要な生活環境や教育の機会が確保され

るよう、公的支援を充実させるとともに、地域社会全体で子育て世帯を応援する仕組みづくりが必要で

す。 

●支援制度を継続・充実していくための財源の確保が課題です。また、医療費負担の軽減が不要な治療等

の増加につながることのないよう、適切な制度利用を促進するための周知・啓発に取り組む必要があり

ます。 

 

家庭の経済状況等に関わらず、安心して子育てができるまちになっています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇子どもが健やかに成長し、安心して教育等を受けられるよう、子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り

ます。 

〇出産育児一時金、児童手当、児童扶養手当、医療福祉費支給等により、出産・育児に係る経済的負担の

軽減を図ります。 

〇支援を必要とするすべての家庭に必要な支援が行き渡るよう、情報提供の充実を図ります。 

 

 

〇医療費の助成制度について理解し、不要な受診を控えるとともに、疾病を予防し、健全な生活を送るた

め、健康管理に対する意識を持つことが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－2221 保護者負担の軽減 

◇児童手当、児童扶養手当の支給、各種貸付制度等を通して、子育て世帯を支援します。 

◇給食費無償化の対象を拡大し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ります。 

◇第 3子以降の新生児を持つ世帯に、出産祝金を支給します。 

◇小学校に入学する児童に、ランドセルの贈呈を行います。 

◇中学校等に入学する生徒に、学校用衣料品等購入時の補助を行います。 

主な事業 給食費無料化拡大事業、第3子以降出産祝金支給事業、小学校新入生入学祝い品事業、中学校新入生

入学祝い品事業 

●取組の成果● 

子育て世帯が必要な支援を受け、子どもが健やかに成長し、安心して教育を受けています。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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取組②－2222 医療費助成による子どもの健康維持増進 

◇子育て世帯の医療費等の負担を軽減し、支援を充実させるため、少子化等の社会情勢や国・県等の動向

を注視しながら制度の充実を図ります。 

◇医療福祉制度について各医療機関の協力を得ながら、町民への情報提供・相談の場を増やすとともに、

引き続き、広報紙やホームページ等により制度の周知・啓発に取り組みます。 

主な事業 医療福祉費助成事業 

●取組の成果● 

子育て世帯の医療費の負担軽減等が充実し、すべての子どもが安心して必要な医療等を受けることがで

きています。 
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第 3章 
心を育むまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KGI指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 

 
第 1節 豊かな学びが育む人づくり 
1 質の高い学校教育の推進 

2 児童生徒の安全確保と心身の健康増進 

3 生涯を通した学びの充実とその成果の活用 

4 地域で育てる教育体制の充実 

5 誰もが楽しむことができるスポーツの推進 

6 豊かな文化の継承と文化財の活用 

 

 

■ＳＤＧｓの関連するゴール 

  

地域社会と一体となった子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」の推進、

すべての町民の多様な学びの機会やスポーツに親しむ環境の充実、文化芸術

活動の推進と歴史資産の保全・活用等、人を育み、町の貴重な文化、歴史を次

世代に継承するまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

1 質の高い学校教育の推進 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

児童生徒の授業理解度（外国語） 76 (％) ↗ 

児童生徒の学校の満足度 82 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●小・中学校の連携を推進することにより、子どもの発達や学びの連続性を保障し、子どもたちが将来に

夢と希望を持ち、その実現に向かって着実に進んでいけるよう資質・能力の育成に努めています。 

●本町全体の児童生徒数は近年横ばいとなっている一方で、若い世代の転入が続いている朝日中学校地

区では児童生徒数が急増しています。 

●君原小学校は、2020 年 4 月から、町内全域から通学できる小規模特認校制度を導入し、少人数教育

によるきめ細かな指導や特色ある教育に取り組んでいます。 

●県内の不登校児童生徒数は増加傾向にあり、本町においても年々増加しています。町教育相談センター

での相談員による支援をはじめ、中学校に不登校支援教室を設置するとともに、本町独自でスクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、相談・支援体制を強化しています。 

●学校・保護者・地域が一体となって子どもたちを育むコミュニティ・スクールを 2021 年度よりスタート

し、拡充を図っています。 

 

課題 

●配慮の必要な児童生徒の状況に適した切れ目のないきめ細やかな対応ができるよう、小・中学校に幼

保を加えた連携体制の強化が必要です。 

●特別支援学級において専門的な指導ができる教職員の数が不足しています。 

●グローバル化や情報化社会に対応できる人材の育成を図るために、外国語教育やＩＣＴ教育の充実を推

進する必要があります。 

●部活動の地域移行、学校行事の精選、スリム化等を推進し、教職員の長時間労働の是正と負担軽減を図

ることで、教職員が児童生徒と向きあう時間を確保することが急務となっています。 

すべての子どもたちの可能性を引き出す「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

により、「主体的・対話的で深い学び」による教育が進んでいます。 
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●荒川本郷地区の児童生徒数の急増により、今後学校規模を超え教室が不足することが想定されること

から、児童生徒数の推移を踏まえた対策を講じる必要があります。 

●不登校児童生徒数は増加傾向にあり、小・中学校や教育相談センターにおける不登校児童生徒への

様々な支援の充実が求められています。 

●ＰＴＡ活動、子ども会活動、ふれあい地区館活動等を通し、より多くの地域住民が子どもの成長を支える

活動に参加しやすい体制づくりが重要となります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○児童生徒が主体的に学び、思考力、判断力、表現力を身に付け、確かな学力が定着するよう、教師の授

業力の向上・指導力の向上に努めます。 

○教職員の働き方改革を進め、教職員が児童生徒と向きあう時間を確保します。 

○児童生徒一人一人に応じた、きめ細やかな指導を充実します。 

○地域や学校区の実情にあった教育環境の充実を図ります。 

○児童生徒が抱える様々な課題や問題に対応できるよう、児童生徒指導体制の充実に努めます。 

 

 

○家庭・地域において児童生徒が主体的に学び、思考力、判断力、表現力を身に付けることができるよう

努めることが期待されます。 

○学校と地域が一体となって子どもたちを育む重要性を理解し、学校を支援するボランティアとして活躍

することが期待されます。 

○障害や障害者への理解を深め、障害のある児童生徒と家族を地域全体で支えることが期待されます。 

○家庭・地域においても「いじめは絶対許さない」という意識を共有し、兆候を把握した際は迅速に対応す

ることが期待されます。 

○地域住民や団体等が、子どもの安全・安心な居場所づくりに積極的に参加することが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－3111 時代にあった確かな学力を育成する教育の推進 

◇小学校の外国語活動の授業に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣します。また、小学校ではタブレットの対話

アプリを活用し、中学校では英語プレゼンテーションフォーラムを開催します。 

◇小学校に専科教員を配置し、主に高学年において、教科担任制を推進します。 

◇ＩＣＴ機器の積極的な活用やオンライン学習ソフトの活用により、教育のデジタル化を積極的に推進しま

す。 

主な事業 英語教育推進事業、小学校専科教員配置事業、ＩＣＴ活用推進事業 

●取組の成果● 

外国語教育の充実、教育のデジタル化、教科担任制が進み、多文化への理解、情報モラル、学びへの興味・

関心が育まれ、確かな学力が定着しています。 

 

取組②－3112 学校の働き方改革と教職員の支援 

◇教職員の指導力の向上に向け、研修会等への参加を促進するとともに、本町の授業スタンダード（課題

提示の工夫、学習内容の振り返り等）による授業改善を推進します。 

◇教職員が授業で使用する教材等の印刷や物品の準備、教材の整理等を行う学校サポーターの配置を推

進し、教職員の支援体制の充実を図ります。 

◇部活動の地域移行や学校行事の精選、スリム化を推進し、教職員の長時間労働の是正と負担軽減を図り

ます。 

◇小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業へのＩＣＴ支援員の配置を推進し、教職員の支援体制の充実

を図ります。 

主な事業 教師の働き方改革推進事業、ＩＣＴ支援員配置事業 

●取組の成果● 

部活動の地域移行、学校サポーター、ＩＣＴ支援員等、様々な取組により教職員の働き方改革が進み、子ど

もたちと向きあう時間が確保されています。 
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取組③－3113 特別な支援を必要とする児童生徒の教育の推進 

◇小・中学校、幼稚園、保育所等の関係機関との連携を図りながら、児童生徒一人一人の教育的ニーズに

応じた指導と相談体制の充実に努めます。 

◇個別の支援を必要とする児童生徒の学校生活を支援するため、必要に応じて特別支援教育支援員を配

置します。 

◇特別支援教育に係る教職員の理解を促すため、美浦特別支援学校の巡回相談の積極的な活用を図りま

す。 

主な事業 特別支援教育支援員配置事業、専門家派遣事業 

●取組の成果● 

支援を必要とする児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応した、きめ細やかな指導が行われています。 

 

取組④－3114 安定した質の高い教育の提供 

◇人口増加地区においては、児童生徒数の急増による教室不足を回避するため、児童生徒数将来推計を

踏まえ、必要な校舎の増改築を行います。 

◇教育相談センターと小・中学校との連携を強化し、不登校児童生徒への支援の充実を図ります。 

◇不登校、虐待、ヤングケアラー等の問題解決を図るため、県派遣のスクールカウンセラーに加え本町独自

のスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置を継続するとともに、一人一台タブレット

端末を活用したオンライン相談窓口を開設し、教育相談体制の充実を図ります。 

主な事業 学校施設整備事業、スクールカウンセラー配置事業、スクールソーシャルワーカー配置事業 

●取組の成果● 

地域の実情に即した適正な学校規模が実現しています。また、不登校等の児童生徒が抱える様々な問題に

きめ細やかに対応できる相談・支援体制が整っています。 

 

取組⑤－3115 学校、家庭、地域等の連携の充実 

◇学校・保護者・地域が一体となって、特色ある学校づくりを進めていけるよう支援します。 

◇学校の抱える諸問題の解決や児童生徒の望ましい成長をより一層支援するために、学校と地域が学校

運営の目標・ビジョンを共有し、共に力を合わせて学校運営に取り組めるよう、コミュニティ・スクール

（学校運営協議会）を拡充します。 

主な事業 コミュニティ・スクール（学校運営協議会）事業 

●取組の成果● 

学校運営に地域の声が活かされ、地域と一体となった特色ある学校づくりが進んでいます。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

2 児童生徒の安全確保と心身の健康増進 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

学校給食で県産食材の占める割合 100 (％) → 

小学校スポーツテスト（A+B）の割合 

中学校スポーツテスト（A+B）の割合 

34.56 (％) 

56.4(％) 
↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●核家族化・共働き家庭の増加、人口構造の変化によって生活や社会環境が変化し、児童生徒が抱える心

と体の健康課題が多様化しています。 

●県は、学校給食における地場産物使用割合が全国上位となっています。本町においても、町内産野菜の

収穫時期や収穫量等を事前に調査して献立に組み込むことで、地産地消の推進と児童生徒の健やかな

体の育成を目指した食育の推進に取り組んでいます。 

●通学路交通安全プログラムにより、通学路の危険箇所の調査と安全確保のための改良等を推進してい

ます。 

●大規模な自然災害の発生、交通事故、犯罪被害等、児童生徒を取り巻く社会環境は年々変化しており、

新たな課題等も顕在化しています。 

●人口が増加している本郷小学校区では児童数が急激に増え、進学先の朝日中学校の生徒数も急増して

います。 

●町内小中学校 10校中 9校が建築から 40年以上が経過し、老朽化が進んでいます。 

 

課題 

●多様化する健康課題の把握とその解決に向け、学校、保護者、関係機関が連携して取り組む必要があり

ます。 

●豊かな心と健やかな体を育むため、規則正しい食生活やスポーツを通して児童生徒の健康の保持増進

を図る必要があります。 

●児童生徒の安全対策は、防災・防犯・交通安全等、様々な面での対策が必要となっています。特に、登下

快適で安全・安心に学べる教育環境の中で、児童生徒が健やかに成長し、豊かな心が育まれてい

ます。 



47 

校時の安全を確保するため、防犯・交通安全対策を強化する必要があります。 

●学校施設の老朽化が進んでおり、児童生徒が安全かつ安心して快適に学べる環境を提供するため、施

設の改修を計画的に実施し、機能を維持する必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○学校体育の充実、運動部活動の促進、学校保健・健康教育等を推進し、児童生徒の健やかな体の育成を

促進します。 

○心を育む教育を推進するため、道徳教育や郷土教育を推進します。 

○安全・安心な学校給食の提供と食育を推進し、児童生徒の健やかな体の発育を助けます。 

○学校施設・設備の安全確保と危機管理体制の強化に取り組むとともに、防災教育や防犯・交通安全教育

を強化し、安全・安心な教育環境づくりを推進します。 

○安全・安心な学校施設の整備に努め、教育環境の充実を図ります。 

 

 

○家庭や地域において、健康的な食事習慣や運動の大切さを理解し、健康・体力づくりやスポーツに取り

組むことが期待されます。 

○すべての児童生徒が食に関する知識を身につけられるよう、家庭において食育・健康の大切さを学ぶ

機会をつくることが期待されます。 

○地域において、児童生徒の安全な環境を確保するために、小・中学校の防犯体制や登下校時の見守り活

動等への支援・協力が期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－3121 豊かな人間性と健やかな体の育成 

◇児童生徒の発達段階に応じた道徳教育と、地域の教育力を活かした道徳教育を推進するとともに、郷土

に残る文化遺産や資料を活用し、郷土の伝統と文化への愛着を高める教育を推進します。 

◇児童生徒の規則正しい食生活を通して健康な体づくりを促進するため、学校保健の充実を図ります。 

◇児童生徒が運動に親しむ資質や能力の基礎をつくるため、学校体育の充実を図ります。 

◇食に対する正しい知識を定着させるため、地産地消の観点から食育を推進し、安全でおいしい給食を提

供します。 

主な事業 学校保健事業、食育活動事業 

●取組の成果● 

児童生徒の健康の保持・増進が図られ、運動に親しむ資質や能力の基礎がつくられています。また、規則正

しい食生活を通して健やかに成長し、生きる力が育まれています。 

 

取組②－3122 児童生徒の安全を守る環境の整備 

◇児童に反射シール、生徒に反射タスキを配布し、通学時の安全を確保します。また、中学校自転車通学者 

に対してヘルメット購入費の一部を補助するなど、自転車通学者の安全を確保します。 

◇通学路交通安全プログラムと登下校防犯プランに基づき、登下校時の安全対策に取り組みます。 

◇オンライン授業等の充実を図り、感染症流行時等における学習の継続性を確保します。 

◇防犯カメラの設置、緊急情報システムの充実等により学校の防犯力を強化し、緊急事態に備えた危機管

理体制を一層強化します。 

主な事業 交通安全対策事業、通学路安全対策推進事業、学校防災対策事業 

●取組の成果● 

児童生徒の登下校時や学校生活における、安全・安心な環境が確保され、学校での安全教育が効果的に推

進されています。 
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取組③－3123 学びの場としての学校環境の整備 

◇国の教材整備計画等を踏まえ、学習教材を計画的に整備し、児童生徒が効果的に学び成長できる環境

を整えます。 

◇町学校施設長寿命化計画に基づき、大規模改修等を計画的に実施し、さらにエコ改修等による環境配慮

型の学校施設整備を推進します。 

◇障害のある児童生徒等が、支障なく安心して学校生活を送ることができるよう、エレベーター設置等の

バリアフリー化を推進します。 

主な事業 学校施設整備事業 

●取組の成果● 

学校施設・設備の計画的な維持・管理及び整備により、安全で安心して学べる教育環境が整っています。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

3 生涯を通した学びの充実とその成果の活用 

 

■目指すまちの姿 

 

 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

あみ未来塾の受講者数 ー (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●1990年のいきいき学びの町ＡＭＩ宣言以降、全庁的な推進体制のもと、生涯学習施設の整備や旧小学

校区単位でのふれあい地区館活動等の取組によって、「学びのまちづくり」を推進しています。 

●大学や企業と連携・協働して講座を開催するなど、生涯学習を支える仕組みが構築されています。 

●様々な知識や技能を持っている方々が人材バンクに登録し、講師として活動することで、地域の生涯学

習活動を支援しています。 

●公民館等は、中央公民館を中心とした 7館体制を維持しつつ、地域の特性を活かし、町民ニーズに対応

した講座・教室、フロアコンサート、展示・作品展等を展開し、生涯学習の拠点としての充実を図っていま

す。 

●ふれあい地区館事業は、八つの地区に社会教育指導員を配置し、地域に根ざした支援・助言を行ってい

ます。また、地域住民が主体となって事業を展開し、部会ごとに魅力的な出前講座やイベントを開催して

います。 

●図書館は約 15万冊の図書資料を有し、インターネットを活用した図書の検索・予約システムや県図書館

情報ネットワークのサービスを展開しています。また、子ども読書活動推進や各種イベントを通して、図

書館の利用促進を図り、知の拠点としての役割を果たしています。 

●公民館図書室及び学校図書室との団体貸し出しや図書搬送便の運用等により連携を強化・充実させ、

図書館サービスの向上を図っています。 

●予科練平和記念館は、予科練に関する資料や本町の戦史を保存・展示し、次世代に命の尊さや平和の大

切さを伝える平和教育の拠点として、多くの人が訪れ、2022年 4月には累計来館者数が 60万人を

超えました。 

 

課題 

すべての町民が等しく生涯にわたり学び続けられる機会が提供され、一人一人が住み慣れた地

域で豊かな人生を送ることができる環境づくりが進んでいます。 
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●生涯学習活動を支えるため、計画的な指導者等の人材の育成・支援を図るとともに、多くの町民がボラ

ンティアに参加できる環境づくりを進めていく必要があります。また、学びを地域の活性化に活かすた

めの場の提供や、学びたいことを気軽に学ぶことができる仕組みづくりが必要です。 

●これまで築きあげてきた生涯学習推進体制を継続するとともに、産学官の連携・協働を深めることで、

社会変化に対応する充実した体制を目指すことが重要です。 

●リアルタイムできめ細やかな情報提供と町民ニーズの把握に努め、生涯学習情報がより多くの町民に届

くような仕組みづくりが必要です。 

●質の高い生涯学習活動を実現するために、ＩＣＴ等を積極的に活用することが必要です。 

●公民館等の利用者が固定化傾向にあります。また、講座等の参加者は高齢者が多く、若年層が極端に少

ない傾向にあり、活性化に取り組むことが必要です。 

●ふれあい地区館事業は、少子高齢化の影響により、高齢者部会や青少年育成部会で、運営や事業の実

施が厳しい地区が増えてきていることから、地域の実情に応じた運営組織・推進組織への改編や事業内

容の見直しを図る必要があります。 

●図書館は、資料の所蔵スペースに余裕がなく、閉架後の資料を保管するスペースの確保が必要になって

います。また、デジタル社会に対応した図書館サービスの向上を図るために電子書籍の導入の検討が必

要です。 

●予科練平和記念館は、戦後世代から次世代への伝承を目指し、展示や企画の充実、資料の収集と保存、

施設の長寿命化を進める必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○学んだ知識や技能等を今後のまちづくり・地域づくりに活かせる仕組みづくりを通して、地域のリーダ

ーとして活躍する人材を育成するため、あみ未来塾の充実を図ります。 

○大学や企業とより一層連携した講座を開催するなど、リカレント教育や生涯学習活動等の充実に努めま

す。 

○町民ニーズや社会的課題に対応した生涯学習活動を推進します。 

○多様化する町民ニーズに応じ、ＩＣＴを活用した情報提供や情報の共有を図ります。 

○公民館は、交流活動の場であるとともに学習成果を発表できる場として、地域交流の輪が広がるよう、

その活動を支援します。 

○身近な地域における町民主体の生涯学習推進のため、ふれあい地区館活動を充実させるとともに、地

行政の役割 
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域コミュニティづくりの拠点としての機能強化に努めます。 

○図書館は、地域の知の拠点として、利用者のニーズに応えられるようレファレンスサービスの充実を図

ります。 

○予科練平和記念館は、平和教育の拠点として予科練の歴史や本町の戦史を後世に正確に伝承します。 

 

 

○公民館等が実施する様々な講座への受講をきっかけとして、町の現状や未来について考えることが期

待されます。 

○関心を持ったテーマを行政に発信しながら、ライフステージに応じた生涯学習活動に参加することが期

待されます。 

○図書館が実施する読書に親しむ各種イベントに積極的に参加することが期待されます。 

○予科練平和記念館の展示を通して、命の尊さと平和の大切さを考え、行動していくことが期待されま

す。 

 

■個別施策の展開 

取組①－3131 誰もが気軽に学び、互いに学び合える機会の充実 

◇若い世代の町民を対象に、町の現状や課題、未来等について考える「あみ未来塾」を開催し、地域のリー

ダーとして活躍する人材を育成します。 

◇町内に立地する大学、企業等から講師を招くなど、町の地域特性を活かした質の高い講座を展開しま

す。 

◇幅広い世代に関心を持って様々な活動に参加してもらえるよう、広報紙やホームページ等を活用した情

報提供の充実を図ります。 

◇人材バンク制度をより充実させるために、新たな人材を見つけて登録者数を増やし、登録者の紹介の場

を設けるなど制度について広く知ってもらう取組を推進します。 

主な事業 あみ未来塾、大学連携公開講座、あみ子ども大学、いきいき学びの町ＡＭＩ推進会議、人材バン

ク事業 

●取組の成果● 

地域の実情に応じた本町らしい活動が充実し、誰もが学べる機会が提供され、多様な人材が地域とのつな

がりを持ちながら活躍しています。 

 

  

町民等の役割 
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取組②－3132 生涯学習施設の整備 

◇多世代のニーズに合わせた講座や教室の開催を通して多世代交流拠点として活用を促進します。 

◇子育て支援講座等を充実させ、子育て世代同士の交流の場としての利用を促進します。 

◇対面講座に加えて、ＩＣＴを活用したオンライン講座等、様々な学習方法を提供します。 

主な事業 公民館・コミュニティセンター定期講座事業 

●取組の成果● 

多世代のニーズに合わせた魅力ある学習機会の提供により、町民の学びあいや交流の充実が図られてい

ます。 

 

取組③－3133 ふれあい地区館活動を通した地域の連携強化 

◇地域の実情・ニーズに合わせた集いと学びができるよう、地区公会堂等で実施する出前講座を展開しま

す。 

◇各地区館の特色を活かした事業やイベント等を通して、絆づくり、地域づくりを促進します。 

◇各ふれあい地区館活動が持続できるよう、地域の実情に応じた運営組織・推進組織への改編や事業内

容の見直しを図ります。 

◇ふれあい地区館活動を広くＰＲし、より多くの町民の参加を促進します。 

主な事業 ふれあい地区館活動事業 

●取組の成果● 

地域の特色に応じた魅力的なイベントが開催され、多くの町民が積極的に参加し、世代間交流や地域間交

流が活性化しています。 

 

取組④－3134 図書館の充実と活用 

◇利用者のニーズに合わせた蔵書の充実を図るとともに、電子書籍の導入検討、子ども図書コーナーの拡

充等、図書館サービスの充実を図ります。 

◇利用者が求める資料を的確に提供できるよう司書の専門性とＩＣＴを活用し、レファレンスサービスの充

実を図ります。 

◇町子ども読書活動推進計画に基づき、絵本の読み聞かせやブックスタート等の各種のイベントや講座を

実施し、すべての子どもが読書に親しめる機会づくりを推進します。 

◇絵画展、写真展、映画上映会、コンサート、イベント等を開催し、豊かな知識と創造性を育み、利用者同士

が交流する機会を提供します。 

主な事業 図書館サービス事業、子ども読書活動推進事業、文化教育振興事業 

●取組の成果● 

図書館サービスが充実し、多くの子ども、多くの町民が読書に親しんでいます。 
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取組⑤－3135 予科練平和記念館の充実と活用 

◇貴重な歴史遺産を保存しながら、本町の戦史を後世に伝える拠点施設として、命の尊さと平和の大切さ

を積極的に発信します。 

◇戦争体験者が少なくなる中、多くの人々に実感を持って命の尊さと平和の大切さを考えてもらえるよ

う、講演会、企画展、特別展等、予科練の歴史や戦史に関する学習の機会を提供します。 

◇学校、旅行会社、観光協会等と連携し、発信力を強化して来館者数の増加に取り組みます。 

主な事業 予科練平和記念館運営事業、教育普及事業 

●取組の成果● 

予科練平和記念館を平和教育の拠点として、予科練の歴史や本町の戦史が多くの人々に正確に伝承され

ることで、平和を希求する機運が醸成されています。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

4 地域で育てる教育体制の充実 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

奨学金返還支援補助金及び人材育成海外留学

奨学補助金の交付件数 
14 (件) ↗ 

高校生会活動回数 ― (回) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●子育て世代への情報提供や親子参加型の催しをはじめ、すべての小・中学校に家庭教育学級を設置す

るなど、保護者に対しての学びの機会や、相談の場、つながりの場を提供しています。 

●町内に定住し、奨学金を返還しながら働いている若者に奨学金返済を支援しています。 

●町内に定住し、修学の意欲と明確な目的意識を持って海外への留学を希望する若者へ、留学費用の一

部を補助しています。 

●地域住民や団体の協力のもと、子ども会育成連合会の活動を通して子育て中の保護者をはじめ、子ど

もに関わる人たちに家庭教育について学ぶ機会を提供しています。また、各学校の学区の枠を超えて

子どもたちがつながる機会をつくり、地域社会との関わりや豊かな人間性を育む取組を推進していま

す。 

●地域住民や団体の協力のもと、各学校や地域の特性を活かした体験活動の場を設け、学校と地域の連

携・協働を推進しています。 

●すべての人々の人権が尊重される地域社会の実現を目指し、人権尊重の視点に立った生涯学習を推進

しています。 

●放課後児童クラブや放課後子ども教室を運営し、児童の居場所と学びの場を提供しています。 

 

課題 

●家庭教育に関する学習機会の提供や福祉・保健部門との効果的な連携を継続するとともに、地域全体

で支える仕組みを構築する必要があります。 

●学びを地域の活性化に活かせる仕組みづくりや国際社会で活躍できる人材の育成・支援が必要です。 

●高校生会等の活動を通して、若者の社会参加の機会を増やし、地域住民と触れあう中で、将来的に地域

地域を支える多様な力が活かされ、家庭や子どもの教育が充実し、若者が地域で活躍していま

す。 



56 

を担う人材を育成する必要があります。 

●子どもたちが安全に安心して過ごすことができる地域の居場所づくりに向け、地域、ボランティア団体、

家庭、学校等の連携をさらに強化していくことが求められます。 

●人権尊重の視点に立った生涯学習を継続して推進していくとともに、誰もが個性を認めあい能力を発

揮できるダイバーシティ社会の実現に向けて連携・協力しあえるよう、啓発活動を進めていく必要があ

ります。 

●児童数の増加に伴い待機児童が発生している放課後児童クラブがあります。また、本郷小学校は児童

数の増加に対応するため施設を新設する必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○家庭教育に関する情報提供や家庭教育学級、「共に育む教育の日」講演会の開催等、子育て中の保護者

をはじめ、子どもに関わるすべての人達に家庭教育について学ぶ機会を提供します。 

○学んだ知識や技能を地域や社会で積極的に活かしていくための仕組みを構築します。 

○意欲のある若者が国際社会で活躍できるよう、人材の育成に取り組みます。 

○地域コミュニティ活動と連携を図りながら、地域の教育力向上に取り組みます。また、高校生会等の活

動を通して、若者の社会参加の機会拡大や、青少年の健全育成を図るとともに、豊かな人間性を育む体

験活動の機会を提供します。 

○地域住民やボランティア団体の協力を得て、自然体験や社会体験、各種教室等の学びの場や触れあい

の場等、学社連携による豊かな人間性を育む体験活動の充実を図ります。 

○人権意識を高め、人権への理解を深めるための人権講演会を実施するとともに、ダイバーシティ社会の

実現に向けた取組を推進します。 

○放課後子どもプランの充実により、子育て世代が安心して働ける環境と児童が安全に安心して過ごせ

る放課後の居場所づくりを推進します。 

 

 

○保護者同士の交流の場に積極的に参加することで、気軽に情報交換できる関係が広がることが期待さ

れます。 

○規則正しい生活やマナー・ルールを守るなど、家庭での子どもに社会性を身につけさせる教育が求めら

れます。 

○地域全体で子どもたちを育む活動に、それぞれの立場から参加・協力することが期待されます。 

○若い世代が子ども会活動や高校生会等に積極的に参加し、多世代交流を通して地域力が育まれること

行政の役割 

町民等の役割 
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が期待されます。 

○ダイバーシティ社会の実現に向けて、理解を深め協力することが期待されます。 

○放課後児童クラブや放課後子ども教室が、安全な遊び場、生活の場であるよう、積極的な理解と協力が

期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－3141 家庭の教育力の向上 

◇すべての小・中学校の家庭教育学級での講演会や学習会等を通して、保護者に学びの機会や相談・交流

の場を提供します。 

◇「共に育む教育の日」に教育講演会を開催し、町民に学びの機会を提供します。 

◇奨学金を受けて大学等を卒業し、町内の対象職種・中小企業・社会福祉法人等に就業し、町内に定住し

ている若者に対し、奨学金返還金の一部を補助します。 

◇修学の意欲と明確な目的意識を持って海外への留学を希望する、町内に定住している若者に対し、留学

支援金として費用の一部を補助します。 

主な事業 家庭教育支援事業、教育の日講演会事業、人材育成奨学金支援事業 

●取組の成果● 

家庭教育の充実や人材育成のための経済支援により、学びの機会が増え、まちづくりの未来を担う人材が

育っています。 

 

取組②－3142 地域の教育力の充実 

◇地域・家庭・学校・行政が一体となるネットワークづくりを推進するとともに、子ども会育成連合会の主

催事業等を通して学区を越えたネットワーク構築を進めます。 

◇高校生会の、子ども会活動、地域の催し、町事業等への参加や自主的なボランティア活動を支援し、若い

世代の地域づくりへの参画を促進します。 

主な事業 青少年健全育成事業、高校生会支援事業 

●取組の成果● 

地域・家庭・学校・行政が一体となり、子どもたちの教育を支援しています。また、高校生会等の活動により

若者の地域への愛着が醸成され、地域を担う人材が育っています。 
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取組③－3143 青少年健全育成の推進 

◇地域住民や団体等が小・中学校と連携を図り、子どもたちに自然体験、社会体験等の機会や学びの場、

触れあいの場を設け、豊かな体験活動の機会を提供します。 

◇青少年相談員の地域パトロール、相談事業、活動ＰＲを行い、地域住民の手による青少年の健全育成活

動を支援します。 

主な事業 学社連携事業、青少年健全育成事業 

●取組の成果● 

学校教育と社会教育の機能連携により、子どもたちの学習の質が向上しています。また、地域連携の強化

により青少年の健全育成が図られています。 

 

取組④－3144 多様性と包摂性を育む生涯学習の推進 

◇誰もが多様性を認めあい、誰一人差別されることのない社会を目指し、人権に関する様々なテーマの講

演会を開催することで、人権教育・人権啓発を推進します。 

主な事業 人権教育推進事業 

●取組の成果● 

多様性を認めあい、誰もが差別されない人権意識が地域社会に浸透しています。 

 

取組⑤－3145 子どもの居場所づくりの推進 

◇子どもたちの健やかな成長に寄与する放課後子どもプランの充実を図り、放課後の子どもたちの安全

な居場所づくりを推進します。 

◇入会児童の増加等により活動スペースが不足する際は、学校施設の活用を検討します。 

◇本郷小学校の児童数増加に備え、本郷小学校区放課後児童クラブを建設します。 

主な事業 放課後児童健全育成事業、放課後子ども教室事業、放課後児童施設整備事業 

●取組の成果● 

すべての児童が放課後に安全で安心して活動できる居場所が確保されています。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

5 誰もが楽しむことができるスポーツの推進 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

スポーツイベント（スポーツフェスタや町民マラ

ソン大会等）の参加者数 
811 (人) ↗ 

総合運動公園の年間利用者数 78,337 (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町では、ふれあい地区館でのスポーツ交流会等のイベントや町民マラソン大会、2022 年度にリニュ

ーアルしたあみスポーツフェスタ（前：町民運動会）等、地域単位から町全体まで幅広くスポーツイベント

を開催することで、町民が生涯スポーツに親しむ機会の充実に努めています。 

●町内の体育施設を拠点にする総合型地域スポーツクラブは、年代を問わず気軽に多種目のスポーツを

楽しむ機会を提供しています。また、スポーツ協会やスポーツ少年団の活発な活動が、本町の生涯スポ

ーツの振興に寄与しています。 

●2022 年 6 月に、第 72 代横綱稀勢の里（現二所ノ関親方）の二所ノ関部屋が町内に開所し、これをき

っかけとしてちびっ子相撲大会を開催するなど、相撲が本町のスポーツ活動として新たに加わりまし

た。 

●本町を代表してスポーツ大会に出場する団体又は個人が、当該大会に参加するために要した経費の一

部を補助する町スポーツ大会出場補助金を交付し、生涯スポーツの推進を図っています。 

●町民のスポーツ・サークル活動の機会を提供するため、総合運動公園、町民体育館等の社会体育施設、

小・中学校施設の開放等を行っていますが、施設や設備の老朽化が進んでいます。 

●社会体育施設の利用者数は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、2020 年度以降大きく減少しま

したが、現在は徐々に回復傾向にあります。 

●中学校部活動の地域移行は、学校、地域、協力団体等が連携し、従来の学校活動から地域の活動に移行

させていく必要があります。 

 

 

 

ライフスタイルや多様なニーズに対応し、年齢や体力、障害の有無を問わず、誰もが気軽にスポ

ーツを楽しめる環境が充実しています。 



60 

課題 

●生活様式、年代や障害の有無に合わせたプログラム等、誰もが気軽に参加できる生涯スポーツの環境

づくりが求められています。 

●会員の減少、指導者の負担増や高齢化等、生涯スポーツ団体の活動継続が困難になるような課題が顕

在化しています。 

●生涯スポーツ団体の実情を勘案しながら、計画的な指導者の育成と活動支援及び負担軽減を図るな

ど、活動を継続できるよう支援していくことが必要です。 

●各施設・設備の老朽化が進んでいるため、計画的に修繕・改修を実施していく必要があります。 

●各種イベント会場や避難所として活用する町民体育館は、近年の猛暑日等においても快適に利用でき

るよう、空調設備を整備する必要があります。 

●町内には通年で利用できる屋内プールがなく、整備を要望する声が多くあります。町民プールの整備に

当たっては、老朽化が進む学校プールの統合も視野に入れ、町民の利便性を考慮した整備計画を、財政

状況を踏まえて検討する必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○より多くの町民がスポーツを身近に感じる機会として、町民が自由に参加できるスポーツイベントを開

催し、スポーツ活動の普及・啓発を図ります。 

○誰もが日常的かつ継続的にスポーツに取り組むことができるよう、町民のライフステージやライフスタイ

ル、障害の有無に応じたスポーツ教室等を開催し、町民の健康増進を図ります。 

○生涯スポーツ団体の活動が継続できるよう、必要な支援を行います。 

○総合運動公園、町民体育館、旧学校体育施設等の施設と設備を適正に管理し、町民が快適に利用でき

る環境を整えます。 

 

 

○年齢や体力、障害の有無を問わず、誰もがスポーツを楽しむことが期待されます。 

○スポーツイベント・教室等に積極的に参加し、スポーツに取り組む意識を高め、健康増進や体力の向上を

図ることが期待されます。 

○各種スポーツ団体の運営に積極的に参画し、指導者や運営スタッフの一員となって活躍することが期待

されます。 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－3151 ライフステージに対応した生涯スポーツの推進 

◇参加者からの意見を踏まえ、より多くの町民が気軽に参加できる魅力的なスポーツイベントを実施しま

す。 

◇町民のライフステージや障害の有無に応じたスポーツ教室等を開催し、参加の機会を拡大し、生涯スポ

ーツを通した健康づくりを推進します。 

◇町スポーツ大会出場補助金制度を拡充し、本町を代表してスポーツ大会等で活躍する個人・団体を支援

します。 

◇各種スポーツ団体の指導者の育成や運営スタッフの確保等の団体の活動継続に必要とする支援を行い

ます。 

◇引き続き学校体育施設を開放し、町民にとって身近な生涯スポーツの拠点となるよう、ニーズに合わせ

た見直しを行い、快適なスポーツ・レクリエーション環境の充実を図ります。 

主な事業 スポーツフェスタ事業、スポーツ教室事業、学校体育施設開放事業 

●取組の成果● 

より多くの町民がスポーツを身近に感じ、いつでも・どこでも・誰でも楽しめる機会が整っています。 

 

取組②－3152 スポーツに親しめる環境整備 

◇スポーツ施設の計画的な改修、学校体育施設の活用、新たな施設整備を推進し、町民ニーズに応じた快

適なスポーツ環境を整えます。 

◇イベント利用や災害時の避難所としての活用等、町民体育館の多目的利用を踏まえ、空調設備や長寿命

化改修等を計画的に実施します。 

◇町民の要望と地域的ニーズに基づき、学校プールとしての活用も検討し、公設民営を含めた効果的な運

営を取り入れた屋内プールの整備を検討します。 

主な事業 総合運動公園維持管理事業、町民体育館維持管理事業、学校体育施設開放事業 

●取組の成果● 

町民のスポーツの拠点として総合運動公園、町民体育館、旧学校体育施設等の体育施設が適切に維持管

理され、利用者のために良好な状態が保持されています。また新たな施設の整備について検討が進んで

います。 
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第 1節 豊かな学びが育む人づくり 

6 豊かな文化の継承と文化財の活用 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

普及啓発戦跡数 4 (件) ↗ 

埋蔵文化財保護啓発件数 5 (件) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町では、茶道、華道、書道等の生活文化や、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊等の芸術等の様々な文

化芸術活動が活発に行われています。 

●文化啓発のためのイベントや作品展等の開催及び情報提供の更なる充実により、子どもから大人まで

誰もが文化芸術に触れる機会の拡充が求められています。 

●伝統芸能まつり、芸能発表会等を通して、地域独自の文化芸能活動に町民が触れる機会を提供してい

ます。 

●本町には、古来より霞ケ浦や温暖な気候が生み出した農村文化があり、地域に伝わる伝統芸能や予科

練の町としての歴史等、地域固有の伝統文化が息づいています。 

●町内に点在する文化財には古墳等の埋蔵文化財が多いことから、遺跡の発掘調査や指定文化財の保護

等の貴重な文化財の保存とともに、文化財展等、各種普及啓発イベントを開催し、その活用を図ってい

ます。 

●町民の共有財産である貴重な文化財を、適切に後世に残していく取組を進めていくとともに、町内に残

る有形無形の文化的所産の保存・継承のため、これを有する土地の調査を進め、有効活用を図っていく

必要があります。 

 

課題 

●阿見町史は、編さんから39年が経過し、編さん以降の町の歴史や新たに判明した事柄等を補完する増

補版を刊行する必要があります。 

●戦後 75 年が過ぎ、戦争経験者が減少していく中、その痕跡を残す戦跡を記録・保全し、適切なかたち

で後世に残していくことで平和教育の資産としていく必要があります。 

質の高い多様な文化芸術に触れる機会があり、自然や風土、歴史、文化が世代を超えて受け継が

れ、日常生活に深く根づいています。 
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●本町の郷土の歴史や文化を通史的に学ぶことのできる機会づくりが求められます。 

●町内各地に伝えられてきた伝統芸能をはじめとする伝統的な文化・風習は、生活様式の変化や少子高

齢化の進行等による担い手の減少から、継承が困難となっています。 

●町内の文化財の所有者や管理者の高齢化等により、将来に向けた保存・管理が難しくなりつつありま

す。 

●郷土愛の醸成に向け、町民が郷土芸能等に触れる機会を充実させ、親しみを持って自ら参加したくなる

環境づくりが必要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○生涯学習フェスティバルで開催されるコンクール等の充実を図るなど、町民の文化芸術活動を支援しま

す。 

○郷土にゆかりのある文学作品等を広く紹介し、町民の文学への興味・関心を高めます。 

○伝統芸能を発表する場と鑑賞する機会を増やし、伝統芸能活動の活発化と町民が親しむ機会の確保に

取り組みます。 

○伝統芸能をはじめとする伝統文化の継承者や継承団体が、担い手を確保し持続的に活動ができるよう

支援します。 

○指定文化財が適切に保護されるよう所有者等へ必要な助言・支援を行います。 

○町史編さんや戦跡保全を通して本町独自の歴史・文化を周知します。 

 

 

○イベントや展示会等に積極的に参加し、質の高い文化・芸術に直接触れることが期待されます。 

○文化芸術の担い手として、創造的な活動や作品の展示、発表会に取り組むことが期待されます。 

○地域に残る歴史や伝承等に興味・関心を持ち、郷土史研究の調査等へ参加することが期待されます。 

○伝統芸能の体験や鑑賞を通して、地域文化に興味と愛着を育み、地域文化を守るという意識の醸成が

期待されます。 

○町の歴史や伝統が息づく大切な文化財を保護する取組への理解と協力が期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－3161 価値ある歴史・文化の継承の推進 

◇文化芸術振興条例に基づき、文化芸術の振興に関する施策を総合的に推進します。 

◇講座、講演会、作品展の開催等により、あらゆる世代が文化芸術に身近に触れる機会をつくり、活動へ

の参加を促進します。 

◇人材育成基金を活用し、本町を代表して文化芸術活動の大会・コンクール等で活躍する個人・団体を支

援します。 

◇芸術展実行委員会を組織し、文化協会登録団体や社会教育関係団体等の創作活動を行っている団体、

個人から広く作品を募集して芸術展を開催します。 

◇伝統芸能活動を次世代に継承していけるよう、官民協働により、担い手の掘り起こし、発表の場の確保、

記録の保存に努めます。 

◇文化芸術活動や伝統芸能活動を通した交流の輪が広がるよう、情報発信を強化します。 

主な事業 文化啓発事業 

●取組の成果● 

文化芸術活動が活発に行われ、町民が芸術を身近に触れる機会が充実し、文化芸術活動への興味関心が

醸成されています。 

 

取組②－3162 歴史的・文化的遺産の保存と活用 

◇指定文化財が適切に保存されるよう、所有者等が行う修繕等を支援します。また、継続性・一貫性のあ

る文化財の保存・活用を促進するため、町文化財保存活用地域計画を策定します。 

◇未指定の文化財について調査研究を行い、その価値に基づき新たな文化財として指定する取組を推進

します。 

◇埋蔵文化財発掘調査の成果を発表し、文化財に対する興味関心を高める取組を推進します。 

◇町史編さん委員会による町の歴史・文化に関する調査研究を進めます。また年報となる町の歴史や新た

に判明した事柄等を補完する町史研究を刊行し、その成果を町民に広く周知します。 

◇戦跡を適切なかたちで保全するため、町内に現存する戦跡を調査します。また、所有者等との共同によ

る保存及び管理を推進するとともに、テーマに沿って戦跡を見学するコースを設定し、地域資源として

の活用を図ります。 

主な事業 指定文化財保護事業、埋蔵文化財保護事業、町史編さん事業、戦跡保全事業 

●取組の成果● 

歴史資産が良好なかたちで保全され、町の文化遺産として広く歴史的価値が共有されています。 
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第 4章 
人と自然を守るまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KGI指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 
第 1節 命を守るまちづくり 
1 地域防災対策の充実 

2 火災・救急に迅速に対応できる体制づくりの促進 

3 地域医療体制の強化 

4 交通安全対策の強化 

5 犯罪のないまちづくり 

 

第 2節 次世代へつなぐまちづくり 
1 ゼロカーボンシティの推進 

2 自然環境の保全 

3 良好な生活環境の確保 

■SDGsの関連するゴール 

 

  

 地域防災対策をはじめとした生活の安全・安心を高める取組の推進、協働に

よるゼロカーボンシティの推進、人と自然が共生するための自然環境の保全

等、安全・安心で、環境に配慮したまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 命を守るまちづくり 

1 地域防災対策の充実 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

情報伝達（収集）手段の整備件数 5 (件) ↗ 

県外自治体との協定締結数 2 (件) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●近年、気候変動の影響等により台風や豪雨による水害、土砂災害等が全国各地で頻発・激甚化していま

す。また、首都直下型地震等の巨大地震の発生も近い将来予測されています。 

●2011年の東日本大震災から 12年が経過するとともに、コロナ禍の影響もあり、防災訓練を実施する

地区が減少しています。 

●町業務継続計画を策定し、災害時に必要な業務を継続する手段、優先順位等をあらかじめ決めておくこ

とで、町民が必要とするサービスを継続して提供できる体制を整えています。 

●大規模災害時において町民への情報提供を適時適切に行えるよう、防災行政無線、あみメール、緊急速

報メール、町ホームページ等、複数の防災情報伝達手段を整備しています。 

●大規模災害時に迅速な応急対策や支援が得られる体制を確保するため、民間事業者との避難所開設、

物資提供等に関する協定や、県外自治体との災害時相互応援協定の締結を推進しています。 

 

課題 

●震災の記憶や教訓を風化させることなく、日頃から町民の防災意識の向上を図るとともに、次世代に

伝えていく必要があります。 

●コロナ禍の影響もあり防災訓練を実施する地区が減少していることから、地域のつながりの希薄化・地

域の防災力の低下が懸念されています。 

●自助（自分のことは自分で守る）、共助（自分たちのまちは自分たちで守る）、公助（公的機関による援

助）による防災力の強化を図るために、町民自らが日頃から防災に関する知識を学び、地域の防災訓練

に積極的に参加するなど、防災知識や防災行動力を高めていく必要があります。 

●各地域の防災対策に差が出ないよう、自主防災組織の活動を支援し、その充実を図るとともに、ハザー

自助、共助、公助のバランスを図ることによって地域防災力が高まるとともに、自然災害に強いま

ちづくりが進んでいます。 
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ドエリア（土砂災害警戒区域・洪水浸水想定区域）においては、円滑かつ迅速に避難できるよう、避難体

制を強化する必要があります。 

●防災行政無線が聞こえづらい地域への対応や、災害時の被災状況を迅速に情報収集する体制を構築す

る必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○地域防災力の強化を図るため、町民への防災意識と知識の普及・啓発、防災士の育成、自主防災組織の

活動支援を行います。 

○災害時に必要な食料や資機材等の備蓄品の整備を図ります。 

○指定避難所の非常用電源や、空調機能等の整備を推進します。 

○ハザードエリアの避難体制の強化のため、町民との連絡体制の強化や、町民を交えた避難訓練を実施し

ます。 

○災害時に必要な業務を定期的に見直し、毎年度訓練を行うことで、常に実効性のある町業務継続計画

を備えます。 

○災害時の情報伝達手段の充実、迅速な応急対策、支援・受援体制の整備に取り組みます。 

○災害時に人的・物的な支援を得られるように民間事業者や他自治体、各種団体とあらかじめ協定を結

び、災害に強い地域づくりに取り組みます。 

 

 

○自助、共助の意識を持つことが期待されます。 

○家庭において、非常持出品の準備や 3 日分程度の食料や飲料水、生活必需品等を日頃から備蓄すると

ともに、家屋の耐震化や家具の転倒防止等の安全対策を行うことが期待されます。 

○自主防災組織に参加し、防災訓練や防災イベントに参加することで、地域防災力を高めることが期待さ

れます。 

○地区防災計画に基づき防災訓練を実施し、訓練の中で課題となった箇所について随時見直しを行うこ

とで、地域防災力の継続的な向上が期待されます。 

○避難路や避難場所、災害時の連絡方法等を各家庭で確認するとともに、防災行政無線やあみメール等

の情報伝達手段から情報を受け取る方法を確認し、防災意識を高めることが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－4111 地域防災対策の充実・強化 

◇地域における防災力の向上を図るため、自主防災組織の育成を図るとともに、防災訓練等の活動を支

援します。 

◇地区防災計画の策定を支援し、災害から身を守るための基本行動と避難ルートの認知、発災時の地域で

の安否確認等の共助による避難体制の確立を推進します。 

◇町防災アドバイザーと協力して、地域住民とともに地区防災計画の策定と更新を進めます。 

◇地区において必要な防災資機材が確保できるよう支援の充実を図ります。 

◇防災用品や避難用品、日頃の防災対策等の防災情報の発信を強化し、町民一人一人の防災意識を高め

ます。 

主な事業 自主防災組織育成事業 

●取組の成果● 

自主防災組織の活動が活性化するとともに、町民一人一人の防災意識や知識が向上しています。 

 

取組②－4112 危機管理体制の強化 

◇土砂災害警戒区域の候補地の状況を県と共有し、区域指定を促進するとともに、指定箇所の防護対策

を、関係住民等の理解と協力を得ながら、県とともに推進します。 

◇災害対策本部の組織機能を強化し、町業務継続計画の実効性を高めるため、災害業務班ごとに機能別

訓練を継続的に実施します。 

◇防災行政無線の難聴地域に対して、防災行政無線フリーダイヤルの周知を図るとともに、程度に応じた

追加的補完手段の検討を行い、的確かつ迅速に情報伝達ができるよう対処します。 

◇災害時に必要となる物資や人的な支援が受けられるよう、目的に応じた災害時応援協定の締結を推進

します。 

◇自家発電機、電気自動車等により、指定避難所の非常用電源を確保します。 

主な事業 地域防災事業、防災行政無線整備事業 

●取組の成果● 

災害時に必要となる業務や応急対策等が、迅速・的確に行える体制が確立しています。 
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第 1節 命を守るまちづくり 

2 
火災・救急に迅速に対応できる体制づくり

の促進 
 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

消防団員充⾜率 87(％) ↗ 

救急講習会開催回数 56(回) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●災害や事故が多様化し、複合化が進む中、住民の生命、身体及び財産を守るため、常備消防機関である

稲敷広域消防本部とともに、消防・救急体制の充実と強化に取り組んでいます。 

●消防団においては、団員数の減少と高齢化が進行しており、団員報酬の増額及び災害等に出動した際

の出動手当を見直すなど、消防団員の確保に向けた処遇改善に取り組んでいます。 

●3.5ｔ以上の消防団消防車を運転するために必要となる、準中型免許の取得に対する補助事業を導入し

ました。 

●消防団員が手薄となる平日昼間の時間帯の出動人員不足を補うため、機能別分団として役場消防部を

2021年 4月に設立しました。 

●救急の需要は、本町の人口増や老年人口割合の増加に伴い年々増加傾向にあります。2017 年は

2,121 件、2022 年は 2,593 件となり 472 件増加しています。特に人口の増加が続いている町西

部地区の救急搬送件数が多くなっています。 

 

課題 

●地域の消防力・防災力の向上に大きな役割を果たしている消防団の団員数の減少と高齢化が進行して

おり、活動を維持継続していくための新たな団員の確保に向けた取組を進める必要があります。 

●救急需要が増加する中で、緊急性の高い傷病者の元にいち早く救急隊が駆けつけることができるよ

う、救急車の適正利用を促進する必要があります。 

●町民の応急対応能力の向上を図るため、救命講習等への参加を促進する必要があります。 

火災や事故等の緊急時においてすべての町民の生命・身体・財産が適切に保護され、安全・安心な

生活環境が確保されています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○消防団の活動の維持・強化を図るため、消防団へ必要な支援を行うとともに、地域の安全確保のために

大きな役割を果たしている消防団の重要性と身分・待遇を周知し、必要な団員数の確保に取り組みま

す。 

○稲敷広域消防本部との連携を密にして、町西部地区の人口増に対応した本郷ふれあいセンターの救急

隊駐留の継続等、本町の実情に即した消防・救急体制の更なる強化を図ります。 

○町民の火災や救命に対する応急対応能力の向上と、知識向上に向けた取組を推進します。 

  

 

○日頃から火災予防や初期消火に対する防火意識を高く持つことが期待されます。 

○消防団が果たしている地域防災の指導的役割を再認識し、団員として活躍することが期待されます。 

〇町や自治会が実施する防災訓練等に積極的に参加し、自助、共助の重要性を認識し、地域が一体となっ

て災害に備えることが期待されます。 

○救命率の向上のため、応急手当の知識・技術の習得や、地域の限られた救急資源である救急車の適正

利用が期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－4121 消防団活動の強化と充実 

◇消防団への入団促進の広報・啓発活動等を実施し、適正な団員数の確保に努めます。 

◇消防団員OB・学生・女性等による新たな機能別消防団の設立と活動推進を図ります。 

◇消防団の運営及び各種活動を支援することにより、更なる知識、技術等の習得を促進します。 

主な事業 非常備消防事業 

●取組の成果● 

消防団への理解が進み、必要な団員数が確保され、その活動及び体制が充実し、地域の安全性が向上して

います。 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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取組②－4122 消防・救急体制の強化と充実 

◇稲敷広域消防本部への運営参加により、本町に必要な常備消防力の強化を推進します。 

◇町民の防火意識を啓発するため、消防団とも連携した火災予防事業を推進します。 

◇町民の救急に関する正しい知識・技術の習得を推進します。 

◇救急電話相談＃7119（15歳未満は＃8000）を周知し、救急車の適正利用を促進します。 

◇町西部地区の救急車の現場到着時間短縮等に効果を発揮している、本郷ふれあいセンターへの救急隊

の駐留を継続します。 

主な事業 常備消防事業 

●取組の成果● 

町民の生命・身体・財産が適切に保護される消防・救急体制が確保されるとともに、町民の救急救命に対

する正しい理解のもと、救急車の適正利用が浸透しています。 

 

  



72 

第 1節 命を守るまちづくり 

3 地域医療体制の強化 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

病院群輪番制実施日数 365 (日) → 

 

■現状と課題 

現状 

●町内には、総合病院である東京医科大学茨城医療センターやリハビリ専門病院である茨城県立医療大

学付属病院が立地しています。このほか、多くの病院及び診療所等が開業し、恵まれた医療環境にあり

ます。 

●輪番制地域の市町村・総合病院との協議会等により、地域の医療関係者等の協力のもとに医療機関が

機能を分担し、切れ目なく医療を提供する体制が確保されています。 

●一次救急医療体制では、地域医師会と連携し、休日在宅当番医制等の医療体制の充実を図っています。 

●二次救急医療体制は、土浦協同病院、東京医科大学茨城医療センター、霞ヶ浦医療センターの 3病院が

輪番制方式により実施しています。 

●小児の休日や夜間の救急医療については、東京医科大学茨城医療センター、つくばセントラル病院、牛

久愛和総合病院、龍ヶ崎済生会病院の 4病院が輪番制方式により実施しています。 

●町民自身の健康管理のため、日頃から患者と接し病歴や健康状態を把握する「かかりつけ医」を持つこ

との大切さについて情報提供を行っています。こうした中、新型コロナウイルス感染症の拡大を通して

かかりつけ医の重要性が再認識され、国においては、かかりつけ医機能が発揮される新たな制度の整

備が進められています。 

  

医療機関と行政の連携により医療体制が強化され、町民誰もが必要とする医療を受けられるまち

になっています。 
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課題 

●新型コロナウイルス感染症の流行は、町民の生命と健康を脅かし、経済にも深刻な影響をもたらしまし

た。同感染症の再拡大や新たな感染症の発生という事態も想定し、県、近隣市町村、地域医療機関との

連携体制を強化する必要があります。 

●かかりつけ医を持つ人の割合がまだ低い状態にあります。そのため健康状態が良好なうちから、受診し

やすいようにかかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局を選択し、適正な医療機関の利用がで

きるよう、制度の重要性について引き続き情報提供等を行っていく必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇町民が安心して必要な医療を受けることができる医療体制や相談体制を確保します。 

〇町内医療機関に乳幼児健康診査等への人的支援を引き続き要請し、健康診査等を安定して実施できる

体制を確保します。 

〇かかりつけ医等の重要性について、情報提供や普及啓発に取り組みます。 

 

 

〇日頃から病歴や健康状態を把握し健康相談できる、かかりつけ医等を持つことが期待されます。 

〇救急医療に対する正しい知識を持ち、救急医療を適正に利用することが求められます。 

〇医療機関は、より質の高い医療を提供していくことが期待されます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－4131 地域医療の体制強化 

◇医療機関・医師会等との地域医療ネットワークを活用し、円滑な医療体制の確保に努めます。 

◇東京医科大学茨城医療センター、茨城県立医療大学と連携し、地域医療体制の充実を図ります。 

◇乳幼児健診事業への小児科医等の派遣等人的支援について、東京医科大学茨城医療センターとの連携

を強化します。 

◇町民がかかりつけ医等を持ち、適正な医療機関の利用により健康管理ができるよう、情報提供や普及啓

発を行います。 

主な事業 地域医療体制推進事業 

●取組の成果● 

地域医療体制がより充実し、町民がかかりつけ医を持ちながら、安心して必要な医療サービスを受けるこ

とができています。 

 

取組②－4132 救急医療の体制強化 

◇町民がいつでも必要な医療を受けられるよう、医療機関との連携を密にし、休日や夜間でも対応できる

救急医療体制の充実と医師等の確保に向けた取組を推進します。 

主な事業 救急医療体制推進事業 

●取組の成果● 

医療機関の救急医療体制が充実し、町民誰もが休日、夜間を問わず必要な時に救急医療を受けることが

できています。 
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第 1節 命を守るまちづくり 

4 交通安全対策の強化 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

交通事故発生件数 120 (件) ↘ 

信号機設置数 103 (基) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町における交通事故による年間死者数は、2000 年の 16 人が最も多く、その後着実に減少し

2022 年では 1 人となっています。また、交通事故発生件数においても、2003 年の 446 件以降減

少傾向にあり、2022年では 120件となっています。 

●交通事故のない社会を目指し 2021年 11月に策定した町第 11次交通安全計画と、町と町民が一丸

となって飲酒運転根絶に向けて全力を挙げて取り組むことを掲げ2019年6月の「飲酒運転根絶のま

ち宣言」により、交通安全を推進しています。 

●交通安全意識の向上に向けては、幼児や児童・生徒等を対象とした交通安全教室や、交通安全指導隊、

交通安全母の会、警察等と連携した交通安全キャンペーン等を実施しています。また、交通事故時の支

援策として県民交通災害共済の加入促進にも取り組んでいます。 

●道路交通環境の改善では、通学路、住宅街における交通規制の見直しや、道路パトロールの点検による

破損箇所の早期発見と早期改善に取り組んでいます。通学路においては、町通学路交通安全プログラ

ムに基づき、行政、学校、地域等が合同で通学路点検を行い、危険箇所の解消に取り組んでいます。 

●危険性の高い交差点における信号機の早期設置要望や、生活道路において、車両速度を抑制し歩行者

等が安全に通行できるよう物理的デバイスを設置する新たな交通安全対策に取り組んでいます。 

 

  

安全な道路交通環境が整備されるとともに、町民一人一人の交通安全の意識向上により、町民等

が安全に安心して移動できる交通社会が実現されています。 
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課題 

●交通事故の被害者・加害者とならないため、交通安全教育による交通ルールの遵守や交通マナーの向

上が求められています。 

●道路整備の進展に伴う交通量の増加や、自転車利用者のヘルメット着用が努力義務になるなどの交通

ルールの改正等に対応した安全対策が必要です。 

●交通安全施設については、横断歩道の新設や白線の引き直しについては実施されているものの、信号

機の設置要望についてはほとんど実現していないことから、緊急度及び重要度を踏まえ、引き続き警察

署等への要望を粘り強く行っていく必要があります。 

●子どもの交通事故防止のため、関係機関が連携し、ハード・ソフト両面での総合的な交通安全対策を実

施することが求められています。 

●高齢運転者の交通事故防止のため、高齢者が運転免許を返納しやすい環境づくりが必要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○子どもへの交通安全教育や高齢者の交通事故防止対策に取り組みます。 

○交通安全に取り組む関連機関・団体等と一体となり、交通事故防止や安全運転の向上を推進します。 

○交通事故を未然に防ぐため、危険箇所の解消や交通安全施設の充実を図ります。 

 

 

○交通ルールの遵守と交通マナーの実践を心がけることが期待されます。 

○危険箇所や安全施設の破損箇所を発見した場合には、通報することが期待されます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－4141 交通安全意識向上の取組推進 

◇交通安全教化員による交通安全教室を充実させ、保育所、幼稚園、学校等において、幼児、児童・生徒に

対する交通安全への意識啓発に取り組みます。 

◇交通安全キャンペーン、街頭立哨等警察署と連携した交通安全対策を強化し、交通ルールの遵守と交通

マナーの向上を図ります。 

◇横断幕の掲出、広報紙やホームページ等により、交通安全に関する意識啓発活動を定期的かつ効果的に

行います。 

主な事業 交通安全対策事業 

●取組の成果● 

交通安全に関する取組の充実により、町民の交通安全意識が醸成され、交通ルールとマナーをみんなが守

るまちになっています。 

 

取組②－4142 交通安全のための環境整備 

◇警察署との連携を強化し、危険性の高い交差点における信号機の早期設置に取り組みます。 

◇町通学路交通安全プログラム等に基づき、危険箇所の解消に取り組みます。 

◇危険箇所や安全施設の破損箇所の早期発見・早期対応のため、道路パトロールを実施します。 

主な事業 交通安全施設整備事業、通学路交通安全プログラム事業 

●取組の成果● 

町民や町を訪れた人が安全に安心して移動のできる道路交通環境が形成されています。 
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第 1節 命を守るまちづくり 

5 犯罪のないまちづくり 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町内の刑法犯認知数 266 (件) ↘ 

防犯灯設置基数 6,241 (基) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町における刑法犯認知件数は、年々減少傾向にあり2022年では266件となっています。10年前

の 2013年の 690件と比較すると、半数以下となっています。 

●町防犯連絡員協議会と警察が連携し、防犯活動を行っています。また、地域防犯活動組織へ、腕章・のぼ

り旗等の物的支援や防犯情報の提供を行っています。 

●子どもの頃からの防犯意識の向上を図るため、小中学生を対象に防犯ポスター・防犯標語を募集し、展

示会を開催しています。 

●夜間における歩行者等の安全を確保するための防犯灯の設置や、交通事故の発生防止と早期解決、犯

罪の抑止力としても有効な防犯カメラの設置を推進しています。 

●近年、デジタルコンテンツに関する相談に加え、SNSを用いた定期購入トラブルや多様な架空請求に関

する相談の急増等、消費者トラブルは高度化・複雑化しています。また、成年年齢が 18 歳に引き下げら

れ、新成人の消費者トラブルの増加が懸念されます。 

●町民が安全・安心な消費生活を送れるよう、消費生活センターと関係機関が連携を図りながら、消費者

トラブルの相談等に対応しています。 

 

課題 

●少子高齢化等の影響により、行政区ごとの防犯活動量の差が大きくなっています。 

●地域防犯活動組織の結成を促進するための対策が必要です。 

●町民が安全・安心な消費生活を送れるよう、最新の消費者トラブル等を学び、「賢い消費者」となること

が、消費者トラブル等の未然防止につながることを啓発する必要があります。 

 

地域の防犯活動、防犯設備、各種相談体制が充実し、犯罪のない誰もが安全に安心して暮らせるま

ちが実現しています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○町民への防犯意識の啓発や地域防犯活動の指導・相談等、地域における防犯活動を積極的に支援しま

す。 

○防犯カメラや防犯灯を効果的かつ計画的に設置することにより、安全・安心に暮らすための環境整備を

推進します。 

○消費者トラブル等の未然防止に向け、消費行動に関する知識の啓発活動に取り組むとともに、相談体制

の充実を図ります。 

 

 

○地域の安全は地域で守る共助の必要性を共有し、警察や行政等と一体となって安全の確保に向けて取

り組むことが期待されます。 

○防犯パトロール、登下校時の見守り、声かけ運動、防犯意識の共有化等、地域ぐるみで防犯活動を行っ

ていくことが期待されます。 

○地域防犯活動組織が未設置の行政区は、積極的に組織化を進めるとともに、防犯組織のメンバーは町

が主催する研修会等に積極的し、最新の防犯知識を身に着けることが期待されます。 

○安全・安心な消費生活が送れるよう、消費者トラブル等に関する情報を積極的に学ぶとともに、被害に

遭いやすい若者や高齢者への注意喚起等、地域で協力しあい意識を高めることが期待されます。 

○消費者トラブル等で困ったときは、迷わず町消費生活センターや消費者ホットラインを利用し、相談する

ことが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－4151 地域防犯体制の強化 

◇地域住民の防犯意識の向上と自主的な防犯活動の実施に必要な支援と情報提供を行います。 

◇地域防犯活動組織が未設置の行政区に対して、その組織化を積極的に支援します。 

◇警察や学校等と不審者等の情報を共有し、青色防犯パトロール車によるパトロールを強化します。 

◇防犯意識の向上を図るため、小・中学生を対象に防犯ポスター・防犯標語を募集し、展示会を開催しま

す。 

主な事業 防犯対策事業、地域防犯活動事業、青色防犯パトロール事業 

●取組の成果● 

地域住民の防犯意識が向上し、自主的な防犯活動や地域防犯活動組織等が充実しています。 

 

取組②－4152 防犯のための環境整備 

◇防犯カメラについては、主要交差点への設置を進めるとともに、地域予算制度及び行政区防犯カメラ設

置事業補助金により、地域で必要とされる箇所への設置を促進します。 

◇夜間における歩行者の安全確保と犯罪の防止を図るため、通学路や町内にある大学等の学生が多く居

住する場所等も含め、必要な箇所への防犯灯の設置を行政区と調整を図りながら計画的に進めます。 

主な事業 防犯カメラ設置事業、防犯灯設置事業 

●取組の成果● 

防犯灯や防犯カメラの設置による安全確保と犯罪抑止力の強化が進み、犯罪が起こらないまちになって

います。 

 

取組③－4153 消費生活の安定・向上 

◇消費生活に関する最新の事例の周知や対策に関する知識の普及啓発、出前講座の充実により、消費者ト

ラブルの未然防止を図ります。 

◇町消費生活センターと関係機関との連携体制を強化し、相談体制の充実と、被害が発生した場合の迅速

かつ適切な対応を促進します。 

◇地域における消費生活の普及啓発の担い手である消費者リーダーの育成を推進します。 

◇成年年齢引き下げに伴う消費者被害防止に向け、若者に向けた啓発活動を強化します。 

主な事業 消費行政推進事業 

●取組の成果● 

消費生活センターによる情報発信と相談体制が充実し、消費者からの相談に的確に対応しています。 
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第 2節 次世代へつなぐまちづくり 

1 ゼロカーボンシティの推進 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

ごみ資源化率 9.3(%) ↗ 

町民 1人 1日当たりごみ排出量 1,092（ｇ） ↘ 

 

■現状と課題 

現状 

●地球温暖化による異常気象や生態系への影響等、各地で環境問題が深刻化しており、温室効果ガスの

排出量の削減に向けた取組が世界規模で進められています。本町においても、2019 年 3 月の町第 4

期地球温暖化対策実行計画、2021年 1月の町第2次環境基本計画に基づき各種取組を進めており、

2022年 6月 21日には「阿見町ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、2050年までに二酸化炭素排出

量を実質ゼロとする目標を掲げています。 

●資源を大切にするごみのないまちを目指し、5R の普及・推進や、ごみの減量化、リサイクルに取り組ん

でいます。具体的には、生ごみ処理容器等の購入費補助や子ども会リサイクル環境教育事業助成金の交

付、小型家電や家庭用廃食用油の回収、エコ・ショップ認定制度等を行っています。また、環境教育の一

環として、例年、町内小学校の霞クリーンセンター施設見学の受け入れを実施しています。 

●ごみ処理施設については、焼却施設である霞クリーンセンター、最終処分場であるさくらクリーンセンタ

ーを町単独で保有しており、維持管理計画に基づく効率的な施設運営及び予防保全による維持補修に

より、安全かつ安定的な運営を図っています。 

●2021年度の国内の食品ロス推計値は523万 tになり、国民 1人当たり換算するとお茶碗 1杯分（約

114ｇ）の食べものが毎日捨てられている計算になります。食品ロスは、大量の食べ物が無駄になるば

かりではなく、可燃ごみとしての運搬、焼却の際の二酸化炭素排出、焼却後の灰の埋め立て等の環境負

荷につながっているため、本町では、食を大切にする意識の普及啓発やフードバンク等食品ロス対策を

進めています。 

 

 

 

2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを目指す「阿見町ゼロカーボンシティ」の

実現に向けて、省エネルギー化の推進、資源の有効活用、ごみの減量化等、循環型社会の構築に、町

民、企業、行政等が力を合わせ取り組んでいます。 
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課題 

●「阿見町ゼロカーボンシティ宣言」の実現に向け、具体的な行動計画を策定し、一般家庭、事業者等への

再生可能エネルギーの導入や 5Rの実践を推進していく必要があります。 

●本町における一人一日当たりのごみ排出量は、全国平均、県平均を上回っており、町民一人一人への意

識付けを含めた、ごみ減量化対策の強化を図る必要があります。 

●資源ごみについては、ステーション回収方式等による回収を行っており、リサイクル率は少しずつ上昇し

ているものの、県平均を下回っており、さらに分別収集を促進する仕組みづくりが必要です。 

●霞クリーンセンターは、1997年の竣工から 26年が経過し、施設の老朽化に伴う維持補修工事が増加

しています。 

●県ごみ処理広域化計画では、龍ケ崎市、牛久市、稲敷市、美浦村、阿見町、河内町、利根町が将来的に広

域化するブロックとしての案が示されています。ブロック内のごみ処理施設 4施設のうち本町も含めた

3施設は使用目標年度まで残された期間が短く、ごみ処理の広域化について7市町村及び関係団体と

具体的に検討・協議していく必要があります。 

●さくらクリーンセンターは、1998年に竣工され、埋立終了予定まで残り 10年あまりとなっていること

から、広域化の検討と合わせ、最終処分場の確保についても検討する必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇「阿見町ゼロカーボンシティ宣言」による二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指し、環境に配慮したライフ

スタイルへの転換や再生可能エネルギーの効果的な利用を促進します。 

〇町第 5期地球温暖化対策実行計画に基づき、公共施設内の温室効果ガスの排出削減に取り組みます。 

〇広報紙、あみメール等を活用し、町民や事業者が、温室効果ガスの排出抑制や 5R に取り組むための情

報を積極的に発信します。 

○町食品ロス削減推進計画に基づき、食品ロス削減に向けた取組を推進します。 

○霞クリーンセンター及びさくらクリーンセンターを適切に維持管理し、安全かつ安定的に運営します。 

 

 

〇環境問題の重要性を理解し、セミナーや環境保全活動に積極的に参加することが期待されます。 

〇エコカーやエコライフ、エコドライブ活動の実践等、町民一人一人が環境に配慮した行動を生活に取り入

れていくことが期待されます。 

行政の役割 

町民等の役割 
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〇再生可能エネルギーの重要性を理解し、LED 照明や太陽光発電等を、生活に取り入れていくことが期

待されます。 

○食品ロス削減を含めたごみを出さない工夫や分別を生活に取り入れていくとともに、ごみ出しのマナー

を守ることが期待されます。 

○行政区や子ども会でのリサイクル活動等、ごみ削減に向けた活動へ積極的に参加することが期待され

ます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－4211 地球環境保全の推進 

◇二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、行政、町民、事業者等が実行する具体的な取組を、先進事例を参

考に検討します。 

◇町環境基本計画に基づき、環境にやさしいまちづくりを実現するための施策を推進します。 

◇温室効果ガス排出量の削減のため、エコライフやエコドライブ活動等の取組の普及啓発を積極的に推進

します。 

主な事業 環境政策事業、地球温暖化対策事業 

●取組の成果● 

町民一人一人が、地球温暖化対策が地球の未来につながっていることを理解し、自らできる行動を考え、

実践しています。 

 

取組②－4212 ごみの再資源化と減量化 

◇町ごみ減量化連絡会議が策定する行動計画に基づき、町民一人一人が取り組むごみ減量化の目標を提

示し、ごみの減量化を全町的に推進します。 

◇町生ごみ処理容器等購入費補助金により、家庭から出る生ごみの減量化と再資源化を促進します。 

◇町子ども会リサイクル環境教育事業助成金により、再資源化に関する地域の取組を支援するとともに、

子どもたちの環境意識の向上を促進します。 

◇町食品ロス削減推進計画に基づき、食品ロス対策の強化を図ります。 

主な事業 ごみ減量化対策事業 

●取組の成果● 

ごみの発生抑制と再利用・再資源化が全町的な行動に発展し、資源循環型社会の形成が進んでいます。 
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取組③－4213 ごみ処理施設の適正な運営・維持管理 

◇霞クリーンセンターの保守点検、維持補修工事等を計画的に実施することにより施設の使用目標年数を

踏まえた延命化と安定稼働を図ります。 

◇県ごみ処理広域化計画で示されたごみ処理の広域化について、ブロック内の 7 市町村及び関係団体と

連携し、具体的に検討していきます。 

主な事業 施設維持管理事業 

●取組の成果● 

循環型社会の形成に向け、ごみ処理施設が適正に運営・維持管理されています。 

 

  



85 

第 2節 次世代へつなぐまちづくり 

2 自然環境の保全 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町森林整備事業整備面積 0.34 (ha) ↗ 

霞ケ浦水質検査 COD ―（mg/ℓ） ↘ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町は、日本で二番目に広い面積を有する霞ケ浦の南岸に面し、平地林が広がる緑豊かな稲敷台地に

あり、良好な自然環境と、霞ケ浦越しに筑波山を望むことができる素晴らしい自然景観を有していま

す。また、野草、野鳥、昆虫等の多種多様な動植物が生息し、谷津田、里山に代表される美しい日本の原

風景が残っています。この豊かな自然を次世代に良好なかたちで引き継ぐことが、現代を生きる私たち

の使命となっています。 

●平地林を活かした「ふれあいの森」では、全体面積 12ha の区域に五つの森と芝生広場や疎林広場、バ

ーベキュー広場等を配置し、自然観察や散策、スポーツ・レクリエーションの場として、多くの町民に利用

されています。 

●霞ケ浦の水質浄化と安定した水資源の確保に向け整備が進められている霞ヶ浦導水事業の早期完成に

向け、霞ヶ浦導水事業建設促進協議会に参画し、県、関係市町村と連携し、国への要望活動を行ってい

ます。 

●森林湖沼環境税を活用した浄化効果の高い高度処理型合併浄化槽の設置補助や下水道への接続補助

等により、生活排水対策の充実・強化を図っています。 

●町内を流れる清明川、花室川、乙戸川、桂川の 4 河川はすべて霞ケ浦に流入しています。霞ケ浦の水質

を監視する水質監視員を各河川 2名ずつ配置し、河川の異常等に即応できる体制を整えています。 

 

課題 

●農村地域は、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等多面的機

能を有しています。近年、農業者の減少や高齢化により、農業生産に伴う共同活動等により支えられて

きた多面的機能の発揮に支障が生じています。 

●木材価格の長期低迷や森林管理者の減少及び高齢化により、森林所有者個人で適切に管理していくこ

自然環境を保全する活動が多くの町民等によって支えられ、限りある自然資源を次世代に良好な

かたちで継承するまちづくりが進んでいます。 
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とが困難となっています。森林の公益的機能を維持していくための対策を講じる必要があります。 

●農業・農村の多面的機能の発揮と維持のため、高齢化等により活動の継続が困難になっている地域の

共同活動を支援するための対策を講じる必要があります。 

●泳げる霞ケ浦の実現は、条例等の規制強化だけでは困難であり、法令の遵守を促すとともに、霞ケ浦周

辺の住民、企業、行政が一体となって霞ケ浦水質浄化運動の推進に取り組むことが重要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇里山や荒廃した平地林の保全・整備を推進するため、保全・再生活動に取り組む町民、団体等を支援し

ます。 

〇農業・農村の多面的機能を維持・向上させる地域の共同活動を支援します。 

○高度処理型合併浄化槽の設置補助や下水道への接続補助等により、生活排水対策の充実・強化を図り

ます。 

〇国、県、霞ケ浦問題協議会等と連携し、霞ケ浦の浄化に関する意識啓発を図るとともに、イベント等の開

催を通して、霞ケ浦が持つ自然環境の魅力を積極的に発信します。 

 

 

〇町の自然環境の保全には多くの人々の協力が必要となっていることを理解し、NPO 法人等の活動に

積極的に参加することが期待されます。 

〇森林所有者は、森林が持つ機能を理解し、適正に管理することが期待されます。 

○霞ケ浦清掃大作戦、関係団体が主催するイベントや清掃活動等に参加し、霞ケ浦の環境美化に関心を持

つことが期待されます。 

○町民一人一人が霞ケ浦の水が生態系に循環していることを認識し、「私たちにできる霞ヶ浦浄化対策

10ヶ条」に取り組むことが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－4221 森林と平地林の保全 

◇森林等の保全・整備に向けた町森林整備計画に基づく取組を推進します。 

◇森林湖沼環境税を活用した身近なみどり整備推進事業により、荒廃した平地林等の森林整備を積極的

に支援します。 

◇農業・農村の有する多面的機能や地域資源の質的向上を図る共同活動を積極的に支援するととともに、

新規活動組織の立ち上げを促進します。 

◇ふれあいの森のトイレを再整備するとともに、老朽化したバーベキュー施設の改修等を含め、より多くの

人々の憩いの場となるよう再整備計画を策定し、計画的な整備を行います。 

主な事業 平地林保全整備事業、多面的機能支払交付金事業 

●取組の成果● 

荒廃した平地林等の森林整備が進み、農村環境が持つ多面的な機能が適切に保全され、ふれあいの森に

は多くの賑わいが生まれています。 

 

取組②－4222 霞ケ浦及び河川の水質保全 

◇「私たちにできる霞ヶ浦浄化対策 10ヶ条」の普及啓発を強化します。 

◇公共下水道、農業集落排水への加入、高度処理型合併浄化槽の普及を促進します。 

◇「泳げる霞ケ浦」を目指し、霞ケ浦流域 21 市町村で構成する霞ヶ浦問題協議会や町家庭排水浄化推進

協議会の活動を推進します。 

◇家庭用使用済み天ぷら油の回収や、水質浄化キャンペーン等を開催し、家庭排水の適正な処理を推進し

ます。 

◇霞ヶ浦導水事業の早期実現に向け、霞ヶ浦導水事業建設促進協議会の活動を推進します。 

主な事業 環境政策事業、浄化槽設置事業 

●取組の成果● 

霞ケ浦及び河川の水質浄化の取組が進むとともに、その豊かな水辺環境を体感できます。 
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第 2節 次世代へつなぐまちづくり 

3 良好な生活環境の確保 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

空き地の雑草苦情による指導後の対応率 90 (％) ↗ 

騒⾳・振動・悪臭等の指導後の対応率 100(％) → 

 

■現状と課題 

 

現状 

●野焼き、ごみのポイ捨て、ごみ集積所のごみの散乱、管理不全である空き地、空き家等のモラルの欠如

や管理の不徹底について、原因者に対する指導により是正を図っています。 

●生活公害となる、騒音、悪臭、水質汚濁、ほこり、ごみ等、生活環境に悪影響を及ぼす事案が発生した際

は、早期解消に向け原因者に対する指導により是正を図っています。 

●圏央道のインターチェンジが 2か所ある本町は、アクセス性の高さから、ゲリラ的不法投棄・不適正残土

が増加しています。不法投棄未然防止や早期発見に向け、平日日中に加え平日夜間及び土日祝日のパ

トロール、注意喚起看板の設置、監視カメラの設置等、不法投棄対策を強化しています。 

●町内には約 110 の工場・事業所が立地していることから産業活動による公害対策が重要となります。

騒音、振動については町全域が法及び県条例の規制対象となっています。また、工業団地内企業につい

ては、町と公害防止協定を締結し、定期的な検査と報告を求め公害の発生防止に努めています。 

●日常生活に欠かせない水を安全で清潔に保つため、上水道未整備地区の井戸水、霞ケ浦に流入する四

つの河川、工業団地からの排水の水質検査を実施しています。 

●ペットの飼養放棄、糞害、鳴き声等の問題に対しては、町動物の愛護及び管理に関する条例において、

飼い主の責務と遵守事項等を明らかにし、人と動物とが共生することのできる地域環境づくりを推進

しています。 

●放射能対策については、引き続き放射線モニタによる測定を継続し、測定結果を町ホームページで公表

しています。 

●防火や防犯、景観上の問題がある管理不全な空家等については、空家等対策の推進に関する特別措置

法のほか、町空家等対策の推進に関する条例及び施行規則、町空家等対策計画により対応しています。

2022年度末時点の空家等戸数は 562戸であり、そのうち特定空家等の認定をうけた物件は 4戸で

町民一人一人が環境美化活動に取り組み、動物愛護に理解を深めることにより、安全安心で快適

な生活環境が確保され、互いに暮らしやすいまちとなっています。 
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す。特定空家等のうち 1戸については 2023年 6月に除却を行いました。 

 

課題 

●空地の雑草の繁茂、野焼き、ごみのポイ捨て等、モラルの欠如や管理の不徹底に対しては、啓発活動と

ともに、監視・指導体制を強化していく必要があります。 

●夜間に人目の少ない場所を狙った建築廃材等の不法投棄は、悪質かつ巧妙化しながらゲリラ的に発生

していることから、町民の安全・安心な生活環境を守るため、その根絶が求められています。 

●ペットの飼養放棄、糞害、鳴き声、飼い主のいない猫に対する無責任な餌やり等の問題解決には、飼い

主のマナー意識の向上と地域の理解と協力が必要です。 

●空家等は今後も増加が見込まれ、その対策が急務となっていますが、土地・建物の所有者、管理者、相

続人等の確認及び権利関係の整理が煩雑かつ難解なケースが多く、対策の障害となっています。 

●特定空家等は、認定から除却までに数年を要していることから、生活環境の早期改善に向け、短期集中

的に対策を講じていく必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

■行政と町民等の役割 

 

○不法投棄パトロールによる監視を継続し、警察、県との連携を強化するとともに、警告看板、監視カメラ

の設置や通報体制の構築による未然防止に取り組みます。 

○町環境美化条例に基づき、環境保全の推進、美観の保護及び資源の有効利用を、町民、事業者等との協

働により推進します。 

○町内クリーン作戦の実施や各行政区等が実施するミニクリーン作戦の支援等により、行政と連携した住

民活動を促進します。 

○町民、事業者等に対して、環境美化を促進するため、知識の普及及び意識の向上に取り組みます。 

〇放射線モニタの測定結果を町ホームページで定期的に公表し、放射線量に関する正確な情報を周知し

ます。 

〇町動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、町民、飼い主等と連携し、人と動物との調和のとれた共

生社会の実現に向けた施策を総合的に推進します。 

○管理不全な空家等の発生を抑制するための啓発と空き家バンク等の利活用を促進します。 

〇管理不全な空家等の所有者等に対し、町空家等対策の推進に関する条例に基づき、必要な助言及び指

導を行います。 

行政の役割 



90 

 

〇不法投棄の発生を防止するため、所有地の適正管理、不法投棄禁止看板の設置等、危機管理意識の向

上と対策が期待されます。 

〇不法投棄を発見した時は、いち早く「不法投棄 110 番（0120-536-380）」に連絡することが期待さ

れます。 

○環境美化ボランティア活動等に積極的に参加することが期待されます。 

○町民一人一人が日常生活を発生源とする生活公害について正しい知識を身に着け、地域や近隣との良

好なコミュニケーションのもと、公害やトラブルの未然防止が期待されます。 

〇ペットの飼い主等は関係法令を遵守し、終生飼養に努め、みだりに繁殖しないための措置を講じるとと

もに、ペットの生態、習性等を理解し、周辺環境に配慮した飼養が期待されます。 

〇空家等の所有者等は、空家等が周辺の住環境に悪影響を及ぼさないよう、自らの責任と負担において

適正に管理するとともに、空き家バンク制度を積極的に活用していくことが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－4231 環境美化の取組強化 

◇不法投棄が懸念される箇所について、民間警備会社による夜間パトロール、環境保全監視員によるパト

ロールを実施するとともに、不法投棄禁止看板や監視カメラの設置等を行います。 

◇放置された雑草や雑排水等、生活環境に影響を与える通報があった場合には、現地確認の上、原因者へ

の指導等、適切に対処します。 

◇町民、事業者等と連携した環境美化活動を実施するとともに、知識の普及及び意識の向上を図ります。 

◇公害の発生を防ぐため、公害発生情報の収集と監視を強化し、問題発生を確認した際は、速やかに原因

者に指導するなど適切に対処します。 

主な事業 不法投棄対策事業、環境政策事業、公害対策事業 

●取組の成果● 

不法投棄根絶に向け町全体の監視体制が強化されるとともに、住民活動によって地域の環境や美観が保

たれています。 

  

町民等の役割 
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取組②－4232 動物愛護の意識啓発 

◇ペットの飼い主のモラル向上とマナーの徹底を図るための取組を推進します。 

◇飼い犬の登録や毎年の狂犬病予防注射の実施について、町民への啓発と指導に取り組みます。 

◇人と動物が共生できる地域環境づくりを実践するため、町動物愛護協議会が実施する譲渡会、一時預か

りボランティア等の事業を支援します。 

◇去勢又は不妊手術費用の一部を補助し、無秩序な繁殖による捨て犬、捨て猫等の発生を予防します。 

主な事業 動物愛護事業、狂犬病予防事業 

●取組の成果● 

動物の愛護と動物の適正な飼養及び管理についての関心と理解が深まり、ペットが家族の一員として大切

にされ、地域社会との調和が図られます。 

 

取組③－4233 空家対策の推進 

◇町内の空家等の実態調査を行い、空家等の所有者等への適正管理指導を強化し、特定空家等の除却を

促進し、管理不全な状態である空家等の解消に取り組みます。 

◇町空家等対策計画を改定し、増加傾向にある空家等への対策を総合的かつ計画的に推進します。 

◇空家等の有効活用を通して、空家等の管理不全を予防するため、空き家バンクの利活用を促進します。 

主な事業 空家等対策事業 

●取組の成果● 

空家等の適正な管理や除却が進み、良好な住環境が守られています。 
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第 5章 
快適でうるおいのあるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＫＧＩ指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 

 
第 1節 持続可能な都市づくり 
1 計画的な土地利用 

2 快適な市街地の整備 

3 交通体系・公共交通の充実 

4 道路の整備及び維持・修繕 

5 景観形成と公園・緑地の充実 

6 良好な住宅・住環境づくり 

第 2節 安定的な都市基盤づくり 
1 上水道の整備及び維持・管理 

2 下水道の整備及び維持・管理 

3 河川・水路の環境整備 

 

 

■SDGsの関連するゴール 

 

  

コンパクトシティの形成に向けた取組の推進、都市機能の誘導、公共交通の

充実、道路や多世代が憩える公園等の都市基盤の整備など、5万人都市にふ

さわしい安心して住み続けることのできるまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

1 計画的な土地利用 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

居住誘導区域内の人口密度 30 (人/ha) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●都市基盤整備や市街地開発等、計画的な土地利用を図ることで利便性の高い生活環境を整え快適なま

ちづくりを推進しています。近年は荒川本郷地区での住宅開発を主とした土地利用により、子育て世代

を中心に人口定着が進んでいます。 

●人口減少社会にも対応した持続可能な都市構造であるコンパクトシティへの再構築を実現するために、

2020年度に立地適正化計画を策定しました。 

●上本郷地区及び阿見東部工業団地周辺地区においては、開発ニーズや立地特性を鑑み市街化調整区域

の地区計画を定め、都市的土地利用を推進しています。 

●市街化調整区域においては、2018 年度に 6 地区（上島津、下島津、君島、上条、追原、福田の一部）に

おいて区域指定制度を導入しました。 

 

課題 

●新市街地では若年層を中心とした人口流入は継続して見られますが、市街化調整区域においての人口

流出や既成市街地の高齢化に対応した持続可能なまちづくりを推進していく必要があります。 

●土地区画整理事業として都市計画決定されたものの、事業が休止している地区については、まちづくり

の方向性を示し、地区計画制度等の活用による新たなまちづくりの推進方策の検討が必要です。 

●荒川本郷地区では、都市的土地利用への転換が進んでおり、適切な土地利用の誘導とともにまちの魅

力向上のため、用途地域や地区計画を変更していく必要があります。 

●上本郷中根区域の市街化調整区域については、既成市街地や周辺の土地利用の状況を見極め、将来に

向けた都市的土地利用の検討が必要です。 

●圏央道の供用開始により産業用地の需要が増大しているため、生産・流通ゾーン内で市街化調整区域

の地区計画等を活用した産業系土地利用の誘導を検討することが必要です。 

計画的な土地利用が行われ、快適で住み続けられるまちになっています。 
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●南平台地区については、周辺集落を含めた地域の拠点としての機能充実を図るため、良好な市街地環

境を維持するとともに、適切な土地利用の誘導を検討する必要があります。 

●農地や貴重な緑地の保全、集落地の生活環境の維持・保全を図るために、土地利用を誘導する際には、

自然環境との調和・共生を考慮することが必要です。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○農地・森林の保全と、都市の健全な発展、秩序ある整備が図られるよう、土地利用関連法の適切な運用

に努めます。 

 

 

○自然と共存し、ふるさととして町を守り、育むという観点から土地利用制度について理解を深めること

が望まれます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5111 適正な土地利用の推進 

◇立地適正化計画に基づくコンパクトシティの実現に向けた取組を推進します。 

◇立地適正化計画において設定した居住誘導区域内の人口密度を維持しながら、都市機能誘導区域へ生

活サービス施設を誘導することで生活利便性の向上を図ります。 

◇土地利用に関する関連法律の適正な運用を図り、市街地や産業基盤としての活用と、農地や林地の保

全との調和の取れた土地利用を推進します。 

主な事業 都市計画事務事業 

●取組の成果● 

持続可能な都市経営のために、合理的な土地利用の誘導がされています。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

2 快適な市街地の整備 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

牛久阿見インターチェンジ周辺開発事業推進率 ― (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●圏央道阿見東インターチェンジ周辺の有効な土地利用を図るために行われた、県による阿見吉原土地

区画整理事業は、2020 年度に換地処分、2021 年度末に事業が終了し、商業、流通、生産等と良好な

住宅環境が調和したまちづくりを進めています。 

●荒川本郷地区では、土地基盤整備公団（現、ＵＲ都市機構）から譲り受けた約 39ｈａの土地について、民

間のノウハウと資金の効果的な活用を図るため、公募方式による町有地の処分を行い、行政の適正な

指導の下に土地区画整理事業や開発行為による市街地整備が進捗しています。また、荒川本郷地区ま

ちづくり方針や地区計画により、良好な住環境が形成されています。 

 

課題 

●荒川本郷地区では、市街地整備が進み定住人口が増加していますが、整備と併せて新市街地として必

要とされる公共公益施設の整備が必要です。 

●圏央道インターチェンジ周辺地区、幹線道路沿線では、地域振興に資する新たな市街地の形成を目指

し、産業創出の拠点として、生産・流通系の土地利用を検討する必要があります。 

●上本郷中根地区については、広域的な土地利用の方針や、市街地開発の機運を見極め市街地整備につ

いて検討が必要です。 

 

5 万人都市の人口規模にふさわしい、すべての人が日常生活を快適に送ることができる都市機能

を備え、愛着を持って住み続けたいと感じられるまちになっています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○社会情勢や地区の特性を考慮しながら、計画的な市街地形成を推進します。 

○魅力ある市街地形成を進めるため、民間事業者と連携したまちづくりに取り組みます。 

 

 

○身近な地域やまちの環境に関心を持ち、ふるさととして誇りの持てるまちづくりに向け、進んでまちづ

くりに参加することが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5121 市街地開発と都市施設の整備 

◇地権者と連携を図り開発事業の支援を行い、適正かつ円滑な行政手続きを行います。 

◇町有地を活用した民間開発を適正に誘導し良好な市街地の形成と都市施設の整備を図ります。 

◇町有地を活用した民間開発を適正に誘導し、賑わいの創出とともに緑豊かでゆとりある市街地の形成

を図ります。 

主な事業 牛久阿見インターチェンジ周辺開発事業、荒川本郷地区まちづくり事業 

●取組の成果● 

生産・流通機能が集約した新たな市街地や賑わいと魅力のある都市拠点の形成に向けて、土地の高度利

用と都市基盤整備が進んでいます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

3 交通体系・公共交通の充実 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

デマンドタクシー「あみまるくん」の乗降客数 11,306 (人/年) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町を取り巻く広域的な公共交通網は、ＪＲ常磐線やつくばエクスプレス、常磐自動車道、圏央道等で構

成されています。 

●荒川本郷地区や吉原地区等の新市街地の形成とともに都市計画道路の整備により、ハード面での利便

性は着実に向上しています。 

●鉄道駅を擁していない本町にとって、町民の移動手段はマイカーもしくは家族等の送迎による自家用車

の利用が主となっていますが、路線バス、デマンドタクシー「あみまるくん」、スクールバス、タクシー等の

交通手段により、自動車の運転免許証を所有しない学生、高齢者、障害者等の交通弱者に対しても移動

手段を確保しています。 

●停留所の増設等、既存バス路線の運行事業者と運行改善の取組を進めています。 

●デマンドタクシー「あみまるくん」の利便性を向上させる施策を展開しています。 

 

課題 

●路線バスの利用者数の減少が進んでいる中で、本町で運行しているデマンドタクシー「あみまるくん」の

更なる利用促進を図る必要があります。 

●全国的な高齢化の進展による高齢ドライバーの交通事故、自動車運転免許証の自主返納者の増加によ

り、公共交通の必要性が一層高まっているため、免許を返納しても安心して暮らせる環境をつくる必要

があります。 

●駅までのアクセス手段として公共交通を利用する人が少ない状況であり、自家用車に依存せずとも駅

までアクセスできる手段を拡充する必要があります。 

 

地域の実情に合わせて公共交通が再編され、町内移動や駅までのアクセスがスムーズになってい

ます。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○町地域公共交通計画に基づき、地域特性に応じた持続可能な公共交通の実現に取り組みます。 

○地域公共交通の維持確保に向け、町民と一体となり、国、県、交通事業者に対し要請活動等を行いま

す。 

○公共交通機関利用促進のための啓発活動や情報提供を行います。 

 

 

○交通事業者は、利用者のニーズに対応した交通サービスを提供するとともに、利用促進に向けたＰＲや

関係機関との連携を強化することが期待されます。 

○地球環境の保全や公共交通の維持に関心を持ち、これまでよりも公共交通を利用していくことが期待

されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5131 公共交通の確保と利便性向上 

◇安心で暮らしやすいまちづくりを念頭に、町民のニーズに応じた地域公共交通の検討を実施します。 

◇路線バス事業者並びに利用者の支援について検討し、更なる利便性の維持・向上を図ります。 

◇デマンドタクシー「あみまるくん」の活発な利用を目指し、周知や利用機会の創出について検討します。 

主な事業 公共交通推進事業 

●取組の成果● 

地域特性に応じた持続可能な地域公共交通が実現されています。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

4 道路の整備及び維持・修繕 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町道整備進捗率 64 (％) ↗ 

荒川本郷地区都市計画道路の整備率 53.3 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●町民の生活に密着した道路は、歩行者や自動車の通行機能をはじめ、上下水道やガス等のライフライン

の収容空間や防災・減災に必要な空間機能等、様々な役割を担っています。市街地内の生活道路は、幅

員 4ｍ以上確保を原則とし、整備は概ね完了する見通しです。 

●歩行者や自転車利用者がより安全に安心して快適に移動できるよう、人にやさしい道路環境の形成を

図っていますが、既存道路の舗装や橋梁等の道路施設については、老朽化に伴う劣化が進んでおり、危

険箇所の早急な修繕のほかに、定期点検を基にした長寿命化計画に基づく計画的な修繕工事を行って

います。 

●都市計画道路は都市の骨格を形成し、都市の健全な発展と機能的な都市活動を確保するため、都市交

通における最も基幹的な道路です。本町には三つ 3 の市街地が存在しており、各市街地間での円滑な

移動連絡を図るため、広域的な道路ネットワークとして都市計画道路の整備を進めています。都市計画

道路の整備により市街地においては、良好な道路交通網の確立と生活道路における通過交通を排除

し、利便性と安全性の向上を図っています。 

 

課題 

●計画的な修繕を継続し、道路を良好な状態に保つとともに、予防保全や地域の実情に合った柔軟な道

路整備手法を取り入れ、将来の維持管理費用の削減を図る必要があります。また、道路排水について

は、流末が無く排水溝の設置ができない道路での新たな排水方法を検討する必要があります。 

●少子高齢化社会に対応するための道路のバリアフリー化、子どもの命を守るための通学路や未就学児

が集団で日常的に移動する経路の交通安全対策に力を入れる必要があります。 

●急速に市街化が進む荒川本郷地区においては、都市計画道路や地区施設道路が一部未整備であること

から、ボトルネックによる交通渋滞の発生や狭小な生活道路への車両の流入により、安全で安心な生活

誰もが安全で円滑に移動ができ、災害時や緊急時にも対応できる防災・減災に資する道路になっ

ています。 
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環境に影響を与えています。今後は地区内の道路環境の向上を目指し、都市計画道路の整備や開発行

為等に併せて地区施設道路を整備する必要があります。 

●町の東部には工業をはじめ、産業系の土地利用が形成されており、東西の幹線道路である都市計画道

路寺子・飯倉線の整備を進め、ＪＲ荒川沖駅を含め西部地区との交通機能の強化を図る必要がありま

す。 

●救急・医療の緊急時や災害時において、町内外の医療拠点や防災拠点を結ぶアクセス道路として広域的

な道路ネットワークを構築する必要があります。 

●都市計画道路の整備には多額の事業費と期間が掛かることから、財源の確保と地元の理解を得る必要

があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○将来交通量や費用対効果を踏まえ、中長期的な視点に立った計画的な整備を進めます。 

○町の骨格となる幹線道路ネットワークを確立し、災害時、緊急時における防災力の強化を進めます。 

○道路や橋梁の長寿命化とライフサイクルコストの縮減に取り組みます。 

○生活道路の整備と交通安全対策に当たっては、地域、学校、警察等との連携を強化し十分に住民との合

意形成を図ります。 

 

 

○安全で快適な道路を維持するために、危険箇所の通報等、情報提供が期待されます。 

○自治会をはじめ、町民が道路里親制度の理解を深め、道路の清掃や除草、花壇の管理等、地域が主体と

なって道路里親制度に取り組むことが期待されます。 

○計画的な道路整備に向け、事業の実施に対する理解を深めるとともに、安全で快適な道路を整備する

ための協力が望まれます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－5141 生活道路の整備・維持・修繕 

◇町道整備については、国の交付金制度等を活用するとともに、それぞれの地域の実情にあった手法を取

り入れることにより、一層の道路整備推進に努め、町民の生活環境の向上を図ります。 

◇道路や橋梁の定期的な点検結果を基に計画的修繕を進め、老朽化対策を図ります。 

◇地域の安全性と生活の利便性の向上に寄与するため、地区施設道路の整備を推進します。 

主な事業 道路新設改良事業、道路橋梁維持補修事業、（仮）地区施設道路整備事業 

●取組の成果● 

安全で快適な町道となり、町民の生活環境が向上しています。 

 

取組②－5142 都市計画道路の整備 

◇町の東西の道路ネットワークを強化するため、都市計画道路寺子・飯倉線の整備を推進します。 

◇急速に市街化が進む荒川本郷地区において安全・快適な道路環境を確保するため、都市計画道路の整

備を推進します。 

主な事業 都市計画道路寺子・飯倉線整備事業、荒川本郷地区都市計画道路整備事業 

●取組の成果● 

都市計画道路の整備により、安全・快適で地域の活性化を促す道路交通ネットワークが確立しています。 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

5 景観形成と公園・緑地の充実 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町民一人当たりの都市公園面積 7.7(㎡) ↗ 

公園緑地里親制度の活動箇所数 57 (か所) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町では、町景観条例に基づいた、町民の森制度や生垣の助成制度を実施しています。また、沿道の景

観を的確に誘導し、良好な状態を保つため、景観形成道路の指定を行うなど、景観に関する各種施策を

推進しています。 

●景観条例に基づき、うるおいあるまち並みと安全な生活環境を確保するため、町が費用の一部を負担

して生垣の設置を奨励しています。 

●公園は、自然や運動に親しめる施設として多くの町民にうるおいとゆとりの空間を提供しています。ま

た、災害時における都市の防災空間としての機能を有するなど、町民に安全安心の場を提供し、生活に

密着した都市の基盤となる施設です。 

●本町では、町全域の町民が運動に利用することを目的とした公園として町総合運動公園が整備され、ス

ポーツ・レクリエーション活動等に活用されています。市街地には、街区公園や近隣公園が整備され、身

近な自然との触れあいや地域コミュニティの形成等、多岐にわたり活用されています。 

●土地区画整理事業を実施した本郷第一地区や岡崎、中郷、吉原地区においては、計画的に公園の整備

が進められ新市街地における良好な住環境の提供が図られています。 

●しかし、既存市街地においては依然として公園が不足しており、都市公園法では、都市公園の住民一人

当りの面積は、10 ㎡以上が求められていますが、本町での町民一人当たりの都市公園面積は 2023

年 4月現在で 7.7㎡にとどまっています。 

●公園の施設については毎年点検を実施し老朽化への対応や安全性の確保を図っていますが、少子高齢

化の進展により地域住民の世代構成が変化したため、近隣住民のニーズに合わなくなり、利用率が低下

した公園もあります。 

 

 

町民にうるおいと安らぎを提供する良好な景観が育まれ、町民と行政による管理が行き届き、市

街地と緑が調和した美しく魅力あるまちになっています。 
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課題 

●貴重な自然環境の保全や市街地の緑化等を積極的に進めていく必要があります。 

●景観形成においては、公共空間だけではなく、宅地や建築物も景観を形成する要素となります。また、

良好な景観の創出や維持においては、町民や事業者の参画が不可欠であることから、今後も町民と行

政が協力しながら、美しい景観づくりや景観保全活動を推進していく必要があります。 

●町景観条例の対象となる建築行為等の届出者や設計者に施策の趣旨や制度を理解し、賛同してもらう

ことが必要です。 

●景観条例の制定から 20年以上が経過し、社会状況を踏まえて見直しが必要となっています。 

●近年急速に市街化が進む荒川本郷地区においては、開発単位の小さな公園が点在している状況である

ため、地域のコミュニティ形成を図るためにも近隣公園の整備が求められています。 

●現在利用されている公園・緑地の遊具やベンチ等の施設については、引き続き巡回や点検を強化して、

老朽化への対応、安全性の確保及び機能性の保持を図り、公園としての機能や美観に配慮した管理を

行う必要があります。 

●地域住民のニーズ等を踏まえた公園機能の見直しを行い、施設の更新時に遊具から休憩施設に変更す

るなど、公園設備の更新を進める必要があります。 

●公園・緑地の環境を維持していくには、公園緑地里親制度を活用した地域や町民との協働による維持管

理を推進していく必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○指定された景観形成道路については、沿道景観形成基準に基づき、美しい景観となるよう誘導します。 

○新規路線についても、必要に応じて景観形成施策を展開します。 

○うるおいのある市街地形成を創出するため「町民の森」を指定します。 

○公園に対する関心や親しみが持てるよう、公園利用者の意見を取り入れた公園づくりに取り組みます。 

○公園を安心安全に利用できるように、定期的な点検や施設の修繕を行います。 

○公園に愛着を持って利用してもらうために、公園里親制度の拡充を図ります。 

 

 

○町民や企業は、本町の景観形成施策の趣旨を理解し、協働の取組を積極的に行うことが期待されます。 

行政の役割 

町民等の役割 
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○市街地の緑の確保及び里山の保全に関わることが期待されます。 

○美しい景観づくりを進めるため、助成金制度の活用が期待されます。 

○町が行う公園利用者の意見を取り入れた公園づくりに、積極的に参加することが期待されます。 

○公園の利用に当たっては、ルールやマナーを遵守し、すべての世代で誰もが利用したくなる空間の創出

に努めることが期待されます。 

○公園に対する関心や親しみを持ち、町と協働して公園管理に取り組むことが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5151 景観の保全と街並みづくり 

◇魅力あるまち並みづくりを推進するため、町民や企業に対し、景観についての意識啓発を行います。 

◇町民との協働により、美しい景観を確保するための取組を行います。 

◇町景観審議会において、各種助成金は制度等の再検討を諮ります。 

主な事業 景観形成事業 

●取組の成果● 

町民や企業の協力により、美しく魅力ある景観となっています。 

 

取組②－5152 安全で快適な公園・緑地の整備と維持管理 

◇人口が急増している荒川本郷地区に地域の顔となる公園を整備し、賑わいと交流拠点を創出します。 

◇公園緑地里親制度に関する案内、情報提供を幅広い層に行い、公園緑地里親の活動箇所数の増加と公

園に対する愛着心の向上に努めます。 

◇安心で快適な環境を維持するために見回りや点検、計画的な修繕改修を行い使用不可と診断される遊

具の低減に努めます。 

主な事業 公園緑地整備事業、公園緑地運営管理事業、公園緑地維持修繕事業 

●取組の成果● 

公園や緑地により、うるおいと安らぎの公共空間が提供され、町民が安心して快適に利用しています。 
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第 1節 持続可能な都市づくり 

6 良好な住宅・住環境づくり 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

「空き家バンク」物件登録数 3 (件/年) ↗ 

町営住宅の入居率 77 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町は、近年、急激に人口が増加しており、今後も住宅需要が見込まれます。 

●建物の老朽化やライフスタイルの変化に伴い、耐震化が必要な建物や空き家が見られるため、旧耐震基

準で建築された木造住宅の耐震性を確保する耐震化支援や、空き家バンク制度を導入し、空き家を利

用したい人と利用してもらいたい人のマッチングを行っています。 

●町内の大規模盛土造成地では、大地震時等における滑動崩落や液状化による宅地の被害を軽減するた

め、変動予測調査を行い住民への情報提供等を行っています。 

●町営住宅については、2022 年度末現在、6 団地 134 棟 301 戸の管理を行っていますが、曙アパー

トを除く 5 団地 115 棟 142 戸については、用途廃止の方針となっているため、修繕は最小限にとど

め、退去後は新たな入居者を募集せず解体を進めています。 

 

課題 

●既成市街地では、狭小道路が散在しており、住宅密集地等においては、防災機能の向上等、安全で安心

な住環境を形成していく必要があります。また、新市街地における住宅地については、将来にわたって

良好な住環境が守られるよう、地区計画制度により適正な誘導を図っていく必要があります。 

●住宅所有者の死亡や転居、実家を相続した子等が居住しないなど、様々な理由により、管理不全な建物

が増加しています。そのような空き家が、住環境の安全・安心を脅かす一因となることや、地域の活力

を低下させることが懸念されます。 

●空き家バンク制度について、物件の登録件数が少なく、十分に機能していないため、制度の見直しを検

討するとともに、周知の徹底を図る必要があります。 

●大規模盛土造成地における優先度評価を行った箇所については、第二次スクリーニング調査を行い、安

町民が快適で安心して暮らせる住環境が整っています。 
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全性を確認する必要があります。 

●町営住宅については、老朽化が進んだ施設を今後も長期間安全に使用するため、施設の修繕だけでな

く、給湯設備の設置等、現在のライフスタイルにあった設備を整備することにより、町営住宅の更なる有

効活用を図る必要があります。また、入居者の高齢化や現状を踏まえ、ユニバーサルデザインを意識し

た整備を進める必要があります。 

●用途廃止とした町営住宅跡地の利活用についても、町有地の有効利用を図るため、検討を進める必要

があります。 

●住宅使用料の納付については、収納率の低下に対し、入居者への啓発を積極的に行う必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○新たな市街地、既成市街地等、それぞれの課題・特性に応じた規制・誘導策の提案、町民意識啓発等に

取り組みます。 

○町民に対し、地震のリスクや建築物の耐震性確保の必要性について啓発するための諸策を講じます。 

○空き家バンク制度の周知徹底を行い、空き家所有者に対して利活用を促します。 

○曙アパートを入居しやすい居住環境に整えます。 

○使用料の納入について、啓発を行い、収納率の向上を図ります。 

 

 

○計画的に土地・建物利用を規制・誘導し、良好な市街地の形成を図る地区計画制度に対する理解と協力

が期待されます。 

○住環境の向上についての意識を高め、建替え時のセットバック等への理解が期待されます。 

○1981年以前の建築物所有者は、建築物の耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修に努めます。 

○空き家の所有者は、適正な管理と空き家バンク制度の利用による利活用が望まれます。 

○使用料を適切に納付し、住環境の保全に努めるなど、町営住宅の適切な利用が期待されます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－5161 持続可能な住環境づくり 

◇土地区画整理事業実施地区、住宅開発地区等の大規模開発行為等においては、良好な住環境の維持・

向上を図るため公共公益的施設整備基準に基づき適正な指導を行います。 

◇既存市街地においては、住宅地内道路のスピード抑制対策、狭小道路のセットバック誘導等、身近な環

境改善を着実に進めると同時に、地区計画制度の活用に努めます。 

◇建築物の所有者が耐震診断・耐震改修を実現するに当たっての費用に対する助成や税制優遇等の支援

を実施し、耐震改修等の円滑な実施を促します。 

◇住環境を保全し、地域の活力を維持するため、改修費用や家財道具等の処分費用の一部補助を行い、空

家等の利活用を図ります。 

主な事業 開発指導事業、建築指導事業、空家等対策事業 

●取組の成果● 

基準に基づいて適正に開発が進められるとともに、耐震化や空家等の利活用により良好な住環境となっ

ています。 

 

取組②－5162 町営住宅の維持・管理 

◇町公営住宅等長寿命化計画に基づき、曙アパートの長寿命化工事を実施します。 

◇曙アパートについては、老朽化が進んだ施設の修繕だけでなく、現在のライフスタイルにあった設備の整

備やユニバーサルデザインを意識した整備を進め、有効利用を図ります。 

◇曙アパート以外についても、必要最小限の修繕を実施しますが、既入居者の退去後には解体します。 

主な事業 町営住宅長寿命化事業、住宅維持管理事業 

●取組の成果● 

改修された曙アパートが有効活用され、入居者が安心して快適に生活しています。 

 

  



109 

第 2節 安定的な都市基盤づくり 

1 上水道の整備及び維持・管理 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

給水普及率 88.6 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●1964年度に本町の一部区域において上水道の供用を開始して以降、市街地部から順次水道管の整備

を実施しており、2028 年度を目標に町内全域にわたる拡張整備を推進しています。また、老朽化した

水道施設や非耐震化施設の更新事業を計画的に実施しています。 

●2021 年度策定の県水道ビジョンにおいて、人口減少や老朽化施設対策等の様々な課題に対応してい

くため、県内の水道を一元化する将来目標が掲げられ、現在は当面の段階的な経営統合に向けて検討

が進められています。 

 

課題 

●本町の給水普及率は、2022 年度末で 88．6％と全国平均及び県平均を下回っており、井戸水等の利

用における水質面での課題や水道事業の安定した経営に影響が及ぶことが考えられることから、早期

の水道管の拡張整備と併せて、水道利用者の増加による普及率の向上を図る必要があります。 

●施設の老朽化が進行していくとともに、水道管の耐震化が図られないことが大きな課題となっている

ことから、中長期的な視点により計画的に更新事業を推進する必要があります。 

●将来的な人口減少に伴う料金収入の減少や、施設の更新に伴う費用の増額等の課題により、安定した

経営を維持することが困難となることから、経営統合への参画を含めた方針検討を行う必要がありま

す。 

 

町内全域で、安全・安心な水道水が利用できます。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○水道管の拡張整備を推進します。 

○給水普及率の向上を図ります。 

○水道施設の更新・耐震化を進めます。 

 

 

○水資源の大切さを理解し、節水に努めます。 

○給水設備を適切に管理し、漏水の抑制に努めます。 

○上水道料金を適切に納付します。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5211 水道水の安定供給 

◇2028年度完了を目標に、未整備地区への水道管拡張整備を実施します。 

◇拡張整備により新たに接続が可能となった地域や未接続世帯に対して、加入分担金に対する補助制度

を活用しながら、水道加入を促進します。 

◇計画的な水道管の更新及び耐震化を推進します。 

主な事業 配水施設整備事業、老朽管等布設替事業 

●取組の成果● 

町内全域に安全でおいしい水道水を安定的に供給できています。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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第 2節 安定的な都市基盤づくり 

2 下水道の整備及び維持・管理 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

公共下水道供用開始率 82.2 (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●公共下水道については、1984 年に本町の一部区域において供用を開始して以降、既成市街地におけ

る整備は概ね完了し、現在は新市街地である荒川本郷地区や、市街化調整区域である筑見地区等の整

備を実施しています。今後は、福田工業団地や大規模開発等に伴う下水道の新規整備を予定していま

す。また、老朽化が進行する下水道施設について、計画的な更新事業を実施しています。 

●農業集落排水については、市街化調整区域に 4 地区あるすべての処理場において老朽化が進行し、大

規模な改修工事が必要な状況となりましたが、処理区域内人口の減少に伴い使用料収入が減少するな

ど、大規模改修等の適切な維持管理の実施が困難な状況となったため、2022 年度策定の県生活排水

ベストプランにおいて農業集落排水を廃止し、公共下水道へ統合する計画を策定しました。 

●霞ケ浦等の水質を改善することを目的に、公共下水道及び農業集落排水への未接続世帯に対し、接続

工事費用の一部を補助する制度を設け、下水道利用者の増加を推進しています。 

●公共下水道事業や農業集落排水事業以外の地域については、森林湖沼環境税の財源を活用して、環境

配慮型の高度処理型浄化槽の普及と維持管理の啓発に取り組んでおり、直近 3 年間では合計 183 件

補助しています。 

 

課題 

●生活環境の向上や下水道事業の安定経営を図るため、公共下水道整備の早期実施を推進する必要が

あります。 

●公共下水道の新規整備に当たっては、大規模開発等の動向を踏まえた適正な計画により、民間事業者

との協働による事業を展開する必要があります。 

●下水道施設の老朽化に伴い、更新事業の費用が増加していく見込みであることから、中長期的な視点

により計画的に更新事業を推進する必要があります。 

●公共下水道事業や農業集落排水事業以外の地域については、引き続き、浄化槽の積極的な普及推進と

適正かつ計画的に下水道事業が展開されたことにより、町民の生活環境が向上するとともに、河

川・霞ケ浦の水質が改善されています。 
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適正な維持管理の啓発を行う必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○公共下水道の計画的な整備・更新及び維持管理を推進します。 

○下水道接続率の向上を図ります。 

○農業集落排水の公共下水道への統合を見据えた効率的な維持管理を行います。 

○環境配慮型の高度処理型浄化槽の普及と維持管理の啓発に取り組みます。 

 

 

○下水道料金を適切に納付します。 

○下水道に油やごみ等を流さないように努めます。 

○環境配慮型の高度処理型浄化槽の設置についての理解を深め、浄化槽の適切な維持管理を行うことが

期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5221 生活排水等の適正な処理 

◇公共下水道の計画的かつ、大規模開発等の進捗に合わせた適正な整備を推進します。 

◇接続補助制度の活用等によって下水道への接続を推進し、未接続世帯の解消に努めます。 

◇計画的な下水道施設の更新を推進します。 

◇高度処理型浄化槽の設置に対する補助金を交付するなど、高度処理型浄化槽の普及促進を図ります。 

主な事業 公共下水道整備事業（汚水）、浄化槽設置事業、農業集落排水事業 

●取組の成果● 

排水処理施設等の整備が進み、町民の生活環境と霞ケ浦や河川の水質が改善されています。 

 

 

 

行政の役割 

町民等の役割 
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第 2節 安定的な都市基盤づくり 

3 河川・水路の環境整備 

 

■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

水路の計画修繕の進捗率 ― (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●河川は、町内に整備された多くの水路と霞ケ浦をつなぐ治水に関する重要な役割を果たすとともに、漁

業、農業用水、動植物の生息地やオープンスペース等、治水や産業のみならず多面的な機能を有し、身

近な自然環境を構成する重要な要素となっています。 

●町内を流れる河川は、花室川、清明川、乙戸川、桂川があり、県の管理する花室川、清明川、桂川につい

ては、概ね改修工事が完了していますが、乙戸川には未改修区間があり、沿川の農地や道路の冠水が発

生していることから、管理者である県に対して整備の要望を行っています。また、桂川の沿川でも、集中

豪雨等により冠水被害が生じています。 

●桂川の町が管理する区域については、河川愛護活動として除草や清掃等を桂川沿川の行政区を中心と

した団体にご協力いただきながら管理を行っています。 

●また、町内の整備された水路についても、河川や霞ケ浦等へ適切に流下するよう管理を行っています。 

●都市排水路については、新市街地である荒川本郷地区の雨水排水施設を中心に整備を実施していま

す。 

 

課題 

●近年、短時間降雨量が増加していることに併せて、都市化が進むことにより、河川や水路に流れ込む水

量が増加していると考えられることから、冠水等の水害を防止するために放流水量の抑制対策や貯留

対策等を検討する必要があります。特に、冠水等の被害が発生している桂川では、具体的な治水対策を

検討する必要があります。 

●土や落ち葉の堆積、路肩の草の繁茂により水の流れが阻害されないよう適切に清掃や除草等を行う必

要がありますが、すべての水路を定期的に行うことは難しいため、計画的に水路路肩のコンクリート化

や蓋掛け等について検討を進める必要があります。 

●河川に愛着を持つとともに河川沿川の環境美化のため、河川愛護活動として桂川沿川の行政区を中心

治水や親水性など河川の持つ様々な機能が発揮され、浸水被害が少なく、河川が身近に感じられ

るまちになっています。 
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に清掃ボランティアを実施していますが、参加者の高齢化等により活動が困難となる団体が増加してい

ることが課題となっています。 

●荒川本郷地区の都市排水路事業については、良好なまちづくりを早期に実現させるため、民間事業者

との連携により整備を推進する必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○親水性豊かな河川となるよう、河川環境の保全に取り組みます。 

○河川の破損箇所の早期修繕に努め、安全な環境を維持します。 

 

 

○河川の清掃や環境保全に対して関心を持ち、各種の活動へ参加することが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－5231 河川環境と雨水施設の保全と整備 

◇河川愛護活動を支援するとともに、活動外の区域の環境保全を行います。 

◇近年増加傾向にある短時間降雨による浸水被害等の発生を防止するため、雨水流出の抑制を検討する

とともに、水路の修繕や清掃を行います。特に準用河川である桂川については、中長期的な視点で治水

対策を検討します。 

◇破損箇所の早期修繕に努めるとともに、水路路肩のコンクリート化や防草シート対応等により、路肩の浸

食による水路の破損を抑え、除草作業等の回数の抑制を行い、修繕費及び除草委託料の縮減を図りま

す。 

主な事業 河川維持補修事業、都市排水路管理事業、公共下水道整備事業（雨水） 

●取組の成果● 

河川や水路が適切に管理され、浸水等の発生が抑制されています。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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第 6章 
活力ある魅力的なまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KGI指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 

 
第 1節 賑わいのあるまちづくり 
1 活力ある農業の振興 

2 商工業の活性化 

3 地域資源を活かした観光の振興 

 

 

■SDGsの関連するゴール 

 

  

6次産業化や特産品化等による農業生産性の向上、圏央道を活かした商工

業の活性化、雇用の場の確保、霞ケ浦を活かした魅力的な観光の振興等、地域

特性を活かし、職住近接の賑わいあふれるまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 賑わいのあるまちづくり 

1 活力ある農業の振興 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

認定農業者数 90 (人) ↗ 

農業体験事業メニュー数 7 (種類) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●農業従事者の高齢化や担い手の減少により農家数、農業就業人口も年々減少し、それに伴って経営耕

地面積の減少、耕作放棄地の増加等、地域農業の土地利用等についても深刻な問題となっています。さ

らに、生産コストの高騰や農産物価格の長期的な低迷等、農業を取り巻く環境はますます厳しくなって

います。 

●農地は食料の生産だけでなく、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、交流の場等の多面

的機能を有していますが、近年では、農家の減少や高齢化により、農地や農業用水、ため池等の農村地

域の資源を、農家だけで適切に保全し、管理することが難しくなってきています。 

●町の認定農業者で組織される認定農業者連絡協議会においては、夢と希望が持てる農業・農村を実現

し、地域農業の発展に寄与するための様々な活動が行なわれています。また、町の農業後継者で組織さ

れる阿見サンクラブにおいては、農業後継者の若い力を集結し、農政活動や地域農業の発展に寄与す

る活動が行なわれています。 

●施設の老朽化が著しい土地改良区等においては、効率的な運用や農業水利施設の修繕が行なわれ、農

村環境や生産性の向上が図られています。また、石川地区において、農地の生産性向上や担い手の育

成、担い手への農地集積を加速させ、農業経営の安定化を図るため、県施行による農地基盤整備事業

が進められています。 

●産学官連携については、茨城大学や東京農業大学の強みを活かし、地域農業の課題解決や活性化に向

けた実証実験や共同研究に取り組んでいます。 

●町内における特産品としては、2017年度に県の銘柄産地指定を受けたレンコン、県銘柄推進産地とな

っている大玉西瓜、耕作放棄地対策で生産拡大した常陸秋そば、県と連携し産地拡大に取り組んでいる

かんしょ等があげられます。 

●農業体験は、農産物の生産現場を目の当たりにし、身を持って体験することで、食や農業に対する関心

農業の持続的な発展のための、生産性向上の取組や、農林水産物のブランド化による魅力度向上

により、意欲ある認定農業者や新規就農者・農業後継者が増加し、地域農業の振興と活性化が図ら

れています。 
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や理解が深まるとともに、生産者への感謝や食料を大切にする気持ちが育まれ、町の魅力発信にもつ

ながるものです。本町では南高梅やブルーベリー、イチゴ、ぶどう、梨等の味覚狩り体験の他、サツマイ

モ掘り体験、田植え・稲刈り体験、タケノコ掘り体験、常陸秋そばのそば打ち体験、レンコンの収穫体験

等の農業体験が行われています。グリーンツーリズムについては、都心等からも関心があります。 

●学校給食では、ご飯はすべて町内産米で賄われています。また、野菜は、できる限り町内産を使用して

います。 

 

課題 

●地域の農業の担い手である認定農業者は、高齢化が進んでいることから、認定農業者の活動の活性化、

育成を図るとともに、将来における町の農業を支える人材となる青年層の新規就農者や農業後継者を

確保し、定着を促進することが必要です。また、農産物を活用した 6 次産業化を進めるなど、農業の活

性化や所得向上を図る必要があります。 

●地域の共同活動により農村の多面的機能を維持し・向上させていく必要があります。農家の減少や高齢

化により、地域の共同活動の継続が困難な地域が生じています。 

●農業者・行政・農業協同組合（ＪＡ）が連携し、国や県の支援策を効果的に活用していくとともに、本町独

自の振興策を検討・実施していく必要があります。 

●地域の話し合いの中で、地域農業における中心経営体や地域農業の在り方を示した地域計画や目標地

図を作成し、計画的に担い手への農地集積や農業水利施設の修繕等を図ることにより、耕作放棄地の

解消や地域農業の維持に取り組む必要があります。 

●農業体験やグリーンツーリズムについては、体験メニューの拡充や、必要な農具、更衣室等のインフラ整

備、協力農家の確保、人材の育成等が必要となっています。 

●地場産物の町内での消費を推進し、安定した農業経営の促進を図ることが必要ですが、今後、農家数が

減少することで地場産物の十分な生産・流通を維持することができるかが課題となっています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○県・ＪＡ・大学等、関係機関と連携し、地域農業の戦略づくりを行っていくとともに、地域の特性を活かし

た農産物の生産振興に取り組みます。 

○地域計画や目標地図を活用し、農地の担い手への利用調整やマッチングを行います。 

○地域農業の担い手である認定農業者に対し支援を行います。 

○次世代を担う新規就農者や農業後継者の発掘・育成に努めます。 

行政の役割 
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○農村の多面的機能を維持・向上させる地域の共同活動を支援します。 

○町内産農産物を積極的にＰＲするとともに、茨城大学や東京農業大学と連携し、新たな地産地消や農業

体験の取組を推進します。 

 

 

○農業者は自らの経営ビジョンを構築するとともに、情報や支援策を有効に活用した地域の特性を活か

した積極的な取組が期待されます。 

○農業者や農地所有者は、地域での話し合いの中からその地域の農業の在り方を考え、農地の有効活用

のため担い手に協力することが期待されます。 

○耕作放棄地について、町の活用方策等を積極的に活用し、農地として再生利用していくことが期待され

ます。 

○認定農業者は、農業経営目標に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めることが期待され

ます。 

○新規就農者や農業後継者は、将来の地域の農業の担い手であるという自覚を持ち、自らの経営ビジョ

ンの構築や経営の安定化が期待されます。 

○地域の共同活動に積極的に参加し、農村の持つ多面的機能の維持・向上が期待されます。 

○農業者や各種団体は、地域のニーズを把握し、安全・安心で質の高い農産物を生産し、消費者は地元産

の農産物の購入を心がけることが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－6111 農業の生産性の向上 

◇地域の特性を活かした農産物の生産振興に継続して取り組みます。 

◇地域の特性を活かした新たな品目の導入を推進し、あわせて地域資源の有効活用を図ります。 

◇地域資源を活用した６次産業化の取組を支援します。 

◇生産性と収益性が高く効率的で安定的な農業経営体を育成します。 

主な事業 農業振興推進事業 

●取組の成果● 

担い手が中心となり、地域の特性を活かした農産物の生産の定着と産地化が促進されています。 

 

  

町民等の役割 
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取組②－6112 優良農地の保全と担い手への集積・集約化 

◇農地中間管理事業を活用し、地域の意欲ある農業の担い手へ農地の集積・集約化を図ります。 

◇耕作放棄地を農地に再生する取組に対し支援します。 

主な事業 農地集積加速化支援事業、耕作放棄地再生利用対策事業 

●取組の成果● 

農用地の効率的かつ総合的な利用が図られています。 

 

取組③－6113 担い手の確保・育成 

◇地域農業の担い手である認定農業者の育成・支援を行います。 

◇地域農業の将来を担う新規就農者の定着・育成を促進します。 

◇農業後継者の農業経営引継ぎ段階の意欲ある取組に対し支援を行います。 

主な事業 新規就農者支援事業、農業後継者支援対策事業 

●取組の成果● 

次世代農業の担い手となる新規就農者や農業後継者が確保・育成され、地域農業の振興と活性化が図ら

れています。 

 

取組④－6114 生産基盤の整備と保全 

◇農業・農村の有する地域資源の多面的な機能の維持・向上を図る地域の共同活動を支援します。 

◇地域農業を支える農業生産基盤の整備を進め、生産性の向上と営農効率を高め、農業経営の安定を図

ります。 

主な事業 多面的機能支払交付金事業、農業生産基盤整備事業、石川地区県営土地改良事業 

●取組の成果● 

地域資源の適切な保全管理が推進され、多面的機能の発揮と農村の振興が図られています。 

 

取組⑤－6115 地産地消の推進 

◇地域で生産された安全・安心な農産物の町内での消費を推進し、農業者の生産意欲の向上と安定した

農業経営の促進を図り、地産地消を推進します。 

◇地域の農業の魅力発信と食育につながる農業体験の推進を図ります。 

◇学校給食には、町内産の米や野菜をできる限り使用し、食農教育を推進します。 

主な事業 食育活動事業 

●取組の成果● 

町民が、地域で生産された農産物を通して、農業の振興と町民の健康で豊かな食生活が営まれています。 
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第 1節 賑わいのあるまちづくり 

2 商工業の活性化 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町創業支援利用者数 62 (者) ↗ 

1人当たりの町民所得額 
3,164 (千円) 

 (2019年) 
↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●荒川本郷地区及び吉原地区においては、大型商業施設の出店や新たな市街地形成による人口定着に伴

い、小規模な商業施設の出店が進んでいます。 

●企業誘致については、首都圏との近接性や圏央道のインターチェンジによる本町の優位性により阿見東

部工業団地はすべての区画が埋まり、阿見吉原土地区画整理事業地内の業務用地においても完売とな

るなど、町内への企業の立地が進んでいます。 

●大型商業施設や沿道型商業施設の出店及び工場や物流施設等の立地がみられるものの、既存の中小企

業における活力の低下もみられます。 

●新型コロナウイルス感染症が発生した当初は、求人が急激に減り就業が難しい状況にありましたが、現

在の有効求人倍率はコロナ前の水準に戻りつつあります。 

●町を含むハローワーク土浦管内においては、有効求人倍率が高い水準になっており、企業の人材確保

が難しくなっています。 

●就業環境の改善につながる同一労働同一賃金や割増賃金率の引き上げ等を含む働き方改革関連法の

施行が、複数の法令により異なる施行時期で進められています。 

 

課題 

●阿見吉原地区では、売却されたもののまだ建物が建てられていない土地もあるため、当該用地への企

業の進出を促す必要があります。 

●既存立地企業による新たな設備投資を促すため、重点促進地域等における事業環境の見直しや新たな

施策を検討する必要があります。 

圏央道等の広域的なポテンシャルにより、新たな企業の立地や既存企業による設備投資等が進む

とともに、大企業と中小企業との連携等により地域産業の活性化も進み、雇用の創出と地域経済

の活力につながっています。 
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●地域産業の活性化を図るため、活力の低下がみられる業種を中心に、大企業と中小企業との取り引き

や連携を促進する必要があります。 

●中小企業における経営の安定化を図るため、事業改善や資金調達、特産品開発等の支援を継続して行

う必要があります。 

●企業の人材確保を支援し、町民の町内雇用の確保並びに若者等の定住促進を図るため、町内企業の求

人情報を常時提供していくとともに、ハローワークや企業と連携した雇用対策を行っていく必要があり

ます。 

●町内企業における働き方改革関連法等の法令遵守を促進するため、法令の概要や改正内容等の周知を

図る必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○事業環境の変化に対する企業の主体的な取組を支援します。 

○中小企業の経営安定化のための支援を行います。 

○町創業支援ネットワークを活かし、起業希望者が適切に開業できるよう、各種支援を行います。 

○阿見吉原地区における未利用地等への企業立地を促進します。 

○町民の雇用機会が確保されるよう、町内求人情報の提供や雇用対策に取り組みます。 

○町内企業が働き方改革関連法等の法令を遵守できるよう、法令の概要や改正内容等の周知に取り組み

ます。 

 

 

○商工会は、事業ニーズを見極め、企業が適切にサービスを提供できるよう支援することが期待されま

す。 

○中小企業は、国や県、町の補助制度等を主体的に活用し、経営改善等に取り組むことが望まれます。 

○町民は、町内企業の利用に努めることが望まれます。 

○起業を考えている町民は、積極的に創業支援を活用し、町の産業の担い手となることが期待されます。 

○町民は、町内企業への就業に努めることが望まれます。 

○町内企業は、働き方改革関連法等の法令遵守が望まれます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－6121 商業環境の充実 

◇商工会と連携を強化し、企業間取引の促進や各種補助事業等の活用により、産業活動を支援します。 

◇出店機会の創出を図るため、町の補助事業の活用等により特産品開発や 6次産業化を支援します。 

◇町創業支援ネットワークにより創業支援機関との連携を強化し、創業希望者の開業を支援します。 

◇県信用保証協会と連携し、自治金融制度や各種保証制度等により中小企業の資金調達を支援します。 

主な事業 商工振興事業、創業支援事業、中小企業金融支援事業 

●取組の成果● 

新規事業等に取り組む事業者や町内で開業する事業者が増え、様々な産業活動が活発に行われていま

す。 

 

取組②－6122 企業誘致と連携体制の強化 

◇県等と連携し、産業立地セミナー等により町の事業環境や優遇措置等をＰＲします。 

◇ハローワークとの連携を深め、雇用支援策を拡充することで、町内企業の人材確保を支援します。 

◇各種施策により生産性を向上させる設備等の導入を支援します。 

主な事業 企業誘致事業、雇用促進事業 

●取組の成果● 

新規企業が立地するとともに、町内企業も人材確保や設備導入等により生産性が向上し、地域経済が成長

しています。 

 

取組③－6123 雇用対策の促進 

◇ハローワーク等と連携し、就職転職フェアの開催等により、町民の町内企業への就職を支援します。 

◇雇用促進奨励金等により、新規立地企業が町民を雇用しやすい環境を醸成します。 

主な事業 雇用促進事業、企業誘致事業 

●取組の成果● 

町内で働く町民が増え、町民の所得が向上しています。 
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第 1節 賑わいのあるまちづくり 

3 地域資源を活かした観光の振興 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

レンタサイクル貸出数 80 (台) ↗ 

あみコミュニケーションセンター来客数 11,108 (人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●観光は、少子高齢化や人口減少社会を迎える日本において、内需や雇用機会の拡大等、幅広い産業に

経済効果をもたらすとともに、地方創生の役割を果たす 21 世紀の成長産業として位置づけられ、国は

観光立国推進基本方針計画を策定し、様々な施策を講じています。本町においても、このような背景を

踏まえ、町内の地域資源を再認識・再評価し、多様化する観光ニーズを正確に捉え、町民が気軽に楽し

め、多くの観光客が訪れるまちになることを目指し、町観光振興基本計画を策定しています。 

●2019年にナショナルサイクルルートに指定されたつくば霞ヶ浦りんりんロードは、霞ケ浦から筑波山ま

で関東平野の広大なスケール感を楽しめる新たな町の観光資源です。町では、県や湖岸周辺の市町村

と連携し、矢羽根マークや自転車ピクトグラム等のコース整備やサイクリスト向けのイベント、レンタサイ

クル事業等に取り組んでいます。 

●予科練平和記念館は、予科練に関する貴重な資料や本町の戦史の記録を保存・展示するとともに、次の

世代に正確に伝承し、命の尊さや平和の大切さを考えるための施設として、2010年 2月に開館し、コ

ロナ禍以前までは年間 5万人を超える観覧者が訪れ、2022 年 4 月には累計来館者数が 60万人を

超えましたが、近年はコロナ禍の影響を受け、来館者数が大幅に落ち込みました。 

●2011年に観光施策を推進する母体として、あみ観光協会を設立し、ホームページや公式ＳＮＳにより町

の観光名所や飲食店等を広く紹介することで、観光客の誘客につなげています。また、桜や霞ケ浦周辺

の自然スポット、歴史資源を中心に観光案内板を設置するとともに、観光パンフレットの作成・配布等、

観光資源の活用に取り組んでいます。 

 

課題 

●霞ケ浦は全国的な知名度もあり、ナショナルサイクルルートにも指定されたつくば霞ヶ浦りんりんロード

をはじめとして、湖岸周辺の市町村や国・県との連携を図り、霞ケ浦という資源を活かした観光振興を

つくば霞ヶ浦りんりんロード、霞ケ浦が持つ雄大な自然景観、予科練平和記念館、あみプレミアム・

アウトレット等、ポテンシャルの高い地域観光資源が活かされ、多くの観光客が訪れるまちになっ

ています。 
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図る必要があります。 

●つくば霞ヶ浦りんりんロードの一部区間については、交通量の多い国道 125 号を走行しなければなら

ないことから、安全安心な自転車通行空間を確保するための対策が必要です。 

●多様化する来訪者のニーズへの的確な対応が求められます。そのために、大規模企業や大型商業施設

を活用した産業観光の充実を図るとともに、霞ケ浦や予科練平和記念館等、既存の地域観光資源とを

融合させた取組が必要です。 

●圏央道の整備や大型商業施設の進出に伴い、多くの観光客が訪れていますが、この集客力を町内への

誘客に活用することが課題となっています。 

●戦争を知らない世代が多くを占める中、命の尊さや平和の大切さを考えてもらい、平和を希求する機

運を醸成するために、予科練平和記念館をＰＲし、より多くの人々に来館してもらう必要があります。 

●これまで行ってきた日帰りバスツアーや物販事業等の取組をさらに充実させるためには、既存のあみ

観光協会の体制・方針を様々な視点から見直し、検討を行う必要があります。 

●アフターコロナにおけるインバウンド需要への受け入れ態勢としては、霞ケ浦湖岸沿いの史跡等をめぐ

るサイクリングツアー等、県と連携し、観光振興を図る必要があります。 

●ふるさと納税の更なる拡充のため、既存商品の発掘のほか、魅力ある地域の特産品の価値を昇華させ

新商品を開発し、ふるさと納税返礼品として全国へＰＲしていくことが求められています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○霞ケ浦の魅力的な景観整備に努めます。 

○霞ケ浦を基点とした周遊観光を推進します。 

○町に存在する観光資源を様々な手段・機会を活用しＰＲします。 

○町民、商工業者、観光関係団体等と連携して、活力ある観光地づくりを推進します。 

○予科練平和記念館を町内外に広くＰＲし、来館者の増大を目指します。 

○つくば霞ヶ浦りんりんロードについて、ナショナルサイクルルートの指定要件を満たすように整備を行い

ます。また、県と連携して危険箇所の解消を図ります。 

 

 

○霞ケ浦の環境美化を心がけるとともに、良好な観光地づくりに参加することが望まれます。 

○観光客に対して満足度の高いおもてなしの提供に取り組むことが期待されます。 

行政の役割 

町民等の役割 
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○多くの人々が来館し、予科練の歴史や本町の戦史を正確に理解し、命の尊さと平和の大切さを自ら考

え、恒久平和の実現に努めることが期待されます。 

○安全で快適なつくば霞ヶ浦りんりんロードを維持するため、危険箇所の通報等の情報提供が期待され

ます。 

○町内のサイクリング愛好者が主体となって道路里親制度に取り組むことが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－6131 観光資源の活用と発掘 

◇各種ＰＲイベントと企画等により連動し、霞ケ浦周辺の観光資源を結びつけ、更なる誘客を図ります。 

◇国、県、周辺市町村と連携し、霞ケ浦周辺の観光資源を結びつけた、新たな観光プランの実現を図りま

す。 

◇ホームページ等の情報発信力を活かし、遠方からも観光客が訪れる、魅力ある観光ＰＲを展開します。 

◇様々な人に自ら命の尊さと平和の大切さを考えてもらうため、予科練平和記念館において企画展や講

演会等、予科練の歴史や戦史に関する学習の機会を提供します。 

◇あみプレミアム・アウトレット内のあみコミュニケーションセンターにおいて、県内外からの来場者に町の

観光資源を積極的にＰＲし、町内への誘客を促進します。 

◇次世代の観光ニーズに対応するため、様々な観光施策を集約し運用ができる組織の立ち上げを検討し

ます。 

主な事業 観光振興事業、教育普及事業、あみコミュニケーションセンター運営事業 

●取組の成果● 

町の魅力ある観光資源を活用・ＰＲすることで、地域の観光資源が活かされ、町の観光スポットへの誘客が

図られています。 

 

取組②－6132 湖岸親水ゾーンの整備と活用 

◇県や周辺市町村と連携し、美しく豊かな霞ケ浦の景観・自然環境を活かし、サイクリングロードの整備等

による利活用を図ります。 

◇サイクリングロードにおいて交通量の多い道路を走行しなければならない危険箇所については、安全安

心な走行環境となるよう、県と連携し、計画的に自転車通行空間の整備に務めます。 

◇予科練平和記念館に設置したレンタサイクルにより幅広い顧客を獲得します。 

◇いきいき茨城ゆめ国体 2019 セーリング競技会跡地を含めた霞ケ浦の水辺空間を活かし、賑わいや憩

いの場の創出を図ります。 

主な事業 サイクリングロード整備事業、国体跡地利活用検討事業 

●取組の成果● 

安全で快適なつくば霞ヶ浦りんりんロードを通して、多くの人が町に訪れ霞ケ浦に親しんでいます。 
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第 7章 
未来につながるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KGI指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

   

 

 

 
第 1節 行政力を高めるまちづくり 
1 効果的な行政運営 

2 健全な財政運営 

3 シティプロモーション・広聴活動の拡充 

4 デジタル化の推進 

5 広域行政の推進 

 

 

■SDGsの関連するゴール 

 

  

市制を見据えた行政運営、ＳＤＧｓの推進、中長期的な見通しに立った財政

の健全化、戦略的なシティプロモーション、デジタル化の推進等、町民の利便性

と行政の効率性が高く、魅力が伝わるまちづくりに取り組みます。 
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第 1節 行政力を高めるまちづくり 

1 効果的な行政運営 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

施策の目標達成率 74 (%) ↗ 

窓口対応がスムーズだと回答した町民の割合 ー (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●町民の利便性の向上、町民意向の的確な反映、地域の活性化等の観点から町民に身近な行政を、でき

る限り町民に身近な市町村が行うようにするため、県は方針に基づき、市町村への権限移譲を推進して

いるところですが、県内の町村別移譲割合からみて本町は低い状況で推移しています。 

●総合計画に位置づけられた施策及び事業のＰＤＣＡサイクルを確立し、施策や事業の進捗を管理すると

ともに、進捗状況を町ホームページで公開し、透明性の高い行政運営に努めています。また、町政各部

門の基本方策を、総合的視野を持って策定し、その推進に当たって相互の連絡調整を行うため庁議等

を開催することで、町政運営の適正かつ能率的執行を図っています。 

●地方自治法の改正により、地方公共団体に内部統制制度（業務遂行上のリスク、不正やミスを想定し、対

応策を事前に講じる取組）を導入することが努力義務として定められ、事務の適正な執行を確保するた

めに、内部統制を実施する体制の整備を予定しています。 

●社会状況の変化に対応して安定的に行政サービスを提供するため、職員定数条例を見直し、必要な人

員の確保、高度化・多様化する町民ニーズに対応するため専門的な知見を備えた職員の確保に努めて

います。 

●少子化の進行や長寿化の進展をはじめとした社会経済情勢の変化、頻発する自然災害や感染症流行に

よる新しい生活様式への対応等、本町を取り巻く環境は大きく変化してきており、人事行政においても

女性の活躍推進や働き方改革、障害者雇用、定年年齢の引き上げ等、大きな転換期を迎えようとしてい

ます。 

●2015年 9月に国連で採択された持続可能な開発のための 2030アジェンダにおいて、持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）が掲げられました。「誰一人取り残さない社会」を実現するため、先進国・新興国・発

展途上国がともに取り組むべき国際社会全体の目標として 17のゴールが提唱されています。 

 

市制を施行し、経営資源を効果的・効率的に活用することができる持続的な行政経営が行われて

おり、町全体でＳＤＧｓに関する取組を行う土壌が醸成されています。 
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課題 

●市制施行に伴い国や県から権限移譲等が想定されるため、町民への行政サービスの充実と、適正な業

務の執行を実現できる体制を整備する必要があります。権限移譲後の事務量等の実態を把握した上

で、財源や人員の確保も検討する必要があります。 

●施策や事業の進行管理については、目標達成状況を把握し、ＰＤＣＡサイクルによる効果検証・見直し改

善を進めていく事が求められています。 

●町政各部門の基本方策を効果的に推進するためには、部門間の連携と情報共有を図ることで部門最適

を全体最適として整理する必要があります。また、主要な政策課題を着実に推進するために、情報共有

を密にし、必要な軌道修正を適時適正に行うため、より経営的な視点を持って庁議等を開催する仕組み

を構築する必要があります。 

●本町の各施策や事業を適切に推進していくためには、必要な庁内の組織体制を構築する必要がありま

す。また、教育機関や研究機関、企業等と連携し、基本的な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報を統合

的に整理することが必要です。 

●内部統制の導入に当たっては、職員の負担や業務遂行上の効果等、様々な事項について十分に検討す

る必要があります。 

●女性活躍推進法や働き方改革関連法の施行、ワークライフバランスに関する意識の高まりを受けて、育

児休業取得促進、テレワークの推進、時間外勤務縮減、年次有給休暇取得促進等、働き方改革に向けた

取組が課題となっています。 

●進展する社会のデジタル化に対応するため、デジタル人材の育成や職員のＩＴリテラシー強化の重要性

が増しています。こうしたことから、組織として、職員の能力を向上させる側面のみならず、人材マネジ

メントの推進を図り、限られた人財を最大限活用する人事管理を達成する必要があります。 

●ＳＤＧｓが目指す「誰一人取り残さない社会」を実現するためには、基礎自治体である町が町民、企業、団

体等の様々なステークホルダーと一緒に目指す将来像を共有しながら、具体的な取組を進めていく必

要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 
〇市制施行による権限移譲後も、町民満足度の高い行政サービスを提供するため、経営の視点に立った

行政運営を行います。 

〇業務を適正に遂行できる組織体制を確立します。 

○国の動向や他市町村の取組状況を注視し、行政改革の一環として内部統制制度の導入についての検討

を行います。 

行政の役割 
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○積極的に自己啓発に取り組む環境を整えることで、より専門性の高い目標にチャレンジできる人材を育

成します。 

○育児休業の取得促進やテレワークによる柔軟な働き方の促進、長時間労働の是正（時間外勤務の縮減・

年次休暇の計画的な取得促進）等、働き方改革を実施し、職員のワークライフバランスを確立します。  

○官民の連携体制を構築し、本町におけるＳＤＧｓの推進に努めます。 

○ＳＤＧｓについて、職員、町民への啓発を行い、各主体が自発的に取り組む土壌を醸成します。 

 

 
〇市制施行に向けて「みんなでつくる共生のまち」の理念に基づき、地域力の向上に取り組むことが期待

されます。 

〇行政運営への理解と関心を持つとともに、行政改革や事業の見直し等の課題を行政と共有・解決して

いくことが期待されます。 

〇家庭や地域や職場等における身近な問題の解決が「誰一人取り残さない社会」の実現につながることを

理解し、解決しようという意識が期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－7111 市制施行・行政経営の確立 

◇市制施行に必要な国・県の要件を整理し、円滑な市制施行が行われるよう準備を進めます。 

◇県が定めた市町村への権限移譲方針の重点移譲事務を中心に、移譲に向けて、体制の整備やスケジュ

ールの調整等を行います。 

◇総合計画を推進し、市制施行に対応できる組織機構を構築します。また、業務量調査結果に基づく適正

な人員配置を行います。 

◇総合計画に位置づけられた施策や事業をＰＤＣＡサイクルにより管理し、目標の達成のために、毎年度実

施計画を見直します。 

◇各部門が管理している経営資源を整理し、活用に関する考え方やルールを整備します。また、民間ノウハ

ウの活用によって行政運営の効率化を進めます。 

主な事業 市制施行推進事業、総合計画推進事業、行政経営推進事業（仮称） 

●取組の成果● 

市制施行により行政サービスが充実するとともに、健全な財政状況を維持する体制を整え、経営資源を効

果的・効率的に活用することができる持続的な行政経営が行われています。 

 

  

町民等の役割 
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取組②－7112 人材マネジメント・働き方改革 

◇人材育成基本方針に基づき総合的かつ計画的に職員研修の充実を図り、職員の自主的な学習や能力開

発を促進します。併せて、経験豊富な職員の知識・経験等の的確な継承に努めます。 

◇人事評価制度と連動したＯＪＴ等、時代の変化に合わせた取組を一層進めることで、職員の意欲を高め

る人事評価制度を確立します。 

◇人事評価研修等を行うことで、全職員が人事評価に対し同様の認識を持ち、公平な人事評価制度を構

築するとともに、公平性・透明性・納得性・信頼性が保たれた客観性のある人事評価制度の運用に努め

ます。 

◇ワークライフバランスを推進することで、仕事とプライベートの調和を図り、仕事に対するモチベーション

を高め、優秀な人材の離職を防ぐとともに、働き方改革の推進により、優秀な人材を確保し、組織力の

強化に努めます。 

主な事業 職員研修事業、人事評価事業 

●取組の成果● 

効率的な行政運営を支える人材が育成されるとともに、ワークライフバランスが実現した多様な働き方が

推進され、職員が高い能力と意欲を持って行政サービスの向上に取り組んでいます。 

 

取組③－7113 ＳＤＧｓの推進 

◇職員を対象とした研修、町民を対象とした講演、対外的なＰＲとしての日本モデル宣言やＰＲ活動を行い

ます。 

◇国の示すＳＤＧｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモデルに準じ、ＳＤＧｓ達成に向けた具体的なロードマップ

として仮称「阿見町ＳＤＧｓ未来都市構想」を策定し、企業や町民との連携も視野にモデル事業を企画し

ます。 

主な事業 ＳＤＧｓ推進事業 

●取組の成果● 

町、町民、企業等の各主体がＳＤＧｓについて理解し、自発的に取組を行う土壌が醸成されています。 
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第 1節 行政力を高めるまちづくり 

2 健全な財政運営 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

経常収支比率 91.7 (％) ↘ 

本町への寄附金額（一般） 

本町への寄附金額（企業版） 

1.45 (億円) 

110 (万円) 
↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町の財政は、人口増により税収が増加する一方、歳出については、扶助費、公債費等の義務的経費が

増加しています。 

●施設の老朽化に伴う大規模改修により、事業費や起債公債費及び起債残高が増加しています。 

●財政運営上、大きな支出を伴うものとして公共施設の大規模改修や建替えがあげられます。2021 年

度に公共施設の中長期保全計画が策定され、施設の大規模修繕や更新について具体的なスケジュール

のもと、計画的な維持管理を行っています。 

●公共施設の運営等における民間委託等、民間活力の活用を図ってきましたが、指定管理者制度により

管理・運営を行っている施設はありません。 

●施設の統廃合、事業計画の見直し等によって発生した公共施設の跡地については、町民共有の貴重な

財産であり、有効活用の可能性を有しています。 

●ＱＲコード等を利用した納税環境が構築され納税者の利便性が向上しています。 

●課税客体を的確に把握し、町税の公平で適正な賦課に努めるとともに、納税意識の啓発や滞納処分の

執行等による収納率向上に努め、税収の確保を図っています。 

●ふるさと納税制度については、2019 年度よりポータルサイトへの掲載等、積極的な対応を開始しまし

た。その後、寄附件数、寄附金額ともに順調に伸びており、2022 年度の本町への寄附件数、寄附金額

は8,321件、145,141,000円になっています。また、2023年4月 1日時点での返礼品数は216

品になっています。 

●企業版ふるさと納税制度は、2016 年度に創設されました。本町においては、2020 年 3 月に地域再

生計画の認定を内閣総理大臣から受け、本町の地域再生計画に位置づけられた事業が税額控除の対象

となりました。2022 年度における、本町への寄附件数、寄附金額は 3 件、1,100,000 円になってい

ます。 

行政経営の視点に立ち、公共サービスの機能や質の維持・向上を図りながら、財政面での負担の

軽減・平準化を進め、将来世代に過度の負担を先送りしない行財政運営が行われています。 
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課題 

●義務的経費の増加及び起債残高の増加により、財政的にゆとりがなくなり、新規事業の財源が確保しづ

らい状態になる可能性があります。また、中長期保全計画に基づく老朽化施設の大規模改修を計画通

り実施していくため、更なる歳入確保、歳出抑制に努め、将来に過度な負担を先送りしない、持続可能

な財政運営に取り組む必要があります。 

●町民サービスの向上と行政責任の確保という視点を踏まえたうえで、官と民の役割分担や行政責任、

さらには費用対効果等、について、総合的に検討し、可能なものについては、積極的に民間活力の活用

を推進していく必要があります。 

●公共施設の大規模改修や建替え、インフラの更新が必要となり、膨大な更新費用が発生する見込みで

す。今後、健全な財政運営を行っていくためには、建物の長寿命化等で年度ごとの必要費用を平準化す

る必要があります。 

●町公共施設等管理計画に則り、公共施設の跡地や役割を終えた施設については、費用対効果等につい

て総合的に検討し、活用可能なものについては民間活用を推進していく必要があります。また、老朽化

した施設については、適切な時期に再編や廃止を検討していく必要があります。 

●ふるさと納税、企業版ふるさと納税等の制度を活用し、関係人口の増加とともに、自主財源の確保に努

める必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○持続可能な財政運営を目指し、更なる事業の選択と集中による行政コストの縮減に取り組みます。 

○公共施設について、長期的な視点を持って、長寿命化を計画的に行い、財政負担の軽減・平準化を図り

ます。 

○官と民の役割分担や行政責任、費用対効果等について総合的に検討し、民間活力を積極的に導入しま

す。 

○課税客体を的確に把握し、町民税・固定資産税・軽自動車税等の町税の公平で適正な課税を行い、納税

意識の啓発や、納税しやすい環境づくりを進めます。 

○本町へのふるさと納税の寄附件数、寄附金額をさらに増やしていくため、返礼品のラインナップを充実

させるとともに、企業版ふるさと納税について、企業へ積極的にＰＲします。 

 

 

○本町の財政運営について、関心を持ち、理解を深めることが期待されます。 

○町税や国民健康保険税等について、納税の意義や役割の理解を深め、行政と共にまちづくりを行う意

行政の役割 

町民等の役割 
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識の向上に努めることが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－7121 計画的・効率的な財政運営 

◇町中長期財政計画に基づいた予算編成を行いながら、地方債借入額の増加による公債費の増等、義務

的経費（人件費、扶助費、公債費）を含んだ経常的経費の増加に注意を払い、安定した財政運営を推進し

ます。 

主な事業 財政運営事業 

●取組の成果● 

中長期的な視点に基づいた適切な財政運営が実施され、安定した財政基盤が構築されています。 

 

取組②－7122 公有財産の有効活用と管理 

◇施設の適正な維持管理と老朽化した施設の長寿命化に向けた計画的な施設修繕・改修及び最適化を推

進します。 

◇行政財産については、その必要性を検証しながら有効に活用していくこととし、公用又は公共用に供し

ていない普通財産について、売却や有料貸付等の利活用について検討します。また、町有建築物に関す

る保全等を行います。 

◇PPP・PFI・指定管理者制度等の民間活力の導入については、効果や課題を十分に検証した上で、適切

な行政サービスを確保しながら活用を進めます。 

主な事業 公共施設等総合管理計画事業、公有財産管理事業、庁舎維持管理事業、公共施設跡地利活用事

業 

●取組の成果● 

限られた財源の中で公有財産が計画的かつ適正に維持管理され、安全かつ良好な状態を保ち、町民に有

効に活用されています。 

 

取組③－7123 税収の確保 

◇町税の公平で適正な賦課を実施し、財源の確保と納税に対する町民の信頼の獲得に努めます。 

◇広報紙やホームページ等を活用し、納付期限の周知や納税意識の啓発に努めます。 

◇適正かつ速やかな滞納処分により税の公平性を担保しながら税財源の確保を図ります。 

主な事業 町税賦課事業、納税推進事業、滞納処分事業 

●取組の成果● 

町民の納税に対する理解が深まり、公平かつ適正な課税を行うことにより、税収が確保されています。 
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取組④－7124 自主財源の確保 

◇積極的に事業者説明を行い、新たな返礼品事業者を獲得し、返礼品のラインナップをさらに充実させて

いくことにより、本町へのふるさと納税の寄附件数、寄附金額を増やします。 

◇企業への積極的なＰＲ、使途の具体化等により、本町への企業版ふるさと納税の寄附件数、寄附金額を

増やします。 

主な事業 ふるさと納税事業、企業版ふるさと納税事業 

●取組の成果● 

ふるさと納税制度及び企業版ふるさと納税制度の充実により、自主財源が確保されています。 
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第 1節 行政力を高めるまちづくり 

3 シティプロモーション・広聴活動の拡充 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

町へ「愛着」や「誇り」を感じていると回答した町

民の割合 
― (％) ↗ 

広聴制度が充実していると回答した町民の割合 ― (％) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●全戸配布の広報紙「広報あみ」、ホームページでの「町の魅力発信！あみっぺのへや」、あみメール、ＳＮ

Ｓ、町公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル等、積極的に行政情報の提供を行っています。 

●予科練や戦跡等に関する映像のほか、本町の子育てや医療、教育等、暮らしに関するプロモーション映

像を制作し配信しています。 

●大相撲の二所ノ関部屋との連携・支援について、役場内に二所ノ関部屋連携推進委員会を組織してい

るほか、二所ノ関部屋マネージャーとアドバイザリー契約を締結し各種調整・相談を行い、効果的な連

携・支援を推進しています。また、二所ノ関部屋連携基金を創設し基金の積立てを行っています。 

●町長と語る会、まちづくり提案箱、パブリックコメント制度等を実施し、町民の意見や要望を把握し、町

政に反映しています。 

 

課題 

●広報紙は文書配達制度により全戸へ配布していますが、行政区に加入していない世帯が増加傾向にあ

ることから、広報紙以外にもより一層様々な媒体を活用し、町民が手軽に行政情報を享受できる環境を

整備していく必要があります。 

●本町の様々な魅力が十分に発信できていない状況があるため、シティプロモーション戦略を策定すると

ともに、職員の意識改革を行い、必要な情報をより伝わりやすく町内外へ発信する必要があります。 

●広聴制度について、広く町民に周知し、町政に対する関心を高める必要があります。 

●人と人とのつながりや情報発信の在り方が急速に変化しつつある社会情勢を念頭に、ICTを活用して、

行政と町民を結びつける新たなコミュニケーション手段を検討する必要があります。 

町の認知度が向上し、町への「誇り」や「愛着」を感じる町民が増加するとともに、町民の意見が町

政に的確に反映されています。 
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現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇町民が行政情報を手軽に享受できるよう、広報紙やホームページのほか、様々な媒体を活用しきめ細や

かに情報を提供します。 

〇町内外へ効果的にまちの魅力を発信し、本町の認知度向上とイメージアップを図ります。 

○町民が意見や提案を発信できる取組を拡充し、町政に対する関心や参画意識を高めます。 

 

 

〇広報紙やホームページのほか、様々な媒体を通して、必要な情報を積極的に受け取ることが期待されま

す。 

〇本町への誇りや愛着を持ち、町民自らが多くの人にまちの魅力を発信することが期待されます。 

〇日頃から地域の課題や町政運営に目を向け、自分にもできることがあるとの自覚を持ってまちづくり

に参加することが期待されます。 

〇より住みやすいまちとするために、広聴制度を活用し、地域の課題解決に関する意見や提案を積極的に

発信することが期待されます。 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－7131 シティプロモーションの拡充 

◇新たにシティプロモーション戦略を策定し、本町の認知度の向上とイメージアップを図ります。 

◇新たに導入した町公式ＬＩＮＥを活用し効果的な魅力発信を行うとともに、アンケート機能や報告機能等

を利用し、町民からの情報収集を図ります。 

◇広報紙やホームページ等、様々な媒体を効果的に活用するため、体制及び運用の強化を図ります。 

◇二所ノ関部屋との連携の更なる充実・強化を図り、事業の成果等を町内外に発信することにより、本町

の認知度の向上を図ります。 

主な事業 プロモーション戦略事業、広報事業、二所ノ関部屋連携推進事業 

●取組の成果● 

まちの魅力を町内外に効果的に発信し、本町の認知度が向上するとともに、誇りや愛着が醸成されていま

す。 

 

取組②－7132 広聴活動の拡充 

◇町民の貴重な意見や提案を把握するため、町長と語る会、まちづくり提案箱、パブリックコメント制度等

の広聴制度の更なる充実・強化を図ります。 

◇広聴制度を通して出された意見や提案へ、迅速・丁寧に対応します。 

主な事業 広聴事業 

●取組の成果● 

広聴制度が充実し、町民の意見や提案が町政に的確に反映されています。 
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第 1節 行政力を高めるまちづくり 

4 デジタル化の推進 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

オンライン化した行政手続数 46 (業務) ↗ 

AI・RPA導入業務数 0 (業務) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●2023 年度～2027 年度を計画期間とした町ＤＸ推進計画を策定し、新型コロナウイルス感染症拡大

の中で課題が浮き彫りとなった、デジタル行政の遅れに対する迅速な対処を進め、町民の利便性の向

上や行政事務の効率化に取り組んでいます。 

●非常時におけるテレワークが実施できるよう、テレワーク用ノートパソコン 80 台と自宅等の庁外から

のリモートアクセス環境を整備しました。また、平時においてもテレワークの形態の一つであるモバイル

ワークが可能となり、外出先、出張先等でノートパソコンを活用して業務が遂行できるようになっていま

す。 

●総合窓口方式により、ワンストップサービス化や証明書発行窓口の集約化による利便性の向上と、来庁

した方が迷わず目的の窓口にたどり着けるよう案内サービスの向上に努めています。また、平日に来庁

できない方へ、休日開庁業務や電話予約による証明書の交付サービスを実施しています。 

 

課題 

●職員のテレワークは、非常時以外の活用が定着しておらず、利用拡大に向けた環境整備が課題となって

います。 

●テレワークの導入・推進のためには、ＩＣＴ環境の整備を伴うほか、従来の紙資料を基本とした業務から

資料の電子化や決裁の電子化等のペーパレス化の推進、業務の標準化、また、勤務条件や勤怠管理上

の制度構築が必要となります。 

●少子高齢化による生産年齢人口の減少等、将来的に労働力の供給が制約される中においても、安定的

かつ持続可能な行政サービスを提供し続けるため、デジタル化による業務効率化を図り、限られた人的

資源を効率的・効果的に活用していく必要があります。 

●職員が企画立案業務や町民への直接的なサービス提供等、職員でなければできない役割に注力できる

行政のデジタル化の推進により、町民の利便性の向上と行政事務の効率化が図られ、便利で豊

かさを実感できる行政サービスを提供しています。 
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環境をつくれるよう、ＢＰＲ手法による業務改革に取り組み、デジタル化に合わせて現在の業務内容や

手順を抜本的に再構築していく必要があります。 

●行政情報庁内ネットワークの無線化により、執務場所の柔軟な選択やオンライン会議の実施拡大等、職

員が働きやすい職場環境の整備に取り組み、業務の効率化及びペーパレス化を一層推進する必要があ

ります。 

●電子申請サービスやキャッシュレス決済の拡充を図り、デジタル化によるメリットを町民が最大限に享

受できる取組を積極的に推進する必要があります。 

●少ない窓口のため、総合窓口の待ち時間の短縮が課題となっています。 

●手続きごとの記入項目が多く、来庁者の負担軽減が課題となっています。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

〇町民ニーズを起点に、データとデジタル技術を徹底的に活用し、町民の利便性を向上させるとともに、

業務の最適化・効率化により人的資源を行政サービスの更なる向上につなげていくことができるよう

当町のＤＸを推進します。 

○電子申請サービスの拡充に伴い、証明書発行手数料や施設使用料のキャッシュレス決済の導入を進め

ます。 

〇来庁者の負担を減らすために「書かない窓口」の導入を目指します。 

〇諸手続きのオンライン化を図るため、マイナンバーカードの普及促進に努めます。 

 

 

〇マイナンバーカードの取得や行政手続きにおける電子申請の積極的な利用等が期待されます。 

〇ＩＣＴツールやインターネットを利用した、町政情報へのアクセスや行政との双方向のコミュニケーション

の活用が期待されます。 

 

  

行政の役割 

町民等の役割 
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■個別施策の展開 

取組①－7141 自治体ＤＸの推進 

◇会議・研修等でのテレワーク用パソコンの利用促進や在宅勤務制度の改善、拡充を実施し、テレワークを

実施しやすい環境整備を行いながらテレワーク推進を図ります。 

◇処理件数が多く、オンライン化の推進による町民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いと考え

られる手続きを対象に、行政オンライン化の拡大を図ります。 

◇自治体や政府が共同利用するマルチクラウドのシステム基盤「ガバメントクラウド」を整備し、自治体の標

準準拠システムからガバメントクラウドへ移行を目指します。 

◇行政サービスの向上と業務効率化を図るため、ＩＣＴツール等の利用を推進します。 

◇先行自治体で実証済のＡＩツール等の新たなデジタル技術について調査研究を行い、本町に適した形態

で将来的な導入を目指します。 

主な事業 情報化推進事業、住民情報ネットワーク運営事業 

●取組の成果● 

デジタル化により町民の利便性の向上及び地方公共団体の行政運営の効率化が図られ、職員が行政サー

ビスや企画立案等に専念できる体制が整えられています。 

 

取組②－7142 デジタルを活用した窓口・行政サービスの向上 

◇窓口での住民票の写し等の交付申請において、来庁者が自ら申請書を書かなくても簡単に手続きがで

きる窓口システムの導入を目指します。 

◇マイナポータル、いばらき電子申請システム等を利用したオンライン申請手続きの拡大に取り組みます。 

◇証明書交付手数料等の支払いにおいて、クレジットカード等を利用したキャッシュレス決済の導入を検討

します。 

◇マイナンバーカードの申請補助や、休日交付、町民への広報活動等、マイナンバーカードの普及促進に引

き続き取り組みます。 

主な事業 書かない窓口導入事業、マイナンバーカード普及促進事業 

●取組の成果● 

デジタル技術を最大限活用し「行かない、書かない、待たない窓口」が実現しています。 
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第 1節 行政力を高めるまちづくり 

5 広域行政の推進 

 
■目指すまちの姿 

 

 

■指標 

指標名 現況（2022年度実績） 方向性 

つくば霞ヶ浦りんりんロード利用者数 12.5(万人) ↗ 

 

■現状と課題 

現状 

●本町では、消防やし尿処理、火葬場・斎場の運営等の事務について、県内や近隣の市町村と一部事務組

合を設立し、広域的な処理を行っています。 

●稲敷・龍ケ崎地方では、関係する八つの市町村と四つの一部事務組合で協議会を設置し、地域の広域行

政の課題について検討を行っています。 

●本町のごみ処理施設である霞クリーンセンターは、1997 年に建設され、26 年経過しており、2032

年度更新まで残り 9 年となっています。2022 年 3 月に県ごみ処理広域化計画が見直され、本町は、

牛久市、龍ケ崎地方塵芥処理組合（龍ケ崎市、河内町、利根町）、江戸崎地方衛生土木組合（稲敷市、美

浦村）と 2034年度に広域化する計画となっています。 

●総務省の第 32 次地方制度調査会では、人口構成の変化により 2040 年頃に顕在化する社会問題に

対応するため、今後必要とされる地方行政体制の在り方について検討がなされ、市町村においては、他

の地方公共団体と連携し、町民の生活機能の確保、地域の活性化・経済成長等のまちづくりに広域的に

取り組んでいくことが必要であるとされています。 

●霞ケ浦やつくば霞ヶ浦りんりんロードといった広域的な地域資源を積極的に活用するために、県や近隣

市町村とともに霞ヶ浦導水事業建設促進協議会やつくば霞ヶ浦りんりんロード利活用推進協議会に参

画してＰＲ活動を実施しています。 

●国が推進する地方版図柄入りナンバープレートの制度を活用し、2018 年 10 月から、土浦ナンバーを

利用する 11市町村で図柄入り土浦ナンバーの運用を開始しました。 

 

課題 

●第 32次地方制度調査会の答申内容を踏まえ、2040年頃の「地域の未来予測」に基づき、広域的な処

理を行う事務を積極的に検討する必要があります。ただし、広域化については他市町村との連携となる

ため、高度な調整能力が求められます。特に、広域化する施設の更新に当たっては、巨額の事業費が必

事務の広域的な処理により、町民に安定した行政サービスが提供され、効率的な運営が行われ

ています。 
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要になるため、国の交付金等を活用する必要があり、計画的に検討を開始していく必要があります。 

●町民ニーズや社会状況の変化に対応し、広域的に取り組むことが効果的・効率的な行政課題について

は、関係する自治体と積極的に協力する必要があります。 

●ごみ処理については、霞クリーンセンターの使用目標年度が近づいているため、県ごみ処理広域化計画

や近隣市町村の状況を踏まえ、ごみ処理事務の広域化も含めた、将来のごみ処理について検討を進め

る必要があります。 

 

現状に関するデータや写真を掲載予定 

 

 

 

■行政と町民等の役割 

 

○事務の広域的な処理を適正に行い、行政サービスの向上と運営の効率化を図ります。 

○広域的な対応を必要とする町民ニーズや行政課題を的確に捉え、関係市町村等との連携強化を図り、

地域の総合的かつ一体的な発展を目指します。 

 

 

○広域での運営管理について理解を深め、施設のマナー、ルールを遵守することが期待されます。 

○少子高齢化等の社会状況の変化により、広域化による行政サービスの効率化が将来的に避けられない

ことを理解し、地域の持続可能性について関心を高めることが期待されます。 

 

■個別施策の展開 

取組①－7151 広域行政の推進 

◇ごみ処理については、県・関係市町村及び関係団体と広域化に向けた協議検討を行います。 

◇将来的な地域の課題を整理し、広域的な処理の優先度が高い事務を特定し、関係市町村と協議を行い、

広域行政の充実を図ります。 

◇霞ヶ浦導水事業建設促進協議会や図柄入り土浦ナンバー推進協議会等、他市町村と連携した取組を推

進し、行政サービスの向上を図ります。 

主な事業 牛久市・阿見町斎場組合事業、龍ケ崎地方衛生組合事業、広域行政推進事業 

●取組の成果● 

周辺自治体と協力し、広域的な事務の処理により、行政サービスが効果的かつ効率的に提供されていま

す。 

 

行政の役割 

町民等の役割 


